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特 集

はじめに─「全世代型社会保障」政策の
深化と加速化する国民生活の危機─

岸田内閣はロシアのウクライナ侵略で物価の異

常な上昇が続くなか、2022 年 10 月から 75 歳以

上高齢者の医療費窓口負担の１割から２割への引

き上げを強行した。そして 10 月以降も、2023 年

度に向けて全世代型社会保障構築会議や社会保障

審議会などを舞台に矢継ぎ早に後期高齢者等に対

する負担増が打ち出されている。こうした高齢者

に対する相次ぐ負担増は、現役世代の負担を減ら

して「世代間の公平性」を保つ「全世代型社会保障」

政策が大義名分とされている。岸田内閣の「全世

代型社会保障構築会議」のなかでは、「後期高齢

者の２割負担の導入について、大きな混乱なくこ

の 10 月から実施に至ったことは、まさにこの会

議の『全世代型』の考え方が国民にも浸透してい

るからではないか」という意見まで出ている（熊

谷委員、全世代型社会保障構築会議 2022 年 11 月

11 日）。

マスメディアも、「全世代型社会保障」政策に

おける高齢者への負担増の動きを叱咤激励してい

る。京都新聞は、「踏み切るか高齢者負担」とい

う見出しを付けて共同通信論説委員の次のような

記事を載せている。大型の選挙のない今こそ「国

総論：「全世代型社会保障」政策は
勤労者の高齢期生活をどう変えるか

浜岡 政好

民から総スカンを食うほど不人気であっても、日

本の将来のためには避けて通れない政策に正面か

ら取り組むチャンスのはずだ。その政策の筆頭は、

子どもや孫、さらにその先の将来世代へのツケ回

しをやめるため、今の高齢者にも能力に応じ負担

増をお願いすることだろう。…首相は参院選後、

『全ての世代で公平に支え合う仕組みが必要だ』

として『全世代型社会保障構築本部』を推進エン

ジンに、高齢者のさらなる負担増の検討に入っ

た」。しかし、統一協会問題などで内閣支持率が

急落するなかで、「物価高で苦しい年金生活者の

負担増に、首相は踏み切れるのか」（2022 年 11

月３日朝刊）。

「全世代型社会保障」の考え方が国民に浸透し

ているかどうかは怪しいものだが、「全世代」と

いうキーワードが政府の高齢者の負担増を正当化

する錦の御旗のようになっていることは確かであ

る。この「全世代型」という社会保障制度「改革」

構想は「社会保障と税の一体改革」のなかで唱え

られはじめ、当時は高齢者の負担増よりも社会保

障給付を若い世代へ拡充するには消費税増税が不

可欠であることを説くことにアクセントがおかれ

ていた。構想から 10 余年を経て、「全世代型社会

保障」改革は現実化され、今や若い世代の社会保

障拡充のために高齢期の社会保障破壊を当然視す

る政策に深化してきている。コロナ禍での勤労国
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総論：「全世代型社会保障」政策は勤労者の高齢期生活をどう変えるか

民の生活危機を背景に世代間競争を煽っているの

である。

小稿では「社会保障と税の一体改革」以降の「全

世代型社会保障」政策の変遷をたどりながら、こ

の政策が社会保障をどのように変質させ、また勤

労者の老後生活をいかなるものにしてきているか

を見ることにする。

1　「全世代型社会保障」政策の登場と
その背景

（１）「社会保障・税一体改革」と全世代対応型
社会保障構想の登場

「全世代型の社会保障」という構想が打ち出さ

れたのは、「社会保障と税の一体改革」の流れの

なかで設置された、民主党・菅内閣の「社会保障

改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への

社会保障ビジョン～」（2010.12）であった。これ

は社会保障財源として消費税の基幹性を主張する

ものであったが、勤労国民に負担増を受容させる

ために、社会保障改革の５つの原則をあげ、その

中に「切れ目なく全世代を対象とした社会保障…

主に高齢世代を給付対象とする社会保障から全世

代対応型の保障への転換」と「未来への投資とし

ての社会保障…子ども・子育て支援等を中心に、

未来への投資としての性格を強める」ことが掲げ

られていた。

この未来への投資論は「現役世代で見返り感が

乏しいまま負担感が増し、制度不信が高まってい

る」状況下での、さらなる負担増による反発を回

避しようという思惑からであった。この「有識者

検討会報告」には「全世代対応型」というキーワー

ドのその後の使われ方の原型が示されている。「今

回の社会保障改革では、…より受益感覚が得られ、

納得感のある社会保障を実現するとともに、世代

間の公平の見地から、社会保障制度を『全世代対

応型』へと転換することにより、就学前、学齢期、

若年層から高齢期までを通じて、一貫した支援の

実現を目指す」としている。

この「全世代対応型」への社会保障制度の転換

構想は、社会保障改革の必要性の論拠として「社

会保障・税一体改革大綱」（2012 年２月）に盛り

込まれた。「…社会保障を持続可能なものとする

ためには、給付は高齢世代中心、負担は現役世代

中心という現在の社会保障制度を見直し、給付・

負担両面で、人口構成の変化に対応した世代間・

世代内の公平が確保された制度へと改革していく

ことが必要である。」しかし、「有識者検討会報告」

では「全世代対応型」のポイントが現役世代への

給付の拡充に置かれていたのが、この大綱では社

会保障の持続性の観点から、「全世代対応」は給

付と負担の両面での世代間・世代内の公平性へと

強調点が変化している。

その後、自民党、民主党、公明党の３党合意に

よる「社会保障制度改革推進法」（2012 年８月）

が成立し、それを受けて「社会保障制度改革国民

会議」が設置され、翌 2013 年８月には「確かな

社会保障を将来世代に伝えるための道筋」という

サブタイトルの付いた国民会議報告書がまとめら

れた。そこでは、「全世代対応」は次のように表

記されている。

「『21 世紀（2025 年）日本モデル』の社会保

障については、必要な財源を確保した上で、子

ども・子育て支援を図ることや、経済政策・雇

用政策・地域政策などの施策と連携し、非正規

雇用の労働者の雇用の安定・処遇の改善を図る

こと等を始めとしてすべての世代を支援の対象

とし、また、すべての世代が、その能力に応じ

て支え合う全世代型の社会保障とすることが必

要である。」（下線は筆者）

ここでは全世代型社会保障を「21 世紀（2025 

年）日本モデル」と呼び、その改革の力点は、「社
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会保障の持続可能性、世代間の公平という観点」

から社会保障給付を現役世代に拡充することで若

い世代の負担感を和らげ、併せて現役世代や将来

世代の負担を軽減するために、高齢者を含む「現

在の世代」の負担（消費税、社会保険料、窓口負

担等）を増やすことに置かれた。この「社会保障

と税の一体改革」路線の設計図に基づいて「社会

保障制度改革プログラム法」（2013 年 12 月）が

策定され、その後はそのプログラムに沿って「社

会保障の持続可能性、世代間の公平」を大義にし

た社会保障制度各分野の「改革」が進められてき

た。その「改革」の中味は、介護保険制度に典型

的に現れているように社会保障制度の給付縮減と

負担の増大であった。

（２）アベノミクスと「全世代型社会保障改革」
のスタート
安倍政権の経済成長重視の経済政策の下で、そ

れまでの「社会保障と税の一体化」路線による社

会保障財源としての消費税増税等の負担増が追求

されるとともに、成長戦略の中に位置づけられた

社会保障の「商品化・市場化」が加速された。

2015 年 10 月に発足した第３次安倍内閣では、

アベノミクスの第２ステージとして「ニッポン

一億総活躍プラン」が掲げられ、その具体策とし

て「希望を生み出す強い経済」、「夢を紡ぐ子育て

支援」、「安心につながる社会保障」の新「三本の

矢」が打ち出された。この新「三本の矢」は「強

い経済」を生み出すために「一億総活躍社会」体

制（安い労働力としての女性と高齢者等の動員体

制）の構築を目指すもので、社会保障の縮小・変

容とがセットになった総働き体制づくりである。

経済成長のための「労働力不足」が強く意識され

ている。

こうした流れの中で、「Society 5.0」の具体化

を図る内閣の成長戦略の司令塔である「未来投資

会議」において 2018 年 10 月に「成長戦略の重点

分野」として、「SDGs に向けた Society5.0 の実現」

とともに「全世代型社会保障への改革」が取り上

げられ、「生涯現役社会の実現に向けて、意欲あ

る高齢者に働く場を準備する。併せて、新卒一括

採用の見直しや中途採用の拡大、労働移動の円滑

化といった雇用制度の改革について検討を開始す

る。また、人生百年時代をさらに進化させ、寿命

と健康寿命の差を限りなく縮めることを目指す。

現役時代から自らの健康状態を把握し、主体的に

健康維持や疾病・介護予防に取り組み、現役であ

り続けることができる仕組みを検討する」ことと

された。

そして 2019 年の年頭記者会見で安倍首相が、

「全世代型社会保障元年」を宣言し、「全世代型社

会保障」という用語は政策の表舞台に再登場する

ことになったが、その中味はそれまでとはかなり

異なるものとなっていた。「未来投資会議」に提

出した厚生労働大臣の資料「2040 年を展望し、

誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現」

（2019.3.20）からも、「改革」の最大の狙いが「現

役世代（担い手）」の急減対策として、「総就業者

数の増加」とともに、「より少ない人手でも回る

医療・福祉の現場を実現」することであったこと

が分かる。こうして社会保障政策の中に高齢者な

どの雇用制度の「改革」がドッキングされ、「全

世代型社会保障検討会議」（2019 年９月）へと継

承された。「全世代型社会保障検討会議」報告書

に「年金、労働、医療、介護など社会保障全般」

という言い方で、社会保障のなかに労働（政策）

が入れられていることの意図をしっかりと押さえ

ておく必要がある。

2　「全世代型社会保障」改革構想の深
化過程
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（１）アベノミクス版「全世代型社会保障」政
策の内容
表１のように、「全世代型社会保障元年」以降

のこの４年間の「全世代型社会保障」政策の策定

過程は３つの内閣の２つの審議機関を通じて遂行

されてきた。大きく安倍・菅内閣の「全世代型社

会保障検討会議」において具体化された政策と、

岸田内閣の「全世代型社会保障構築会議」の下で

現在進行中の政策に分けることができるが、基調

はあまり変化していない。とはいえ、目下作成中

の岸田版「全世代型社会保障」政策ではこの四半

世紀の新自由主義政策による国民生活の困窮化と

セーフティネットの劣化がコロナ禍もあって誰の

目にも明らかになった状況の下で「全世代型社会

保障」政策の化粧直しが求められているというこ

とである。「新しい資本主義」論や、現在進行し

ている最終報告作成の審議で「全世代型社会保障

の基本的考え方」が改めて提示されているのはそ

のことを物語っている。

小稿では、既に行われている全世代型社会保障

検討会議の下で現実化されてきた「全世代型社会

保障」政策を中心に検討することにする。2019

年 12 月に「中間報告」、2020 年夏には「最終報

告」が予定されていたが、コロナ禍の影響もあっ

て延期され、「最終報告」は菅内閣の下で 2020 年

12 月にまとめられた。この「最終報告」

は与党内での調整が遅れた「後期高齢者

の自己負担割合の在り方」が焦点化され

ており、「全世代型社会保障」政策の全体

像にはあまりふれられていないので、「中

間報告」（2019 年 12 月）によってアベノ

ミクス版「全世代型社会保障」政策の内

容をうかがうことにする。

「中間報告」において「全世代型社会保

障」は次のように展開されている。まず

経済社会の現状を「人生 100 年時代とライフスタ

イルの多様化」をチャンスとして「少子高齢化」

を克服するという捉え方をしている。つまり、女

性や高齢者が「年齢にかかわらず、学び、働くこ

とができる環境を整備すれば、生産年齢人口が減

少する中でも、就業者数を維持できる」という現

状認識である。この現状認識の上に「一億総活躍

社会」（総働き体制）実現のための「全世代型社

会保障」が最重要課題とされるが、その中味は「病

気になったとき、高齢になったとき、どのような

働き方ができるか」など「様々な事情の下でも就

労への意欲を活かせる社会を作る」ために、「働

き方の変化を中心に据えて、年金、医療、介護、

社会保障全般にわたる改革を進める」というもの

である。

このように「全世代型社会保障」の最大の眼目

は社会保障政策の中に労働を組み込んでいること

であるが、高齢者の労働の延長（「生涯現役」）と

社会保障制度との関係は、①「個人の自由で多様

な選択を支える社会保障」、②「現役世代の負担

上昇の抑制」、③「全ての世代が公平に支える社

会保障」という組み立てになっている。②と③は

社会保障と税の一体改革」以来ずっと追求されて

きた非現役層への負担増の要請である。①は「個

人の自由で多様な選択」を支えることを標榜しな

がら、働く以外の自由な選択が「不利」になるよ

表１　「全世代型社会保障」政策の策定過程
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うに社会保障制度を変えるということである。こ

こでは、労働市場にフルタイムで登場していない

女性等を労働市場に誘導するような社会保障制度

に改変することが念頭に置かれている。

これら「全世代型社会保障」政策が目指してい

るのは、人びとが働き続けて自らの生活問題を解

決することを妨げないような社会保障制度へと改

変すること、併せて制度の持続可能性を名分にし

て給付の縮減と負担増を高齢層に強要することで

ある。「全世代型社会保障」が実現しようとする

「一億総活躍社会」は究極の自助・共助社会であり、

憲法 25 条に示される社会権としての社会保障制

度とは対極の世界へと勤労国民を誘導しようとす

るものである。「全世代型社会保障」改革によっ

て実現する全世代にわたる勤労者の労働や生活の

実態が果たして「健康で文化的な生活の最低限」

を上回る水準になるのか、このことがここでは全

く等閑視されている。

「全世代型社会保障」の分野別の改革方向につ

いては、①年金（受給開始時期の選択肢の拡大、

厚生年金の適用範囲の拡大、在職老齢年金制度の

見直し等など）、②労働（70 歳までの就業機会確

保、中途採用・経験者採用の促進、兼業・副業の

拡大、フリーランスなど雇用によらない働き方の

保護の在り方）、③医療（医療提供体制の改革、

大きなリスクをしっかり支えられる公的保険制度

の在り方）、④予防・介護（保険者努力支援制度

の抜本強化、介護インセンティブ交付金の抜本強

化、エビデンスに基づく政策の促進、持続可能性

の高い介護提供体制の構築）の４つの柱が示され、

後に最終報告（2020 年 12 月）で⑤少子化対策（不

妊治療への保険適用等、待機児童の解消、男性の

育児休業の取得促進）が付加された。

こうした「全世代型社会保障」の「改革」メニュー

は「労働力不足」に対応する高齢者や女性の労働

市場への誘因策と社会保障給付の縮減、負担増が

セットになっていることが分かる。そしてこのよ

うな非情な社会保障改革を勤労国民に受容させる

ために、使われているのが「全世代」というロジッ

クである。枕詞のように唱えられている「給付は

高齢者中心、負担は現役世代中心というこれまで

の社会保障の構造」とは何を指しているのか。「社

会保障の構造」と言いながら、社会保険制度以外

の社会保障領域はあたかも存在しないかの扱いに

なっている。保育や障がいや生活保護の分野には

このロジックは当てはめようがない。

「団塊の世代が 75 歳以上の高齢者となり始める

中で、現役世代の負担上昇を抑えることは待った

なしの課題である」と、後期高齢者医療制度の窓

口負担の２倍化が、「給付は高齢者中心、負担は

現役世代中心」のシンボリックな事象として扱わ

れているが、後期高齢者医療制度の支援金問題は

そもそも社会保険の仕組みには馴染みにくい保険

集団にわざわざ限定した制度設計に問題がある。

「全世代」というレトリックを使って、制度設計

の瑕疵のツケを後期高齢者の生活実態を無視して

無理矢理支払わせようとしているのである。この

ように「全世代型社会保障」が言う「社会保障の

構造」は、社会保障制度全般に当てはまらないだ

けでなく、社会保険制度に限定してみても、年金

制度をみても分かるように、現役時代の負担無し

に高齢期の給付はありえず、「給付は高齢者中心、

負担は現役世代中心」とは必ずしも言えない。

（２）「全世代型社会保障」構想の具体化とその
特異な「社会保障の構造」論

「中間報告」「最終報告」に基づいて構想は順次

実行に移された。目玉の労働分野では高年齢者雇

用安定法の一部改正が行われ、「70 歳までの就業

機会の確保のための措置」が企業の努力義務化さ

れた。併せて「大企業に正規雇用労働者の中途採

用・経験者採用比率の公表」の義務づけが行われ

https://rodosoken.com/
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た。年金分野においては、短時間労働者に対する

厚生年金の適用対象の拡大が行われ、また選択的

年金受給開始時期の上限の 75 歳引き上げ、併せ

て 60 ～ 64 歳に対する在職老齢年金を 65 歳以上

と同じ 47 万円に引き上げるなどの措置がとられ

た。

予防・介護の分野では、疾病予防や介護予防を

強化するために自治体の保険者機能を強化する措

置が行われ、また健康増進効果等を確認・蓄積す

る実証事業が予算化されるなどした。医療分野で

はコロナ禍への対応のなかで脆弱な医療提供体制

が露わになり、地域医療構想に基づく「医療提供

体制の改革」への批判が高まったが、他方で、後

期高齢者の窓口負担割合の２割への引き上げや紹

介のない大病院受診の定額負担の拡大などは見直

されることなく、強行された。「最終報告」にお

いては少子化対策についても取り上げられてはい

るが、その政策は人口減少への対応策としての効

果も期待できず、子育て期の女性労働力対策とい

う色彩の濃いものであった。少子化対策は岸田版

「全世代型社会保障」に持ち越されたとも言える。

過剰な装飾で見えにくくされていた構想段階で

の「全世代型社会保障」は実施に移された段階で

リアルな姿を露わにする。安倍・菅内閣の下で実

行されてきたアベノミクス版「全世代型社会保障」

政策の中味から判断すると、第１に、70 歳まで

の就業機会の延長や子育て支援のように人口減少

下の労働力対策だということである。そして第２

に、医療・予防・介護の領域にみられる給付削減

と負担増の強化で、これは従来の「社会保障と税

の一体改革」路線のバージョンアップである。労

働力動員政策と社会保障縮減政策の２つが一体化

したところにアベノミクス版「全世代型社会保障」

政策の大きな特質がある。

では、この２つの政策が一体化すると何がもた

らされるのだろうか。この四半世紀において日本

では新自由主義的経済政策が遂行され、労働の流

動化・不安定化が進行し、その結果、勤労者の生

活困窮が広がったが、同時に、「構造改革」の名

による社会保障制度等のセーフティーネット機能

の縮小と社会保障制度の変容、すなわち社会保険

中心主義化・「商品化・市場化」が進んだ。社会

保障給付の縮減と負担増は勤労者の私的対応＝自

助の拡大を必然化させた。そしてこうした社会保

障制度の改変は、一方で制度からの脱落層を増大

させるとともに、他方では、介護保険制度や後期

高齢者医療制度のように、社会保険化した社会保

障からサービスを受け続けるために増大する保険

料等の負担のための就業へのインセンティブを強

めることになる。

アベノミクス版「全世代型社会保障」政策は、

非労働力化している高齢者等を働くことへと誘導

することで「労働力不足」に対応し、かつ社会保

障縮減政策がもたらす私的負担の増大に耐えられ

る労働力人口を確保するという政府や財界に都合

のよい一石二鳥政策ということである。では逆に

勤労者の生活には何がもたらされるであろうか。

政策は 70 歳までの就業機会の確保によって、直

接的には年金等で非労働力化している高齢者を労

働市場等に多様な就業として留めようとするもの

であるが、これは労働者人生の最終ステージを「名

目的自営業」を含む不安定就業化させるだけでは

ない。その一番の狙いは「現役の間から多様で柔

軟な働き方を広げることで、雇用の選択肢」を広

げていくことである。つまり、労働者生活の生涯

にわたる流動化、不安定化の促進である。

こうした高齢期の不安定就業化は社会保障の抑

制とセットになっており、社会保障負担の増大に

耐えられる暮らし方、社会保障に頼らない暮らし

方への誘導とその標準化は、高齢期以外のステー

ジにおいても社会保障に頼れない状況を広げてい

き、高齢者・高齢期だけではなく、勤労者の生涯、

総論：「全世代型社会保障」政策は勤労者の高齢期生活をどう変えるかhttps://rodosoken.com/



《特集》高齢期の生活保障

8

全世代の暮らしをさらにいっそう厳しい状況へと

追い込むことになる。

3　「全世代型社会保障」政策は高齢期
をどう位置づけているか

（１）労働政策の対象としての「前期高齢期」
「全世代型社会保障」政策は高齢期を２つのス

テージに分けて位置づけている。「前期高齢期」

は当面、70 歳までの就業が想定されているが、

この政策では労働政策対象の時期として扱われて

いる。そこでの就業機会として提示されている雇

用延長の内容は、①定年廃止、② 70 歳までの定

年延長、③継続雇用、④他企業への再就職、⑤フ

リーランス・起業する者との継続的な業務委託契

約、⑥事業主自らが実施する事業や事業主が委託、

助成、出資等する NPO 等の団体が行う事業への

継続的な従事などである。新たな政策として出さ

れたのは⑤や⑥の非労働者型の不安定就業への誘

導である。また③の「継続雇用」の中味は、同じ

会社での嘱託・契約社員・パート等の正社員以外

とする企業が 68.7％を占めている（独立行政法人 

労働政策研究・研修機構「高年齢社員や有期契約

社員の法改正後の活用状況に関する調査」、2014

年）。

60 歳代後半の労働者に対するこのような就業

機会の提供が果たして「生涯現役」の名に値する

ものなのか。就業の実態をみる必要がある。表２

のように、総務省「労働力調査」（2021 年）によ

れば、労働力人口比率は 25 ～ 59 歳で 80％台後

半と高くなり、加齢につれて 60 ～ 64 歳 70％強、

65 ～ 69 歳 50％強、70 歳代前半 33％、75 歳以上

で 10％強と低下している。65 ～ 69 歳の就業状態

では役員を除く雇用者が最も多く 34.4％、その内

訳は正規職員 8.5％、非正規職員 26.0％となって

いる。自営業者層も 10％強になっている。また

家事その他の非労働力人口は 50％弱で、この層

が就業機会提供の対象者に想定されているが、労

働力人口比率は 60 歳代後半へ移るときに引退な

どで 22 ポイントも低下しており、この低下を少

なくして労働力人口として留まる割合を引き上げ

ようとしているのである。

「社会保障と税の一体改革」以降の年金等の所

得保障だけでなく、社会保障全般で給付の削減や

負担増が続けられてきた結果、すでに高齢者の労

働力人口化は進行している。労働力人口の減少対

表２　年齢別就業状態、活動状態　　　　単位：万人（％）

資料：総務省「労働力調査」、2021 年

https://rodosoken.com/
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策として、それを加速させようとするのが「全世

代型社会保障」政策である。2018 年～ 2021 年の

４年間の年齢別就業状態の変化をみると、表３の

ように、65 ～ 69 歳の年齢層で最も大きな変化が

起きている。労働力人口は 4.1 ポイント増加し、

その増加が雇用労働者で、しかも非正規職員（3.0

ポイント増）であることが分かる。60 歳代前半

における雇用労働者の増加が主として正規職員で

あるのと対照的である。そして労働力人口が増え

た分だけ、非労働力人口は 114 万人、4.2 ポイン

ト減少している。

この間、65 ～ 69 歳の年齢層に政策的な焦点が

当てられてきたこともあって、この年齢層の労働

市場への誘導が急速に進んでいることが示されて

いる。そして提供される就業機会が現役労働者の

就業の質的劣化とセットで進んでいることが分か

る。それは高齢労働者の労働災害発生状況にも現

れ、2021 年の労働災害による死傷者のうち 60 歳

以上の占める割合は 25.7％と高くなっており、そ

れは雇用に占める高齢労働者の割合を大幅に上

回っている。命を危険にさらしながらの労働生活

の継続なのである。

（２）社会保障抑制の対象としての「後期高齢期」
これに対して、「後期高齢期」は「社会保障と

税の一体改革」由来の社会保障抑制のターゲット

として位置づけられている。この年齢層では稼働

による社会保障負担の増大をカバーすることが難

しいからである。介護保険制度にしても、後期高

齢者医療制度にしても、稼働収入がなくても生き

ている限りは社会保険料を支払い続けるシステム

である。唯一の年金収入の減額が続くなかで、高

齢者を社会保険の仕組みに包摂し続けるには、高

齢者以外の負担・支援を増やすしかないが、「団

塊の世代が後期高齢者となり始めることで、後期

高齢者支援金の急増が見込まれる中で、若い世代

は貯蓄も少なく居住費・教育費等の他の支出の負

担も大きいという事情に鑑み」て（「最終報告」）、

現役世代に対する負担・支援の増加を封印すると、

残された選択肢は無慈悲にも社会保障費用の抑制

と後期高齢者への負担増になるという訳であろう。

こうして 2022 年 10 月から後期高齢者医療制度

の窓口負担を倍加させたが、後期高齢者支援金の

軽減が即「若い世代の保険料負担」の軽減にはつ

ながっていない。厚労省試算では、後期高齢者の

給付を 2025 年度に 2,220 億円削減することで、

後期高齢者支援金は 840 億円減少するが、そのう

ち現役世代の負担の軽減額は 400 億円であり、こ

れを被保険者１人当たりにすると、わずかに年間

357 円の減少に過ぎない。減少したのは企業の負

担金である。また、こうした後期高齢者への給付

の削減は病気や介護への対応が私的なものに転嫁

されることを意味しており、勤労者層のトータル

な負担が減ることはないし、個々の世帯の経済状

況によっては社会保障にアクセスできなくさせる。

もちろん、「最終報告」も「他の世代と比べて、

高い医療費、低い収入といった後期高齢者の生活

実態を踏まえつつ、自己負担割合の見直しにより、

必要な受診が抑制されるといった事態が生じない

ようにすることが不可欠である」と述べ、後期高

齢者の生活実態の厳しさに言及はしている。しか

表 3　年齢別就業状態の増減（％）

資料：総務省「労働力調査」（2018 年～ 2021 年）

総論：「全世代型社会保障」政策は勤労者の高齢期生活をどう変えるかhttps://rodosoken.com/



《特集》高齢期の生活保障

10

し、厳しい生活実態がそのまま受診抑制には結び

つかないと判断していると思われる。それは高齢

者が医療サービスへのアクセスを最優先とする暮

らし方をしているからである。「国民生活基礎調

査」（2019 年）の年齢別有訴者率や通院者率から

も分かるように、加齢とともに身体的不調感が高

まり、また通院者率も上昇している。70 歳代以

上になると７割以上が通院している状況にある。

こうした健康状態にある高齢者は無理をしてで

も受診を継続しようとしている。全生連・民医連

調査報告書『健康で文化的な生活とは何か』（2020

年）によれば、生活が困窮状態に陥ったときにど

のように対処したかを問うているが、現在または

過去１年間の生活困窮経験は表４のようになって

いる。全生連の会員、民医連の共同組織を対象に

したこの調査は調査対象者の７割以上が 65 歳以

上となっており、高齢者の生活実態をよく表して

いる。C 受診不可（医療機関を受診できなかった）

比率は全生連で 3.0％、民医連で 0.9％と低くなっ

ており、医療サービスへのアクセス費用を捻出す

るために、他のさまざまな生活部分が削られてい

るのである。

この最も困難な後期高齢者に対する負担増が

「大きな波乱なく」受け入れられたと判断したの

か、22 年 11 月以降の政府の審議会では「全世代

型社会保障」を大義にした後期高齢者の保険料引

き上げや介護保険の負担増や給付縮小が堰を切っ

たように表面化してきている。しかし、「都会で

働く若者は、地方の農村に暮らす見ず知らずのお

年寄りへも医療費の４割分を仕送りしている構図

だ」（前掲、京都新聞記事）という若者と年寄り

の対立を煽るような言説が流布するなかで、世代

を超えた共通の問題であるという受け止め方はま

だ広がっていない。後期高齢者の次は前期高齢者

へ、そして現役世代へと全世代への給付減・負担

増が波及することになるのは火を見るより明らか

である。

4　「全世代」というレトリックで隠すもの

「全世代」を冠した社会保障論がいかに本末転

倒した社会保障とは無縁の代物であるかをみるた

めに、トニー・フィッツパトリック『自由と保障』

（勁草書房、2005 年）の「社会保障の給付と負担」

の一節を取り上げることにする。この著作はベー

シック・インカム論争を取り上げたものである

が、その前提としてイギリスの実証研究を基にし

て社会保障制度の基本的な問題についての整理を

行っている。「租税と移転の再分配効果」の項で、

再分配には「垂直的再分配とライフサイクル的再

分配」の２つの形態があり、垂直的再分配は「最

終的な勝者から最終的な敗者への再分配を意味す

る」として、例に「扶助の給付」が「高所得集団

から低所得集団への再分配」であることをあげて

いる。

確かに当初所得と最終所得を比較すると、貧し

い人びとは租税システムや移転システムから利益

を得ているが、「このことは必ずしも垂直的再分

配が行われたことを意味しない」、それは「極貧

者が受け取ったものは、最も裕福な者から移転さ

れたものとは限ら

ない」、つまり、

「貧しい方から５

つの十分位の人た

ちは、基本的には

自分たちへの給付

表４　生活困窮時の経験

資料：『健康で文化的な生活とは何か』（全生連・民医連調査報告書、2020 年）

https://rodosoken.com/
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に自ら出資しているからである」としている。

　これに対して、ライフサイクル的再分配は

「人生のうちで稼得能力が最も高い時期から最も

低い時期へと所得が再配分」されることであるこ

とをヒルズの引用をしながら次のように説明して

いる。ライフサイクル的再分配は「一生のうちで

所得が比較的高い時期に、移転制度へ時たま『預

け入れて』、所得が比較的低い時期にそこから『引

き出す』」ものであるが、この所得移転制度にお

ける「大部分の給付は一生を通じて自分でまか

なったものであり、他人から支払われたものでは

ない。…福祉国家が行うことのうち、約４分の３

はこのような『貯蓄銀行』と見ることができる」

としている。

この２つの所得再分配論に照らして「全世代型

社会保障」政策を見ると、垂直的再分配と「全世代」

概念が無関係であるだけでなく、ライフサイクル

的再分配においても現役世代が支払っている社会

保険や税は基本的に自分のための「預け入れ」で

あって、高齢世代を含む他者との間の再分配では

ない。「全世代型社会保障」政策が言いつのる「世

代間の不公平」問題はライフサイクル的再分配と

しての社会保険では理屈上も事実としてもあり得

ないのである。問題は現役世代への第１次分配が

長期にわたって抑制されるなかで、現役世代が疲

弊し、所得が比較的高い時期にもかかわらず困窮

して、移転制度への「預け入れ」が難しくなって

いることである。

これは新自由主義政策の結果、ライフサイクル

的再分配としての社会保険が成り立たなくなって

いることを示している。つまり社会保険が「貯蓄

銀行」であるにもかかわらず、勤労者の所得が比

較的高い現役時にも移転制度への「預け入れ」も

ままならない状況にあるということで、「預け入

れ」が縮小すれば、所得が比較的低い高齢期の「引

き出し」も縮小することになる。また介護保険制

度や後期高齢者医療制度では所得が低くても終生

「預け入れ」を続けなければならない。このよう

に行き詰まった社会保険制度のライフサイクル的

再分配を、「全世代」というレトリックを使って、

あたかも世代間の再分配であるかのようにすり替

え、事実上の貧者から富者への逆再配分を合理化

しているのが「全世代型社会保障」政策なのである。

また高齢期における所得格差の大きさを想定し

て「年齢ではなく負担能力に応じた負担という視

点」が強調されるが、再分配を担う社会保障にとっ

て応能負担は大前提である。垂直的再分配におい

てもライフサイクル的再分配においても応能負担

が貫かれることによって再分配が可能となるから

である。しかし、ここではその負担能力が「全て

の世代が公平に支える」というように「世代」の

概念で括られている。これは社会保障財源問題を

高齢者世代と現役世代との問題に視野限定するこ

とが、現役世代の負担抑制と「公平な負担」を口

実にした高齢世代の負担強化に都合がよいからで

ある。

社会保障財源は社会保険料（被保険者＋事業

主）、公費負担（国庫負担＋他の公費）などから

なり、公費負担部分の税金は個人所得税、法人所

得税、消費税、資産課税等となっている。社会保

障財源の担われ方が本当に「負担能力に応じた

負担」になっているのか。大企業の内部留保が

484.3 兆円（2021 年度末）と巨大化するなかで、

消費税や法人税、課税最低限、社会保険料などの

実態が示すように現状は応能負担になっていな

い。ますます負担能力のない高齢者など低所得層

の負担が強められている。「全世代」という言葉は、

大企業や富裕層など真の負担能力をもった存在を

隠すための煙幕というしかない。こうして社会保

障は制度としてはたとえ「持続」しても限りなく

縮小に向かい、生涯現役で働き続けないと生活が

維持できない暮らし方になる。これが「全世代型

総論：「全世代型社会保障」政策は勤労者の高齢期生活をどう変えるかhttps://rodosoken.com/
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社会保障」がもたらす近未来の姿である。

5　既に進んでいる「生涯現役」化と高
齢期の暮らしの悪化

（１）高齢者世帯の所得状況と家計
１）高齢者世帯の所得状況と稼働所得の上昇

高齢者世帯の所得のピーク時（1998 年）から

の 20 余年の高齢者世帯における所得状況の推移

をみれば、高齢期のくらし方の変化が如実に示さ

れている。表５のように「国民生活基礎調査」に

よると、2020 年にはピーク時の所得に近づいて

きているが、全世帯の所得の回復が進んでいない

ので、全世帯と高齢者世帯の所得格差は縮まって

いる。それは高齢者世帯の稼働所得が増大してい

るからである。2010 年における高齢者世帯の稼

働所得は 53.5 万円でその比率は 17.4％、公的年

金等は 207.4 万円でその構成比は 67.5％であった。

それに対して 2020 年の稼働所得は 71.7 万円でそ

の比率は 21.5％、公的年金等の額は 207.4 万円で

その構成比は 62.3％に下がっている。稼働所得が

増大した分だけ世帯所得が高くなっているのであ

る。

２）加齢にともなう家計収支の変化

高齢者世帯の家計収支の状況を家計調査データ

からうかがうことにする。総務省「家計調査」（2020

年）によると、勤労者世帯の世帯主年

齢別の収入と支出は表６のようになっ

ている。この年齢別の家計収支から分

かることは、60 歳未満と 60 歳代、70

歳以上では家計の収入構造が大きく変

わることである。実収入は 60 歳未満を

100 とすれば、60 歳代 74、

70 歳以上 63 に縮小してい

る。それは定年等によって世

帯主の稼働収入が 60 歳代で

60、70 歳以上で 36 へと減少

しているからである。他方、

社会保障収入は増大するが、

世帯主収入の減少を補うも

のではなく、加齢に伴って世

帯収入は減少するのである。

他方、家計支出は収入の減

少に伴って、実支出、消費支

出、非消費支出ともに減少し

ている。しかし、実支出に占

める消費支出の割合は年齢

が上がるにつれて高くなっ

ているが、その金額は 60 歳

表５　高齢者世帯の平均所得金額の推移

表６　世帯主年齢別１世帯当たり１ヵ月の収入と支出（勤労者世帯、2020
年）　円､（％）

（注）※の全世帯の数値は 1994 年のピーク時のもの。高齢者世帯のピークとは４年ず
れている。

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」　単位、万円

資料：総務省「家計調査」2020 年

https://rodosoken.com/
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代で現役世代の 94％、70 歳以上で 82％となって

おり、高齢になっても生活の維持コストは減少し

ない。むしろ食料、光熱水道、家具家事用品、保

健医療の比率は高くなっている。実支出に占め

る非消費支出の割合は低下している。60 歳未満

の比率 28.1％から 70 歳以上になれば 16.0％へと

12.1 ポイントも下がっている。しかし、介護保険

料比率は 2.0 ポイント上がり、健康保険は 1.1％

しか下がっておらず、介護保険料とともに医療保

険料は高齢者世帯にとっては負担感の高い費目と

なっている。

（２）高齢者世帯の家計における就業の影響
では同じ年齢の高齢者世帯において、稼働収入

がある勤労世帯と無業世帯とでは家計の収入構造

と支出構造はどのような差異が現れているであろ

うか。まず家計の収入構造については表７- １の

ようになっている。60 歳以上世帯と 65 歳以上世

帯で、勤労世帯の場合は世帯主年齢の平均は前

者で 65.5 歳、後者で 69.2 歳となっており、それ

ぞれ 60 歳代の前半および後半の世帯主が何らか

の形で稼働所得を得ている世帯の状況を示してい

る。実収入は 60 歳以上世帯で 474,811 円、65 歳

以上世帯で 442,596 円となっており、あまり減っ

ていない。これに対して、無職世帯の場合はいず

れの年齢層でも世帯主年齢 70 歳代半ばから後半

となっており、70 歳代における家計の収入構造

を表していると思われる。実収入の金額も最も少

ない高齢夫婦のみの無職世帯 237,988 円、最も高

い 65 歳以上世帯の無職世帯 247,768 円とほぼ同

じ水準になっている。

世帯主が稼働している世帯と無職世帯の比較で

は、無職世帯の実収入が 60 歳以上世帯の場合で

約23万円、65歳以上世帯で19.5万円も少なくなっ

ている。無職世帯の実収入に占める社会保障収入

の比率は８割を超えているが、社会保障収入では

実支出がまかなえず、無職世帯はどの年齢層にお

いても全て赤字になっている。稼得労働を続ける

か、預貯金などの蓄えを取り崩すしか家計を維持

することができない状況にあるのである。既に「生

涯現役」状態にあることが家計データからも裏付

けられている。

次に、支出構造（表７- ２）であるが、世帯主

60 歳以上世帯における無職世帯の実支出は勤労

表７- １　世帯主の就業状態別１世帯当たり１ヵ月間の収入　（円、％）

資料：総務省「家計調査」2021 年
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世帯の 70.1％に縮小している。世帯主 65 歳以上

世帯の場合は同年齢の勤労世帯の 76.4％になって

いる。このように、無職世帯では実収入の低下に

対応して実支出も減らしている。しかし、それで

も「平均消費性向」に現れているように、収入を

超えた支出の状態が続いており、「黒字率」は無

職世帯では全てマイナスになっている。つまり働

かないと生活が維持できないような状況に置かれ

ているのである。病気等で稼働収入という対応を

とることのできない高齢者世帯はこうした事態に

いかに対処すればよいのであろうか。「生涯現役」

を謳う「全世代型社会保障」にはこうした高齢期

の厳しい現実への対応策はどこにも示されていな

い。

おわりに

12 月（22 年）に入り、岸田内閣のもとでの「全

世代型社会保障構築会議 報告書」作成が急ピッ

チで進められ、座長の「全世代型社会保障の基本

的考え方」や「全世代型社会保障の構築に向けた

各分野における改革の方向性」（論点整理）が公

表されてきている。2022 年１月の首相の施政方

針演説において「新しい資本主義」を唱え、現在

の危機を「公平な分配が行われず生じた」とも述

べていることから、「全世代型社会保障」にもア

ベノミクス版「全世代型社会保障」政策にはない、

公平な分配や再分配の強化が盛り込まれるのでは

と注目したが、この報告書案を見る限りこれまで

の政策の延長というほかない。

しかし、リニューアル・オープンした岸田版「全

世代型社会保障」政策には、「基本的考え方」や「論

点整理」のなかで新たに持ち込まれたものもある。

それは「基本的考え方」における「目指すべき社

会」像としての「地域の支え合い」を強めるであ

り、分野別政策における「地域共生社会」の実現

表７- ２　世帯主の就業状態別１世帯当たり１ヵ月間の支出　（円、％）

資料：総務省「家計調査」2021 年

https://rodosoken.com/
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である。つまり、住民同士が助け合う「互助」の

機能の強化が「全世代型社会保障」政策に付け加

えられたのである。このことは何を意味している

であろうか。

社会保障制度審議会「95 年勧告」によって進

められてきた社会保障の「商品化・市場化」、社

会保険中心主義が勤労国民の貧困化のなかで行き

詰まり、再び生身の人間同士での相互扶助が推奨

されるようになってきた。これが「我が事・丸ごと・

地域共生社会」戦略であり、「地域包括ケア強化法」

（2017 年６月）のなかに「地域共生社会」の実現

に向けた取組の推進等として盛り込まれた。2019

年にスタートしたアベノミクス版「全世代型社会

保障」政策では企業の「労働力不足」対策を優先

させて、「地域共生社会」ではなく、新たに就業

による「自助」が焦点化されている。

ところが、コロナ禍は縮小した社会保障のセー

フティーネットではカバーされないだけでなく、

就業による「自助」もままならない人びとが広範

に存在していることを改めて浮き彫りにした。

岸田内閣はこれまでの社会保障政策を修正して

セーフティーネットを強化する方向ではなく、ア

ベノミクス版「全世代型社会保障」政策を受け継

ぎ、それに「地域共生社会」政策を付け加えて、「自

助」と「互助」をさらに強める方向が打ち出され

た。これが果たして社会保障と言えるのであろう

か。個人の私的対応や住民の相互扶助では対応で

きない生活諸課題を社会的に、公共的に解決する

のが社会保障の基本的役割であるのに、「全世代

型」と称する社会保障政策は社会保障の縮小・解

体を促進し、それを「自助」と「互助」に委ねる

ものへと変質させようとしている。

とはいえ、社会保障の「自助」・「互助」化への

道も平坦ではない。アベノミクス版「全世代型社

会保障」政策が進めている高齢者や主婦などの労

働力化が、「互助」路線の「地域共生社会」政策

と両立しがたいものだからである。高齢期だけで

なく、人びとの生活を稼得行動に収斂させる「生

涯現役」型生活を、就業の不安定化をテコに強制

することが社会に何をもたらしてきているかとい

うことである。地域における「互助」の中心的担

い手とされてきた自治会などは今深刻な担い手不

足に直面している。地縁型でない協同組合やボラ

ンティア組織においても同様な状況にある。逆に、

「我が事・丸ごと・地域共生社会」戦略のように

社会保障や公共サービスの縮減が進められると、

地域の住民組織・団体には担いきれないような多

くの課題が殺到してくる。

現在行われているのは、「互助」の担い手でも

ある地域住民の稼働を促して「互助」活動の担い

手を減らす政策を進めながら、同時に、その「互

助」活動に最終的な生活課題の解決を委ねるとい

う支離滅裂な政策となっている。実際にこの間の

コロナ禍による影響も重なってボランティア活動

などは急激に減少している。2021 年の総務省「社

会生活基本調査」は、過去１年間にボランティア

活動を行った者の比率が 17.8％と、2016 年より 8.2

ポイントも大幅に減少していることを明らかにし

ている。岸田版「全世代型社会保障」政策がこの

まま進められると、「互助」活動は担い手不足と

ボランティア性の剥奪に挟撃されて壊滅的な打撃

を受けることになるだろう。

稼得行動（仕事）と互助活動を含む非稼得行動

がどのような関係にあるか、を改めて確認した上

で、生活における非自律的な稼得行動の広がりが、

人びとの生活に何をもたらすか見てみよう。表８

は、60 歳以上の高齢者に日ごろ暮らしていくな

かで「特に心がけている」点や活動について調査

したものである（「2021 年度高齢者の日常生活・

地域社会への参加に関する調査」、内閣府）。仕事

と仕事以外の生活行動がどのように配分されてい

るかが示されている。
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「仕事」の比率は加齢とともに減少し、最大

の 60 ～ 64 歳層における 55.7％から 80 歳以上の

10.2％になっている。最も「仕事」比率が高い時

期では「健康管理」「家事」「衣服」「家族・親戚

とのつきあい」「近隣・友人・仲間とのつきあい」

「外に出ること」「社会奉仕、ボランティア活動」

などの比率が最も低くなっている。つまり、「仕

事」以外のほとんどの生活行動ができにくい状況

にあることが分かる。これに対して、70 歳代に

おいては「仕事」比率が下がり、健康状態も維持

されていることから、「仕事」以外の生活活動が

活発に行われている。生活を享受することを重視

し、「社会奉仕、ボランティア活動」への参加比

率も高くなっている。65 ～ 69 歳層は「仕事」重

視の 60 ～ 64 歳から脱「仕事」の 70 歳代への過

渡的な時期となっている。

結局、安倍、菅、岸田の３内閣を通して遂行さ

れてきた「全世代型社会保障」政策は、比較的現

役労働者に近く「仕事」優先の 60 ～ 64 歳層の暮

らし方に当面は 65 ～ 69 歳層を引き込むという戦

略であるが、それは日本の勤労者の老後を消滅さ

せるだけではなく、勤労者の生涯を社会保障に頼

れないものへと大きく変えるものである。労働一

色の「生涯現役」型人生ではなく、上記の 70 歳

代の高齢者生活が示すような「仕事」以外の多様

な活動が展開できる社会保障制度の再構築が不可

欠である。そしてそのためにはまずは世代を超え

た社会保障情勢の共有が必要であろう。

（はまおか　まさよし・佛教大学名誉教授）

表８　　日ごろ心がけていることや活動（％）

資料 : 内閣府「2021 年度高齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査」
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成熟世代にとっての学びの権利、
社会参加の権利

志田 陽子

はじめに

娯楽であれ社会活動であれ政治参加であれ、何

かを一方的にあてがわれたり、何かへのアクセス

を否定されたりしているとき、その状態を「自由」

とは言わない。同じ一人の人間が、ときには笑い

で息抜きをし、時には知的な探求心から大学や図

書館に通い、時には政治に参加する市民として情

報を求めたり討論に参加したりする。「自由」とは、

そのようなドアを自由に行き来できることがまず

は前提となる。とりあえず物理的な不自由のない

部屋の中で娯楽を与えられ、ドアを開けようと思

わないかぎりは安泰な生活が確保される、という

ことを「精神の自由」とはいわない。このことが、

成熟世代の生き方と生活について、十分に理解さ

れているだろうか。

一方で、「自分のことは自分で決める」という「自

由」だけでは立ちゆかないのが、成熟世代の実生

活である。成熟世代になっていけば、誰でも、国

や自治体や家族から、さまざまな支援を受けるこ

とになる。これを誰かに集中的に背負わせるので

なく、社会で引き受けていくことが、福祉のある

社会である。一人一人の人間らしい《くらし》を

支えるために、「個人の尊厳」を基礎においた福

祉社会を作っていくことが、一人一人に尊厳ある

くらしを保障するために、不可欠となる。医療の

場面、介護の場面、そして教育の場面は、とくに

この考え方によって支えられている。

ここで、支援を受けることを負い目に思い、自

分の考えを抑え込んでしまうのでは本末転倒であ

る。支援を受けながら、心は自由、というのが「基

本的人権」の道筋である。このことを、憲法を足

場にして確認していきたい。

1　文化のあるくらしと「文化を享受す
る権利」

（１）《知のめぐり》を支える文化芸術
心の活気が生きる気力を支える。人間が心をも

つ存在である以上、このことは疑いのないことだ

と思うが、この気力が身体的な意味での生命力と

も深く結びついているという指摘もある。コロナ

禍の初期の 2020 年、ドイツの文化相がコロナ文

化芸術支援を決定したときにも、そうした認識が

語られていた。

2020 年以来、芸術文化と日常生活の両面で、

コロナ禍の影響がまだ続いている。一方には、教

育の場への影響や、舞台演劇やコンサートなどが

開催できないといった、コロナ禍そのものから生

じた問題があった。混乱は終息しつつあるとはい

え、この混乱の中で職を失った人や学業を断念し

た人については、問題は終わっていない。もう一

方には、労働条件の実質的悪化や家庭内でのケ

ア（養育・介護）の担い手の負担増、そして貧困

問題やいじめ・虐待の問題など、コロナ以前から

あった文化的生活保障をめぐる問題が、コロナ禍

によって深刻化し、あるいは見えにくくなり、あ

成熟世代にとっての学びの権利、社会参加の権利https://rodosoken.com/
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るいはコロナ対応のためにそちらへの支援が後手

に回ってしまったという問題がある。

2022 年には、外出や移動もできるようになり、

音楽や演劇、美術館などの文化施設も、密を避け

ながら再開を始め、かなり日常が戻ってきた。私

たちは、コロナ以前には当たり前だと思っていた

物事の多くを、切実な思いで取り戻そうとしてい

る。たとえば、多くの文化施設が使えなくなった

ことで、私たちは、それらが果たしていた役割に

気づくこととなった。講演会をやろうと思えば、

オンラインで開催したり参加したりすることはで

きるのだが、しかし、人々が求めていたのはむし

ろ「集まること」そのものだった、そこに集う人々

が生きた顔を見せ合い、挨拶の会釈をし合うこと

で、互いの「生」を承認し合うこと、それが本質

だった、と気づかされた場面もあるのではないだ

ろうか。

私たちは、社会とのさまざまなつながりの中で

初めて生きることができる、そういう生き方を余

儀なくされている。その社会が高度な施策とイン

フラに頼ることを前提とする社会になればなるほ

ど、文化芸術が私たちに与えてくれる想像力は、

ライフラインそのものとなっていく。どういうこ

とだろうか。

まずは、暴力による《もの》の争奪ではなく、

言語で互いのニーズを伝え合う社会を作ること

は、万人が認めることだろう。私たちが、暴力と

争奪の恐怖にさらされずに生きていくためには、

そのための文化と教育が欠かせない。社会が流動

化し多文化化すればするほど、この意味での共存

のためのコミュニケーションは、生きるために不

可欠となるし、意識的に学ぶことが必要になる。

さらに、電気・ガス・水道などのエネルギーか

ら通信技術、医療制度など、私たちの生活が各種

のインフラへの依存度を高めるにつれ、《そこか

ら排除されないこと》の切実さも高くなる。とく

に災害時に避難所を使わせてもらえなかったり、

病気に罹
かか

ったときに医療の提供を受けられなかっ

たり、生存のために必要な情報から排除されてし

まったとき、私たちは簡単に生命そのものを失う。

そのような中で、「あの人（たち）は、このイン

フラの中に入れなくてもいい人たちだ」、という

言説が社会に広まってしまうと、生存の危機は一

挙に現実的なものになる。しかも私たちは、同じ

人間であるはずの人々に対して、「同じ人間と見

なくてもいい」という口実を見つけ出す特異な能

力を持っていることに注意すべきである。

この奇妙な能力によって、私たちは共存の可能

性に背を向け、分断や紛争に走る可能性も持って

いる。歴史を見れば、人間はこれを繰り返してき

た。猫を見る時には茶トラ猫もキジトラ猫も同じ

「猫」として認識できる人間が、なぜか、人間を

見る時には、じつにさまざまな違いを見つけ出し

て、「同じ人間としてみなくてもいい」という口

実にしてしまう。異民族や幼児や女性、病者、そ

して高齢者が、簡単にその対象となってきた。

少し古い映画だが、『ミッション』（The Mission、

1986 年）という作品がある。18 世紀の南米で、

スペインとポルトガルが領地争いをするのだが、

彼らは、そこに巻き込まれた先住民であるグァラ

ニー族のことを同じ人間とは見ていなかった。讃

美歌を見事に歌い、教会建築までを実現した先住

民族のその技（アート）を、「オウムと同じで表

面を真似ているだけで、人間としての心や思考が

あるわけではない」とみなし、労働力を利用した

後、虐殺の対象にしてしまう。私たちが今、この

映画を見れば、グァラニー族の人々を言語や衣服

は違えど同じ人間と見るし、それを同じ人間と見

なかったヨーロッパ人のほうがおかしいと思うこ

とができるだろう。この映画が、歴史の一角で失

われていた想像力を取り戻す役割を果たしてい

る、といえる。アメリカの人種差別を扱った映画
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の中にも、そうした回復が繰り返し、試みられて

いる。『アミスタッド』（Amistad、1997 年）や『そ

れでも夜は明ける』（12 Years a Slave、2014 年）

がもっとも正面からそれを描いているのだが、一

見すると黒人が暴力を受ける残酷な場面が多々あ

る。私たちはそれを、同じ人間が過酷な扱いを受

けている、これはひどい、と思うことができる。

これらの映画作品は、史実・資料に芸術的創作

性を加えて作られた芸術作品である。芸術文化は、

私たちに、「同じ人間」としての共存感覚にとっ

て必要な想像力を提供することができる。法学の

言葉で「これは人権問題だ」と語られても何も感

じるところがなかったのに、映画や絵画や文芸作

品によって何かをつかんだ感覚を経験した人は多

いのではないだろうか。「同じ人間にこれをやっ

てはいけない、これはひどい」と感じることがで

きること――これは間違いなく、本質的な《知》

である。社会は、理屈だけではなかなか成り立た

ず、そこに人間社会らしい「つながり」を成り立

たせるためにこの種の《知》を必要とする。これ

を共有するために、文化的な営みは必須の要素な

のである。

私たちは、この「同じ人間」としての共存感覚

をベースとして、社会を成り立たせるのに必要な

知識や知恵やニーズの声などを循環させていくこ

とができる。このことを、学ぶ場面、伝える場面、

教える場面、集う場面などを総合して、《知のめ

ぐり》と呼びたいと思う。私たちの社会と政治は、

この《知のめぐり》によって支えられている。

（２）《知のめぐり》を支えあう成熟世代
成熟世代の学びや文化芸術は、学校教育よりも、

自分の関心とストレートに結びついている、自由

なものである。むしろ成熟世代の学びのほうが、

強制の要素のない純粋なものであるため、生きが

いにストレートに結びつきやすいかもしれない。

憲法は、人間の学びについて、どのような支えを

提供しているのだろうか。

まず学校教育について見ると、憲法 26 条は、

国に普通教育の無償提供を義務付けている。これ

は教育を受ける生徒にとっては「権利」であり、

この教育を提供する国の側にとっての「義務」で

ある。この義務は、最小限度これだけはやりなさ

い、という趣旨の義務なので、国がもっと高いと

ころを実現することは、憲法上問題ない。一時、

高等教育支援のためには憲法改正が必要だとの議

論も見られたが、憲法 13 条、25 条、26 条の趣旨

から、《学び》への支えが充実していく方向は望

ましいことで、このために憲法を改正する必要は

まったくない。

《学び》への支えが充実していく方向は、生涯

教育の方向にも広がってきた。今日、教育は、学

校教育だけにとどまらない、社会的な営みとなっ

ている。「社会教育」の考え方はすでに定着し、

公民館やさまざまな自治体が行う市民講座、美術

展などの形で実践されている。大学で行われる研

究や教育も、成果公開や市民向け公開講座によっ

て、社会に開かれたものとなっている。

成熟世代にとって、職業を離れた仲間づくりは

大切なことだが、これがなかなか難しいという。

一部には、酒が飲めないとそれができない、自由

になる金銭がかなり必要だ、と嘆く人もいるよう

だが、それではまだこの社会は文化的に貧しい段

階だ、ということになる。生き生きと生きること

を認め合い支え合う仲間づくりのためにも、知的

な関心を媒介にして、経済的な負担の少ない形で

気軽に集まれる場所やイベントがあるのは大切な

ことである。

（３）人々のくらしを支える「文化インフラ」
ここで自由放任、つまり国や自治体は邪魔をし

ません、という意味での「自由」を保障するだけ
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では、社会教育での学びや公民館での集会は実現

できない。補助金のような公的助成があることや、

公民館や公営ホールのような「公の施設」が利用

できること、研究者や芸術作家が活動しやすくな

り、一般市民にその福利が行きわたりやすくなる、

という配慮と施策があることで、こうしたことが

可能になる。

この公的支援の担い手は、究極には主権者（具

体的には納税者）なので、公的支援を受けた研究

については、市民への福利還元と公開が求められ

ている。《公》が関わっている教育や学術・芸術

に、私たちは主権者として関心を持つ資格がある。

同じ地域社会の中で、こうした支え合いによって

《知のめぐり》が実現している。憲法は、21 条「表

現の自由」によって「国は干渉しないでください」

というだけでなく、13 条や 25 条を組み合わせた

「文化享受の権利」によって、国や自治体が文化

的な豊かさを向上させるような施策を行うことに

ついても、法的な足場を提供している。

コロナ禍では、一見「不急」なものと見られが

ちな文化芸術が、社会の持続のために必須のもの

であることを見直す議論も起きてきた。困難に直

面したり、当たり前だと思っていた事柄がせき止

められたときこそ、その大切さを認識するチャン

スとなる。今、大掛かりな高揚を生み出そうと目

論まれた国策イベント――2021 年の東京オリン

ピックや「クールジャパン政策」――のほうは、

コロナ禍による打撃とは別の観点から問い直しが

必要となっている状態だが、その一方で、市民の

くらしや生きがいを静かに支える「文化インフラ」

のほうは、その必要性・重要性にあらためて光を

当てる必要がある。

文化芸術を享受する権利（文化権）は、国際社

会でその必要が確認され、世界人権宣言の中にも

条文として盛り込まれるなど、重要視されてきた。

その受け皿となる憲法条文は、主に 13 条と 25 条

である。そしてその自由が何らかの力によって阻

まれているときには、憲法 21 条「表現の自由」

の問題となる場面も出てくる。

憲法 25 条は、「健康で文化的な最低限度の生活」

を定めた条文である。一般には、生活保護制度を

支える「生存権」を定めた条文として理解されて

いる。一方、「文化」については、13 条を根拠に

おいた「文化享受の権利」の議論は目にする機会

が多いが、25 条（および 26 条「教育を受ける権利」）

を代表とする「社会権」を正面から根拠とした議

論は今のところ多くはない。しかし、近年の「公

金を使ってやることなのか」といった言説に対し

ては、やはり社会権的な文化支援をどのような理

念によって認め、支えていくのかという議論が必

要となる。

国家からの自由、という意味での「自由権」を

守ることと、国家から「支援・助成」を受けるこ

ととは、裁判になったときには別々の論理を立て

なくてはならないため、法学者の間では異なる問

題として論じられている。つまり、文化享受の権

利にも、「自由権的文化権」と「社会権的文化権」

があるのである。このうちの社会権的文化権の可

能性については、国民に人間らしい生活を保障す

るためには文化面を支える施策が必要だ、そこを

権利としてきちんと立てていくべきだ、という議

論は、日本ではまだ新しい議論である１。

そこには、文化芸術を私たちの実生活から切り

離して高尚な趣味・教養として扱うのではなく、

私たちの生活・生存と切り離せないものと位置付

ける、という発想がある。逆から言えば、私たち

が人間らしく生きるにあたってぜひとも必要なも

のは何か、ということを、改めて問い直していく

必要があるだろう。
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2　《知の不自由》に揺れる日本

（１）起きてきた出来事
ここで、コロナ後の教育と文化に課せられた課

題は、コロナ禍の物理的な不自由を取り除くとい

う課題にはとどまらない。この分野では、それと

は別の受難が続いてきたからである。

日本では、この７～８年、さまざまな場で、学

びや表現や集会などの知的営為について、政治色

ありとみなされると公的な場が使えない、公的な

発表の場が提供されない、といった問題が起きて

いた。この問題は、成熟世代の学びや社会参加の

自由度にも影響してくる。

2018 年には社会人に《学び》の場を提供して

いる公民館が発行している冊子に載る予定だった

俳句が思想信条を理由として掲載拒否された。こ

れについては、人格権の侵害になるとの最高裁判

決が出された（９条俳句掲載拒否事件）。この事

例は、成熟世代の学びと生きがいに深くかかわる

事例である。

さらに、一般市民の文化活動や社会教育活動

に会場の使用が認められなかった事例、自治体の

後援が得られず開催に支障があった事例、市民側

が出した講演会の講師候補者を自治体側が認めな

かった事例などを合わせると、市民の学びと表現

活動がせき止められるトラブル事例は 2014 年ご

ろから増え、日本全国でかなりの数に上っている２。

専門家の学術研究の領域を見ると、2020 年 10

月以来、日本学術会議任命拒否問題が社会の注目

を集めた。本来であれば、学術会議の推薦に基づ

いて 105 人が新会員となるはずだったが、そのう

ち６人が任命されなかった。安全保障関連法への

見解つまり思想信条を理由にした排除だった可能

性が強く疑われているが、今でも拒否の理由は明

らかになっていない。また、いわゆる慰安婦問題

の究明を内容とする科研費研究が、政治家から「捏

造」などと指弾され、これを名誉毀損に問う裁判

が現在係争中である。

こうした問題は、かなり以前から起きてきたこ

とだった。天皇の戦争責任問題を連想させるもの、

従軍慰安婦問題について連想させるもの、日本の

産業政策が生みだしてきた環境破壊の問題など、

一口に言えば、自国の負の歴史をどう引き受ける

か、という問いに対する激しい拒否反応が、長く

続いてきたのである。

戦争や内戦、民族紛争を経験してきた国の多く

は、負の歴史とどう向き合い克服していくかを《学

び》の重要な内容としているのだが、日本の《学

び》には、この契機が極端に抜け落ちている。そ

して、負の歴史のことも必要な知識の一環として

教えようとする教科書や教員が、激しい指弾を受

けることにもなった。

これらのうち、専門研究者や学校教育者の事例

は、一見すると成熟世代の日常生活とは遠いこと

のように見えるが、これらは決して遠い問題では

ない。もっとも実用的な観点からは、医療の研究・

知識は、成熟世代にとって日常をつなぐ不可欠の

ものである。そうした専門研究が、不合理な偏見

によって阻まれてしまったら、即、生命にかかわ

るという人も少なくないだろう。

さらに、どの国にも、過去には、口減らしのた

めに幼児を売り渡したり、姥捨てを行った歴史な

どがある。そうした負の歴史と向き合ってこそ、

それを繰り返さないための社会づくりが可能とな

る。専門家の歴史研究の中に、直視するのがつら

いような内容があったとしても、それは「自虐」

と呼んで忌み嫌うべきものではなく、とくに放任

しておくと負の側に置かれやすい弱者にとって、

大切にすべき教養である。職業を離れ稼ぎ手でな

くなった成熟世代は、負の側に置かれるリスクと

いつでも隣りあわせなのだ、ということを、自虐
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ではなく、《生きるための教養》として知ってお

きたい。

（２）　《知の不自由》の特殊に今日的な局面
これらの出来事の中で特徴的だったのは、「そ

のようなものに公金を使うことは許せない」とい

うタイプの物言いが激化し、そうした物議の的に

なることを恐れた自治体が「政治的中立性を確保

できない」「安全性を確保できない」との理由で

市民が企画した美術展や講演会に場所を提供する

ことに難色を示すようになったことである。これ

らの問題はコロナへの関心が集中する中、沈静化

したようにも見えたが、それはコロナによって市

民の集会や展示会ができなくなっていたからだっ

たようだ。市民による集会や展示会が再び開催で

きるようになってきた 2021 年の６月から、一連

の「表現の不自由展」が再び激しい妨害にさらさ

れることとなった。法的に許容できない妨害を前

にして、公営のギャラリーなどの公の施設、警察

などの公の組織は、どう振る舞うべきか。棚上げ

にされてきたこの問題に、大阪地裁から最高裁に

至る一連の裁判所決定が、しごくまっとうな結論

を下したことも、注目すべき出来事である３。裁

判所の決定は、すでに公の会場の使用が決定して

いたときにこれを妨害する者がいたとき、「表現

の自由」の重大性から考えて、警察と連携しても

なお排除できないような具体的な危険があった時

には会場の使用許可を取り消すことができるが、

そこまでではない場合には会場の使用許可を一方

的に取り消すことはできない、というものだった。

もしも今の憲法下で、政府が、特定の講演会や

特定の学者の言論を直接に禁止したり、警察官に

その言論場面を見張らせたりするようなことがあ

れば、「検閲」（憲法 21 条２項）に当たり、当然、

21 条１項「表現の自由」や「思想良心の自由」（19

条）の侵害にも当たり、「学問の自由」（23 条）

の侵害にも当たる。政府がそのような粗暴な方法

で《知》を統制しようとした事実が、歴史の中に

は確かにあった４。しかし今日の社会では、その

ようにあからさまな方法が取られることは滅多に

ない。その代わりに、条件付けや格付けの中にそ

れが混ざりこんでいないか、というウォッチが必

要になってきた。

条件付けとは、研究費や助成金のような利益を

提供する場面について、与える側から条件を付け

ることである。たとえば、大学や研究者が政府か

ら助成を受けるためには、「研究不正など不適切

な行状がないこと」を条件にするのは正当だが、

「特定の政党に入党していること（または入党し

ていないこと）」、といった条件があれば、憲法に

反する条件となることは間違いない。映画『白バ

ラの祈り』（Sophie Scholl -Die Letzen Tage, 2005

年）には、この問題が描かれている。このように

わかりやすい事例はさすがに今日の日本では見当

たらず、もっと法的問題にしにくい形（同調圧力

と忖度）がとられることが通例である。このあた

りを見せてくれたのが、2022 年に日本で制作・

公開された映画『教育と愛国』だった。この映画

の中にも、ある教科書を採用した学校に市民から

激しい抗議が来たというエピソードがあった。

教育や文化の場に、一般市民からの抗議があっ

たときに、これに苦痛を感じている教員や公務員

がどういう判断をすべきか。少なくとも公務員の

場合には、上記の大阪地裁から最高裁に至る決定

が、判断の筋道を明らかにしてくれた。

また、格付けの例としては、叙勲や名誉職への

登用や「国葬」によって、ある人の発言価値や存

在価値、つまり社会的影響力を引き上げる場面が

挙げられる。逆にある人やある作品・研究課題を、

採用後にわざわざ不採用としたり、注察が必要と

指弾することで、その発言価値を相対的に下げる

こともある。日本学術会議への任命・任命拒否や
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「慰安婦」を取り上げた授業への政治家による問

題視発言は、そうした作用を持つ。

ただし、日本社会でこの意味での格下げの対象

とされた人々の発言価値が実際に下がったかとい

うと、決してそうではない。むしろそうした人々

が言論人、知識人として社会から敬意をもって扱

われている。ここでは、成熟世代の市民的知性が

大きな役割を果たしている。

これら一連の問題は、法的な意味では「規制」

や「検閲」として扱うことは難しい。とはいえ、《知

のめぐり》を支える人々にとって、表現活動が立

ち行かない支障が起きているときに、国や自治体

などの《公》がこうした状況を放置していてはな

らないはずである。そのための法理論、裁判理論

は今、現在進行形で形成されつつある。

3　成熟世代の社会参加と政治参加

（１）民主主義と文化のサイクル
本稿では《知のめぐり》という言葉を使って、

さまざまな事柄が輪になってつながっている、と

いうイメージを提示してみた。最後に、文化を媒

介にした社会参加は、民主主義における政治参加

ともつながっている、という話をしたい。これは、

命を守る話、医療の話にもつながることである。

民主主義とは、参加者が意志や知識・知恵を持

ち寄って舵取りをしていく社会のあり方を指す。

ここで重要なのは、意思を持ち寄って決定する局

面だけが保障されて「選んだらおしまい、あとは

お任せコースに従うしかない」ということになる

のではなく、それによって「決定されたこと」を

参加者が評価し、フィードバックしていくプロセ

スが開かれ、これらの全体が車輪の回転のように

循環することである。そうした民主主義を支える

制度は、日本国憲法の中に、数多く組み込まれて

いる。

その前提として、さまざまな社会問題への気づ

きを促す発言や、政策についての評価・論評など

が社会に自由に流通していることが必要である

（表現の自由）。こうしたときにも、専門家の知見

は、市民に思考の足場を提供するものとして活用

される。また芸術家の表現が、社会問題の本質を

抽出して、市民の感性に訴えることもある。社会

の中ではこのように、さまざまな言論（民意）と

為政者の決定や仕事のあり方が、車輪のように回

りながらつながり、民主主義を支えている。そし

てこの動きの中で、政府・政治からの自由として、

「学問の自由」や「表現の自由」が保障されてい

るのは、政治や社会に対して軌道修正や一時停止

が必要なときに、警鐘、警報（アラート）を鳴ら

すことができる精神的環境が必要だからである。

こうしたアラートが必要なとき、その究極の担い

手は、主権者である。

主権者にこの「自由」を保障する前提として、

そうした判断のできる思考の基礎体力を養うこと

が必要である。そのために主権者教育があるのだ

が、これは学校の中だけでなく、生涯を通じてあ

るべき学びである。とくに成熟世代こそ、政治参

加のための意見交換の機会や、情報社会に参加す

るためのリテラシーが必要ではないか。

今日の社会では、学術の領域で仕事をする専門

家の見解や活動内容は、広くメディアで紹介さ

れ、一般社会から意見形成の参考にされる。新型

コロナウイルス（Covid-19）にかかわる政策のあ

り方や、日本という国の形成と国内少数民族や外

国との関係にかかわる問題などを見るだけでも、

日々、新しい発見や成果がもたらされ、社会の意

思決定の参考にされていることがわかる。また、

ジャーナリストや多方面の作家も、学問の成果か

ら多くを吸収して自己の活動につなげているし、

こうした表現活動が学問の世界に知識や刺激をも

たらすことも多い。とりわけ社会の少数派（マイ
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ノリティ）に属する人々の歴史、災害や事故の歴

史というものは、直視することの難しい問題であ

るだけに、消そうとする圧力がかかりやすい。そ

こで社会に向けてそうした事柄を「見る目」を提

供するのも、学者や作家、ジャーナリストなどの

役割である。この相互作用に支障がでれば、「表

現の自由」が保障されるべき言論空間に、血行不

良や歪みが生じる。こうした事柄のすべてが、私

たち主権者の《知のめぐり》、すなわち民主主義

を支える血流なのである。

（２）循環を支える制度
民主主義を支える制度は、日本国憲法の中に、

数多く組み込まれている。代表的なものは選挙制

度と議会制度である。しかし「民主主義」は、こ

れらの制度のことだけを指すのではなく、またそ

こで行われる「多数決」のことだけを指すのでも

ない。「民主主義とは何か」という壮大な学術テー

マに本稿で取り組むことはできないが、大まかな

共通理解を抽出するならば、民主主義とは、参加

者が意志や知識・知恵を持ち寄って舵取りをして

いく社会のあり方を指す、と言えるだろう。ここ

で重要なのは、意思を持ち寄って決定する局面だ

けでなく、それによって「決定されたこと」を参

加者が評価し、フィードバックしていくプロセス

が開かれていることが必要である。

たとえば何かの医療福祉政策や税負担がいった

ん決定されたら、社会のメンバーは「それを選ん

だのは有権者自身だ」というロジックで沈黙を余

儀なくされるのではなく、「決定されたこと」に

ついて声を出せる回路が開かれていることが必要

である。制度上、一番大きな柱としては、その声

を次の選挙で生かすべきことになるのだが（憲法

15 条）、ほかにも「請願」（憲法 16 条）や社会的

な言論活動などのルートがある。

その前提として、さまざまな社会問題への気づ

きを促す発言や、政策についての評価・論評など

が社会に自由に流通していることが必要である。

こうしたときにも、専門家の知見は、市民に思考

の足場を提供するものとして活用される。また芸

術家の表現が、一見分かりにくい社会問題の本質

を抽出して、市民の感性に訴えることもあり得る。

社会の中ではこのように、さまざまな言論（民

意）と為政者の決定や仕事のあり方が、車輪のよ

うに回りながらつながっている。さまざまな《知》

を伝達する言論空間は、このつながりの中で、民

主主義を支えている。

成熟世代は、生きるための労働（憲法 27 条・

労働の義務）からは解放されるかもしれない。し

かし、社会の一員であることや、人間としての生

きがいを追求すること（憲法 13 条・幸福追求権）

からリタイアするわけではない。これらの権利や

資格は、人が人として生まれて生きている間、ずっ

と続くのである。そのために必要な事柄は何か、

という議論は、日本ではまだ少ないように思われ

る。富をいかに分配するか、という議論はあって

も、金では買えない文化的に充実した社会生活に

ついての議論は、まだまだ少ないように思う。た

またまその部分に関心のある長のいる自治体がい

くつかある、という状況であり、国政での関心は

違うほうに向かっているように見えるのである。

その国政の関心を、真に豊かな生活とは何か、

という論題に向けさせる力を持っているのは有権

者である。

おわりに

好々爺的なご隠居さんの盆栽、可愛いお婆ちゃ

んのお茶や着物着付けや手芸、…。そんなイメー

ジは現実には古すぎるけれども、私たちは心のど

こかで、そんなイメージで、政治参加や社会参加

からも撤退したご隠居さんや可愛いお婆ちゃんを
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想定してしまっていないか。リタイアした人の人

生は、生きるための生業からは解放されはしたが、

社会の成員であることからは引退はできない。憲

法 27 条の勤労の義務とそれに応じた納税の義務

（30 条）からは解放されることを選ぶ人がいてい

いのだが、その人が生きている限り、各種権利の

主体であることに変わりはない。

成熟世代が生き生きと生きられる、真に豊かな

社会づくりを考えよう、といったとき、気になる

ことがひとつある。若者世代と成熟世代の利益を

対峙させ、これを「分断」「対立」「パイの取り合

い」の構図に置いてしまう言論が少なからずある

ことである。

意見が違ったり批判があったりすること自体

は、民主主義と多様性尊重の社会では当たり前の

ことで、これを「分断」と呼んで問題視する必要

はない。しかし、「この人々の言い分を聞いたら

自分が損をする」、だから「この人々の意見は聞

かなくてよい」、だから「この人々の表現の自由

は保障されなくてよい」、という感覚が蔓延する

状況は、克服すべき「分断」というべきだろう。

正確な知識に基づかずに「悪者」を作り出して、

その「悪者」を排撃すれば自分たちの状況はマシ

になるはずだ、と思い込む心理状態は、私たち人

間が繰り返し陥ってきたものである。この心理状

態は、コロナ禍によって生じやすくなったが、コ

ロナそのものではない、人間集団の問題である。

文化芸術は、病原菌としてのコロナを抑え込む

力はないが、人間集団がかかりやすい他者排除の

病を解毒する力はもっている。正確にいえば、文

化芸術は、人間集団がもつそうした傾向を、抑え

る方向にも、エスカレートさせる方向にも、影響

力をもちうる。第二次世界大戦中の文化芸術統制

は、敵国人への敵
てき

愾
がい

心と戦闘意欲、そして窮乏生

活に耐える我慢を国民に共有させるために意図的

に行われたものだった。そのために画家や作曲家

など、民衆から慕われる文化人（今の言葉でいう

ならばインフルエンサー）が協力することとなっ

た。これが功を奏してしまった歴史は、たしかに

ある。

こうした歴史に詳しい人々は、日本が文化芸術

政策に積極的になることには警戒的だった。しか

し一方で、図書館や公民館や憩いスペースのある

美術館など、市民のくらしや生きがいを下から静

かに支える「文化インフラ」を充実させることに

は異を唱える理由はない。むしろ、先に見たよう

に、これを支えることが憲法 13 条の「幸福追求権」

や 25 条の「生存権」――健康で文化的な最低限

度の生活――を保障するうえでも必要なことだと

いう認識が広まってきた。歴史への反省を織り込

みながら、この方向の議論が発展していくことを

めざしたい。

（しだ　ようこ・武蔵野美術大学教授）

１　この観点からの議論としては、とくに中村美帆『文化的に生きる権利　文化政策研究からみた憲法第二十五条の可能性』
（春風社、2021 年）を参考にした。

２　これについては、志田陽子「地方自治体と市民の " 基礎体力 "：「集会の自由」の意味を考える」『議会と自治体』234 号（2017
年 10 月号）で考察を試みた。

３　これらの出来事と裁判所の決定については、志田陽子「怒号は放置ですか？ 『表現の不自由展』めぐる警察の矛盾」（朝
日論座、2021 年７月 16 日 web 公開）で論じた。

４　第二次世界大戦前および戦中の言論統制・言論弾圧については、奥平康弘『表現の自由Ⅰ』（東京大学出版会、1983 年、
p.130 以下）、同『治安維持法小史』（岩波書店、2006 年）、荻野富士夫『横浜事件と治安維持法』（樹花社、2006 年）な
どを参照。
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高齢期の貧困・孤立問題と
生活保障の方向性

河合 克義

はじめに

高齢者の貧困・孤立問題は、最近起こったもの

ではない。特に、孤立問題は、わが国の場合、

1990 年代に入り、孤独死、餓死といった社会問

題として注目されるようになった。そのきっかけ

となったのは、1987 年１月に起きた「札幌母親

餓死事件」であった。餓死、孤独死の実態は、当

時、調査もなく、把握することは難しかった。し

かし、実態を顕在化させたのは、1995 年１月の

阪神・淡路大震災であった。2000 年１月 14 日付

の読売新聞は、震災仮設住宅での「孤独死」が５

年間で 233 人にのぼっていると報道した。

この「孤独死」は、震災後の特殊事情で起こっ

たものなのか。そうではない。額田勲医師は、

「仮設住宅でみえてきたこと」として、「戦後に多

数みられたショッキングな餓死のような死にざま

は、もはやこの社会では絶無と考えられてきた。

だが、そうではなくて、現代の弱者層に広範に発

生する可能性があることが、仮設住宅で次々と目

撃された。」（額田勲『孤独死－被災地神戸で考え

る人間の復興』岩波書店、1999 年）と述べている。

つまり、孤独死が被災地の特殊な例ではないとい

うことである。

2020 年１月上旬、新型コロナウイルス感染症

が国内で確認された。以降、今日まで、その感染

は収まっていない。感染症予防のために、人との

接触を避けることが重要であるが、そのことで人

とのつながりが弱くなり、孤立状態が陥るという

ことが言われている。

東京都健康長寿医療センターが、2020 年８～

９月に実施した調査の結果によれば、「社会的孤

立者」（別居の家族・親族や友人・知人とのつな

がりが週１回未満の者）の割合は、コロナ流行前

（2020 年１月）は 21.2％だったのが、コロナ流行

中（2020 年８月－調査時点）には 27.9％となり、

6.7 ポイント増加したとのことである。そして「そ

の程度は男性であるほど、高齢であるほど大き

い 」 と い う（https://www.tmghig.jp/research/

release/cms_upload/20210819_1.pdf、2022 年 11

月 19 日閲覧）。

たしかにコロナ禍が、孤立状態を深刻化させた

ことはそのとおりであろう。しかし、額田がいう

ように、社会的に弱い階層での生活状態の格差が

孤立状態の様相に大きな影響を与えていること、

つまり階層格差が貧困・孤立問題の根底にあるこ

とを見る必要があるのではないか。

1　高齢期の貧困と孤立をどう見るか

筆者は、高齢期の貧困と孤立の問題を考えるに

は、（１）経済的基盤、（２）家族・親族ネットワー

ク、（３）友人・地域ネットワークという３つの

視点からの分析が必要だと考えている。

（１）経済的基盤
わが国の孤立問題分析は、経済的基盤との関係
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を基礎におくのではなく、むしろネットワークの

脆弱な状態に注目したものが多い。

しかし、江口英一は、1982 年に、「低消費」生

活が社会的孤立と孤独を生み出すことを次のよう

に指摘していた。

「低消費」生活をする人びとは、「『個人的再生

産費目』と『社会的固定費目』に挟撃されて、低

所得・低収入なるがゆえに、社会生活を維持する

ために必要不可欠な『社会的強要費目』の支出を

も削減せざるを得ず、したがってその社会生活は

圧縮され、社会的欲望や要求（ニード）それ自体

もしだいに畏縮し、長期的には心身の衰退、荒廃

をまねき、社会的孤立と孤独のなかに追いこまれ

ざるを得ないような、そして現にその中にあるよ

うな生活の世帯あるいは人びと」である、と（江

口英一「『低消費』水準生活と社会保障の方向」

小沼正編『社会福祉の課題と展望─実践と政策と

のかかわり─』川島書店、1982 年、128 ～ 129 ペー

ジ）。この江口の指摘は、孤立問題を経済的基盤

との関係で解明する重要な視点と言える。

実際、港区政策創造研究所（当時の所長：筆

者）による「港区におけるひとり暮らし高齢者の

生活と意識に関する調査」（2011 年）を見ると、

緊急時の支援者がいない人は、150 万円未満層で

42.4％、150 万円以上 400 万円未満層で 22.3％、

400 万円以上層では 9.5％と、年間収入が低い人

ほどその割合が高い。

経済的基盤が脆弱な層ほど、孤立問題が深刻な

のである。

（２）家族・親族ネットワーク
家族・親族の支えの有無は、確かに生活基盤や

サービスの不足を一時的にカバーするものとして

機能する。家族・親族のつながりがあるかどうか

は生活に大きな影響を及ぼす。日本は、家族・親

族のつながりが欧米よりもしっかりしている国と

言われてきた。しかし、今、日本の状況は大きく

変わってきている。

例えば、内閣府の「第９回高齢者の生活と意識

に関する国際比較調査」（2020 年）の結果をみる

と（https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r02/

zentai/pdf_index.html、2022 年 11 月 24 日閲覧）、

高齢者が別居している子どもと会ったり、電話等

で連絡をとったりしている頻度については、日本

では「月に１～２回」が 32.7％と最も割合が高い

が、欧米３カ国（アメリカ、ドイツ、スウェーデ

ン）では「週に１回以上」（アメリカ 42.3％、ド

イツ 40.1％、スウェーデン 42.7％）の割合が高い。

子どもとのつながりは、明らかに日本の方が薄い

ことがわかる。

筆者が各地で実施してきたひとり暮らし高齢者

調査のデータの一部を紹介しよう。調査の質問項

目の１つに、家族・親族との接触機会の多い時期

として「お正月三が日」を設定し、この期間に誰

と過ごしたかを尋ね、同時に「ひとりで過ごした」

という選択肢をおいてきた。その結果の幾つかを

紹介したい。

都市部として、横浜市鶴見区の実質ひとり暮ら

し高齢者全数調査（2006 年実施）では、お正月

三が日をひとりで過ごした者は、37.4％であった。

東京都港区ではどうか。前出の 2011 年調査（悉皆）

では、お正月ひとりで過ごしたひとり暮らし高齢

者は 33.4％であった。同じ年、筆者は山形県の全

市町村のひとり暮らし高齢者の 20％抽出調査（回

収率 95％）を実施した。同県のお正月三が日を

ひとりで過ごした者は、26.7％であった。他の地

域での調査も実施してきたが、筆者は、わが国の

ひとり暮らし高齢者の場合、都市と地方の違いを

超えて、家族・親族との繋がりが希薄な者が３割

前後いるのではないかと推測している。
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（３）友人・地域ネットワーク
友人あるいは地域の知人とのつながりの程度

は、地域社会の安定度と関係がある。日本は、地

域格差が大きく、また希望するところに住み続け

られる条件が良くない。家族・親族もそうである

が、幼馴染み、学友、地域の友、職場の友人との

つながりは、住むところの移動によって希薄化さ

れる。

他方、社会参加活動への参加の程度も、高く

はない。例えば、2011 年の港区のひとり暮らし

高齢者調査の場合、参加している団体・集まり

については（複数回答）、一番多いのは「健康づ

くりの活動」で 20.1％、ついで「趣味の会」が

18.5％、「町会・自治会」で 10.4％、「学習の会」

「老人クラブ」「ボランティア活動」は５％程度で

あった。反対に「参加していない」は 46.8％と全

体の半数近くを占めている。同年の山形県のひと

り暮らし高齢者調査の結果を見ても、「参加して

いる団体・集まり」は（複数回答）、最も割合が

高いのは「老人会」で 23.2％、ついで「趣味の会」

が 20.4％、「地域のサロン活動」が 17.1％となっ

ている。「参加していない」は 40.6％であった。

以上の「経済的基盤」「家族・親族ネットワーク」

「友人・地域ネットワーク」という３つの状態が、

貧困と孤立を決定づけている。

2　今日の高齢期の生活実態

さて、現在のわが国の高齢期の生活実態はどの

ようなものか。筆者が関わった全日本民主医療機

関連合会（「全日本民医連」）と全国生活と健康を

守る会連合会（「全生連」）が行った「健康で文化

的な生活」に関する全国調査（2018 年～ 2019 年）

のデータから生活の現実を見てみよう。

（１）「健康で文化的な生活」調査の概要
全日本民医連と全生連は、2017 年４月から「健

康で文化的な生活」とは何かを考えるために全国

調査を共同で実施してきた。筆者は、他の研究者

とともに、この調査の企画から分析、報告書の執

筆まで関わった。報告書は、2020 年 12 月に『健

康で文化的な生活とは何か－全国生活と健康を守

る会連合会会員および全日本民主医療機関連合会

共同組織の生活と意識に関する調査報告書－』（全

315 頁）として発行されている。

この調査の対象は、全日本民医連 358 万 8,383

組織から 700 分の１を抽出した 5,126 組織、全生

連５万 2,813 世帯の 10 分の１を抽出した 5,286 世

帯である。調査の母数は 364 万 1,196 組織・世帯、

抽出総数は１万 412 組織・世帯となる。

第１次調査は、この１万 412 ケースを対象にし

たアンケート調査で、調査時点は 2018 年４月で

ある。第２次調査は、第１次調査の回答者を類型

化し、その典型例を追うための訪問面接調査を実

施した。九州から北海道までの全国の 29 世帯を

訪問した。同時に１週間の日記の記述をお願いし、

最終的には 16 人が日記を書いてくれた。第２次

調査の調査期間は 2019 年６月～ 11 月である。

全日本民医連と全生連の２組織での調査である

が、調査票は同一である。全日本民医連の有効回

収数は 926 ケース、有効回収率は 18.1％、全生連

の１次調査の有効回収数は 3,416 ケース、有効回

収率は 64.6％であった。

さて、この調査は、「健康で文化的な生活」と

は何かを考えるためのものであるが、この「健康

で文化的な生活」とは、憲法 25 条にある表現で

ある。憲法 25 条は「すべて国民は、健康で文化

的な最低限度の生活を営む権利を有する。」と規

定されている。「生活」にかかる「健康」「文化」

「最低限度」の３つ項目のうち、２つ目の「文化」

については、憲法制定過程では議論されたが、そ
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の後、特に社会保障・社会福祉領域では「文化」

の中身を深めることはあまりなされていない。

憲法制定過程での議論として、25 条の中身を

提唱・検討した森戸辰男と鈴木義男の役割が、最

近注目されている。憲法 25 条と文化の問題を分

析した中村美帆は、その著書『文化的に生きる権

利－文化政策研究からみた憲法 25 条の可能性－』

（春風社、2021 年）において、森戸と鈴木の文化

の捉え方をつぎのように紹介している。

「森戸は文化の前提としての生活の安定・向

上を重視しており、生存権による経済的保障の

目的として『文化の生成と繁栄』も視野に含め

ていた可能性が指摘できる。鈴木は贅沢ではな

いが通常の文明の恩沢に浴し、芸術、社交、読

書、修養といった人格価値を高められるような

文化を享受できる生活の保障を念頭に『人格的

生存権』を提唱し、最小限度の肉体の生存とは

明確に区別する立場をとっていた。」（中村美帆、

292 ページ）

森戸にしろ鈴木にしろ、肉体的な再生産だけで

はなく、文化を享受できる生活保障の実現を考え

ていた。しかし、その後、社会保障・社会福祉領

域において、この 25 条の文化を健康と最低限と

の関連で取り上げられないまま今日に至っている。

筆者は、わが国の国民的最低保障の中身におい

て、文化水準を改めて問うことが必要ではないか

と考えている。

（２）高齢期における「健康で文化的な生活」
の実態
ここでは、紙幅の関係から「健康で文化的な生

活」調査結果の中から、全生連調査の 65 歳以上

高齢者（総数 2,469 ケース）のデータを取り出し

紹介したい。全生連調査の全体を見ると、65 歳

以上の高齢者が全体の 72.3％、平均年齢は、69.1

歳、65 歳未満の会員が 26.4％であり、大半を高

齢者が占めている。

１）調査結果から見える高齢者の生活実態

さて、全体の７割を占める高齢者について、

以下、特徴を述べよう。まず、性別は、男性が

43.2％、女性が 56.1％と全体より女性の割合が若

干高くなっている。平均年齢は 74.7 歳であった。

住宅の種類をみると、「持ち家」が 40.0％、「民間

賃貸住宅」が 27.7％、「公営住宅・UR 賃貸住宅等」

が 30.6％、「借間、その他」が 1.2％である。家族

構成については、「単独世帯」が 44.3％と最も多く、

ついで「夫婦のみの世帯」が 27.6％、「夫婦と未

婚の子のみの世帯」が 9.6％となっている。

まず、高齢者の世帯年間収入をみると、「100

万円以上 200 万円未満」が 39.6％と最も多く、つ

いで「100 万円未満」が 31.9％、「200 万円以上

400 万円未満」が 21.2％、「400 万円以上」が 7.2％

となっている。「200 万円未満」の合計は、71.5％

と７割を超えている。この年間収入の３階層区分

を基軸に、幾つかの項目を分析してみよう。

まず、年間収入別本人の健康状態を表１によっ

て見てみよう。「あまり良くない」と「良くない」

を合わせて、年間収入別に見ると、「200 万円未

満」層が 58.9%、「200 万円以上 400 万円未満」層

が 36.5％、「400 万円以上」層が 28.1％となって

いる。健康状態が良くない層は、「200 万円未満」

層の方が「400 万円以上」層よりも 30.8 ポイント

も多い。健康状態は、年間収入が低い階層ほど良

くない。

さて、この「健康で文化的な生活」調査では、

文化・スポーツ施設の利用状況を把握した。表２

がその結果である。この表は、「よく利用する＋

ときどき利用する」人の割合を示したものである。

「図書館」が 23.1％、「映画館」が 15.1％、「劇場・

コンサートホール」が 21.6％、「スポーツ施設」

高齢期の貧困・孤立問題と生活保障の方向性https://rodosoken.com/



《特集》高齢期の生活保障

30

が 10.9％、「公民館・文化会館」が 35.6％、「博物

館・美術館・民俗資料館・郷土資料館」が 13.5％

であった。

全体としては、「公民館・文化会館」が３割半

強で最も割合が高く、他の施設は１割から２割程

度となっており、施設利用率は低いことがわかる。

ここで特に注意しておきたいことは、文化施設の

利用頻度は、階層によって差があるということで

ある。ここでは、「公民館・文化会館」と「博物館・

美術館・民俗資料館・郷土資料館」の２つの施設

について、その利用状況を年間収入別に見てみよ

う。

表３は、年間収入別「公民館・文化会館」の

利用頻度である。「利用する（よく利用する＋と

きどき利用する）」人の割合は、「200 万円未満」

層では 28.5％であるが、「400 万円以上」層では

53.7％と、25.2 ポイントの差がある。また、年間

収入別「博物館・美術館・民俗資料館・郷土資料

館」の利用頻度を見ると（表４）、「よく利用する

＋ときどき利用する」人の割合は、「200 万円未満」

層では 10.1％であるが、「400 万円以上」層では

21.9％と、11.8 ポイントの差となっている。

すでに述べたように、文化・スポーツ施設を「よ

く利用する＋ときどき利用する」人の割合は、全

体では３割強から１～２割程度と高くない。その

利用率も収入階層によって差が見られるのである。

私たちは、「健康で文化的な生活」を広く捉え

ている。例えば外食、旅行、レジャーなども「健

康で文化的な生活」の大切な要素である。表を掲

載する紙幅がないので、数値のみ示すが、「外食

の頻度」については「ほとんどない＋まったくな

い」が 54.3％、「泊まりがけの旅行（帰省を含む）

表１　全生連調査における高齢者の年間収入別本人の健康状態

表 2　全生連調査における文化・スポーツ施設の利用頻度

＊無回答は集計から除く。χ 2 ＝ 147.637、df=8、p=0.000*   *p<0.05

※「よく利用する」と「ときどき利用する」の合計
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の頻度」については「ほとんど旅行をしない」が

68.0％となっている。旅行や外食をしない理由に

ついては「金銭的に余裕がないから」が両者とも

約６割を占める。

世帯の経済的状況から施設の利用状況に差があ

ること、旅行等外出の費用負担を考えると、文化

を享受する費用が安いこと、また交通費が安いこ

とが求められる。文化活動が世帯の収入で左右さ

れるのではなく、世帯の経済条件を超えて社会的

に提供されることが求められている。

２）調査事例から発見されたこと

第２次調査では、第１次調査の回答者を類型化

し、その典型例を追うための訪問面接調査を実施

した。北海道から九州まで 29 世帯を訪問し、同

時に１週間の日記の記述をお願いし、最終的には

16 人が日記を書いて送ってくれた。

わたしたちは、第１次調査のアンケートを通し

て、現状での「健康で文化的な生活」の状態を把

握することをしてきた。しかし、訪問調査でさら

に気付いたことは、文化を享受するには「享受す

る力」が必要だということ、また経済的基盤が文

化を楽しむ前提であることであった。事例を２つ

紹介したい。

〈事例 1　70 歳代 男性〉

1942 年樺太生まれ。父は、樺太で製紙会社の

仕事で「流し鳶」をしていた。1948 年、日本に

上陸した。父は、家族とともに開墾民となった。

食べる物が充分でなく、近所からイモの皮をも

らってきて、それをすりつぶして団子にして食べ

た。電気もなく 10 年近くランプ生活をした。朝

３時に起きて仕事を手伝った。小学校には３年生

までしか行っていない。

表 3　全生連調査における高齢者世帯の年間収入別公民館の利用頻度

表 4　全生連調査における高齢者世帯の年間収入別博物館・美術館・民俗資料館・郷土
資料館の利用頻度

＊無回答は集計から除く。χ 2 ＝ 135.132、df=6、p=0.000*   *p<0.05

＊無回答は集計から除く。χ 2 ＝ 125.184、df=6、p=0.000*   *p<0.05
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本人は、1957 年（当時 15 歳）から営林署の下

請けの会社に就職し、その後、土木工事の現場で

働いた。健康保険はなかった。

妻は、清掃の仕事をしてきた。2003 年、本人

61 歳の時、腰痛とリューマチで働けなくなり、

生活保護を受給した。現在は、妻も仕事をしてい

ない。

１年に１回ぐらい旅行にでも行きたい。旅行は

40 年以上行ったことがない。子どもが生まれた

年に、温泉に行っただけ。北海道から出たことが

ない、飛行機にのったこともない。息子が中国地

方に住んでいるが行ったこともないし息子の嫁さ

んの顔も 20 年以上みていない。本を読むことは

ない。旅行ということも考えなくなっている。レ

ストランにも行ったことがない。

〈事例２　在日韓国人女性　70 歳代〉

戦時中、父が徴用を避けて日本に移住し、その

後、本人が３歳の時に、母に連れられて日本に来

た方である。本人は、非常に優秀な方で、これま

で多くの困難を努力で乗り越えてきた。しかし、

その苦労は、日記の次のような表現ににじみ出て

いる。「新しい日を７時 20 分にむかえた。私も家

族達も無事な日をおくることが出来ます様に、同

じく東に向かって手を合わせた。……今日も無事

でくらせました。ありがとう。」

この方は、毎日、10 時から４時まで「イオン」

の「高齢者たまり場」で過ごしている。９月 14

日の日記には次のように書いている。

「私は花が大好きで……ほしいほしいと前から

思っていた花がある。でも 1,980 円ちょっと高い。

わたしの１日分の食事のお金だ。……花は毎年咲

くけど、私は１日１日が気をゆるせないのだ。あ

あ……。でも、さあ今日はこれくらいにして夕食

をつくり、テレビをみて 15 日をむかえよう！！」

事例から「健康で文化的な生活」とは程遠い生

活をされてきている実態が見えてきた。また、文

化を享受する力を社会的に用意することの必要性

を痛感した。

すでに述べたが、文化活動は、世帯の収入で左

右されるのではなく、世帯の経済条件を超えて社

会的に提供されることが求められていることを再

度強調したい。

憲法 25 条が規定する「健康で文化的な生活」

をすべての人に保障するためには、文化活動も含

めたミニマムの検討がいま必要なのではないか。

3　高齢期の生活保障をめぐる政策課題

（１）社会保障の社会保険主義化
昨今、「自助、互助、共助、公助」という言葉

がよく使われている。この言葉を使う際に、保護

の順番ということも言われている。つまり、まず

第１は「自助」（市場サービスの購入を含めて、

自分のことを自分でする）が基本で、次に第２の

「互助」（当事者団体やボランティア、住民同士の

助け合い）、第３に「共助」（介護保険に代表され

る社会保険制度）、第４で「公助」（公的サービス）

が登場する。第１の対応で解決できない場合に、

次の段階へ行き、最後の最後に公的サービスが位

置づけられているのである。最後の公的サービス

も第３の社会保険が優先される。社会保険の代表

的制度として介護保険が挙げられるが、介護保険

制度は国民負担を新たに導入し、国民的な相互扶

助＝「共助」の制度とされた。こうして公的なサー

ビスである、例えば福祉サービスの開始は、社会

保険制度が優先されることになっている。「公助」

よりも「共助」優先ということで、全体傾向とし

て社会保障の社会保険主義化が進行している。つ

まり、公的サービス領域が縮小・廃止され社会保

険制度領域が拡大してきているのである。

さて、社会保障の社会保険主義化の方向に大き

く舵を切ったものが、介護保険制度の導入である。
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2000 年にスタートした介護保険制度の基礎に

ある考え方を示したものとして、厚生省の「高齢

者介護・自立支援システム研究会」（座長・大森彌）

による『新たな高齢者介護システムの構築を目指

して』と題する報告書（1994 年 12 月）がある。

この報告書のなかで「福祉」について次のよう

に記されている。まず「措置制度」である福祉制

度を時代遅れのものと評価している。「高齢者を

『措置する』、『措置される』といった言葉そのも

のに対して違和感が感じられる」「措置制度をめ

ぐり種々の問題点が生じている」とし、措置制度

では「サービスを選択できないほか、所得審査や

家族関係などの調査を伴う」という問題がある。

また、措置制度よりも社会保険の方が「被保険者

がサービスを積極的に受ける」「権利性」が明確

だ。そして、税制による福祉制度は、「財政的コ

ントロールが強く」「予算の伸びは抑制される傾

向が強い」。最後に、社会保障給付費全体の中で、

医療と年金で９割を占め、福祉分野の予算は低い

ことを挙げ、そのことが福祉予算が少なくなって

いる原因だという。こうして介護問題は社会保険

制度でカバーすべきだという方向が出現すること

になった。

さらに、当時の厚生省が自ら「社会福祉基礎構

造改革」と称して、介護保険制度の考え方を介護

保険制度以外の福祉制度全般に広げようとした。

それが 2000 年５月に成立した「社会福祉法」で

ある。以降、社会保険優先原理が福祉領域に入り

込んできている。

例えば、現在、東京高等裁判所で係争中の「天
あま

海
がい

訴訟」は、障害者総合支援法（「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律」）の介護保険優先規定をめぐって争われてい

るものである。

（２）生活の総合的保障のあり方
天海訴訟とは何か。千葉市に住む天海正克さん

は、障害福祉サービスを受給して生活してきた。

天海さんは 65 歳になった時、障害福祉サービス

を受け続けたいという意向から介護保険制度の申

請をしなかったところ、千葉市は、障害福祉サー

ビスを打ち切ったのである。その根拠は、障害者

総合支援法第７条には、介護保険で相当する障害

福祉サービスを受けた時、または受けることがで

きる時は、自立支援給付を支給しないという規定

があるからというものである。天海さんは、この

決定はおかしいということで、千葉地方裁判所に

提訴したが、判決は、天海さんの敗訴。天海さん

はこれを不服として東京高等裁判所に上訴してい

る。６回の口頭弁論を経て、2023 年３月 24 日に

判決が出ることになっている。

この訴訟を通して問われていることは、介護保

険制度によるサービスの内容である。生活ニーズ

を細分し、生活の一部を切り取ってサービスメ

ニューを置き、そのメニューにあるサービスのみ

提供する介護保険制度に問題がある。言い換えれ

ば障害者総合支援法のサービス内容よりも介護保

険のサービスの方が保障のレベルが低いのであ

る。65 歳になったからサービス内容の低い介護

保険サービスに移行させるということが問題とさ

れている。

天海訴訟は、障害者分野からの介護保険サービ

スの問題点を浮き彫りにした。つまり、高齢期に

おける総合的生活保障サービスのあり方とは何か

が問われているのである。

高齢期の生活保障は、生活問題を全体的に捉

え、総合的にサービスが提供されることが必要で

ある。その際に重要なことは、本稿で紹介した「健

康で文化的な生活」調査の結果から明らかなよう

に、文化活動も含めた水準の「健康で文化的な生

活」を保障することである。文化活動を含めた生
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活の総合的保障のあり方が、いま問われている。

高齢期の年金額を下げ、退職後も仕事をして収入

を得ないと生活出来ないような生活に追い込もう

とすることは「健康で文化的な生活」の保障とは

逆行するものである。

（かわい　かつよし・明治学院大学名誉教授）

参考文献
（1）『港区におけるひとり暮らし高齢者の生活と意識に関する調査報告書』港区政策創造研究所、2012 年
（2）『山形県におけるひとり暮らし高齢者の生活と意識に関する調査報告書』山形県民生委員児童委員協議会、2012 年
（3）『港区における 75 歳以上高齢者を含む２人世帯の生活に関する調査報告書』港区政策創造研究所、2013 年
（4）『健康で文化的な生活とは何か－全国生活と健康を守る会連合会会員および全日本民主医療機関連合会共同組織の生活
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地域の高齢者は何を求めているか
──「独りぼっちの高齢者」をなくすために

吉田　 務

1　「日本高齢者人権宣言」と高齢者の
生活実態

（１）「日本高齢者人権宣言」
2022 年 11 月 23 ～ 24 日に京都で開催された第

35 回日本高齢者大会は、「日本高齢者人権宣言」

（以下「宣言」と略す。）を採択した。1988 年９月、

福島で開催された第２回日本高齢者大会は、「高

齢者憲章」を策定した。「宣言」はそれ以降の高

齢期運動の成果を結実させたものである。

「宣言」は「前文」において、

「日本における高齢者人権宣言とは、高齢者や

すべての年齢の人々の現在と未来に、希望と輝き

をもてる真の長寿社会を創造するための基本原則

を掲げるもの」とし、「認知症、障害、病気であっ

ても、寝たきりであっても、すべての高齢者が社

会にとっての図書館であり、宝として尊重されな

ければ」ならないと強調、しかし、「現実には、

日本をはじめとして全世界の高齢者の人権保障は

不十分」とし、「日本では、少子・高齢化を口実に、

国民に自助・共助を強要し、権利否定の公助が基

本とされ、高齢者の生命権、生存・生活権、健康

権、文化権等の人権侵害・剥奪が深刻化している」

と喝破した。

「高齢者に保障される人権」としては、【いのち

と尊厳が守られる権利】、【自律的で独立した生活

をおくる権利】、【十分な生活水準への権利、社会

保障の権利】、【最高水準の健康を享受する権利】、

【レクリエーション、余暇、スポーツの権利】、【交

通権、移動の自由、建物等へのアクセス権】、な

ど 23 項目が列挙されている１。

ここに日本高齢期運動の新たな到達点と目標が

あり、高齢者の「あるべき姿」がある。

この指針を参考に、日本高齢者の現状と地域に

おける運動をみてみる。

（２）　高齢者の現状～生活実態
日本の総人口は、2022 年９月 15 日現在、１億

2,471 万人、65 歳以上人口は 3,627 万人となり、

総人口に占める割合（高齢化率）は29.1％となった。

日本の平均寿命は、2020 年現在、男性 81.56 年、

女性 87.71 年であり、健康寿命は、2019 年時点で

男性が 72.68 年、女性が 75.38 年である２。

〈高齢者の暮らし〉～貧困が広がっている

政府は、国民の猛反対を押し切り、2022 年 10

月から高齢者の医療費２倍化を強行した。

さらに、介護保険制度で、利用料の原則２割負

担、要介護１・２の訪問介護、通所介護の自治体

事業への移行など史上最悪の大改悪を準備してい

る。年金は削減につぐ削減が続く。

①高齢者世帯の所得階層別分布をみると、最

も多いのが 150 万円以上 200 万円（12.3％）で、

200 万円未満が 37％、300 万円未満が 70.5％を

占める。中央値が 255 万円とすると、貧困線は

127.5 万円となる。ほぼ 24％が相対的貧困状態に

ある３。

高齢者の平均貯蓄額は 1,786 万円であり、「貯
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蓄ゼロ」が２割弱もいる４。

②安倍・菅・岸田政権の 10 年間（2013 年度～

22 年度）の物価変動率の累積は＋ 5.6％、年金改

定率の累積は－ 1.1％。年金の実質的価値は 6.7％

も減額された。

年金の不足により、就労し生活費を補わざるを

得ない高齢就業者が増えている。2016 年の就業

者770万人が、21年では912万人に増加している５。

高齢者就労の多さは、外国と比較しても多い。

就労を希望する理由の「収入が欲しいから」が

2020 年で、51.0％と日本が群を抜いている。2015

年との比較でも日本だけが増加している６。

30 年～ 40 年の間、働き続けて日本社会の前進

に貢献した高齢者が、定年を迎え年金を受給する

ようになって、なお、低賃金で働き続けなければ

ならないという社会は異常といわなければならな

い。

高齢者就労の結果、労働災害も増えており、全

年齢に占める 60 歳以上の労働災害に占める割合

は 2007 年頃から急増して 25％を超えている７。

③内閣府の調査では、経済的な暮らし向きにつ

いて「家計が苦しく非常に心配である」「家計に

ゆとりがなく、多少心配である」と感じている人

の割合は全体で 31.2％にもなっている。2022 年

８月分（概数）によると、高齢者世帯の被保護世

帯は 91 万世帯、全体に占める割合は 55.6％にの

ぼる８。

④公的年金・恩給を受給している高齢者世帯に

ついて、総所得に占める構成割合を見ると、公的

年金・恩給が家計収入の全てとなっている世帯が

約半数となっている。多くの受給者にとって年金

削減は、命を削るようなものである９。

〈一人暮らしの高齢者～孤立感を感じる高齢者が

増えている〉

① 65 歳以上の一人暮らしの者は男女ともに

増加傾向にあり、2020 年には男性 15.0％、女性

22.1％となっている。孤立死（誰にも看取られる

ことなく、亡くなった後に発見される死）を身近

な問題だと感じる（「とても感じる」と「まあ感

じる」の合計）人の割合は、60 歳以上の者全体

では 34.1％だが、一人暮らし世帯では 50.8％と５

割を超えている 10。

②「自分には人との付き合いがないと感じるこ

とがあるか」について、経済的な暮らし向きでみ

ると、家計が苦しく、非常に心配である者は「時々

ある」 （40.9％）、「常にある」（18.8％）が高い。 「人

との付き合いがない」人が６割近い 11。

③「自分は他の人たちから孤立していると感じ

ることはあるか」について、経済的な暮らし向き

でみると、家計にゆとりがあり、まったく心配な

く暮らしている者 は「決してない」（34.7％）が

高く、家計が苦しく、非常に心配である者 は「時々

ある」（27.1％）が高い 12。

④将来の日常生活全般についての不安をみる

と、「自分や配偶者の健康や病気のこと」（70.3％）

が最も高い。次いで、「自分や配偶者が寝たきり

や身体が不自由になり介護が必要な状態になるこ

と」（60.3％）、「生活のための収入のこと」（31.9％）、

「子どもや孫などの将来」（29.7％）が続く 13。

2　地域の高齢者は何を求めているか

地域の「公共」を取り戻し、住民が安心して暮

らせる社会の確立が求められている。

地域の高齢者の生活を保障するために、「公共

の再生」を求める運動とともに、地域住民が連帯

し、地域ならではの「公共の再生」を目指す取り

組みが求められている。

（１）共同墓による支え合い～「揺りかごから
墓場まで」
少子高齢化の進行で「墓守」－墓の継承者が減
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少しつつある。高齢者の知恵が生み出したのが共

同墓である。全日本年金者組合では、９都県本部

（宮城、茨城、東京、埼玉、神奈川、三重、福岡、

長崎、千葉）が「共同墓」を運営している。

最も多い埼玉県本部管内では、８つの「共同墓」

を一つの支部、または複数の支部が共同で運営し

ている。

埼玉を含め年金者組合の全国の共同墓にいえる

ことは、納骨費用、記名費用が市価に比べてはる

かに低廉であること、参加資格が「年金者組合員

およびその家族」であること、毎年「墓前祭」「納

骨式」を実施している、ことなどである。因みに

年金者組合は、年金受給者でなくても趣旨に賛同

する者であれば誰でも加入できる。

共同墓について、埼玉県本部の宇佐美忠利委員

長は次のように述べている。

「埼玉県本部の共同墓は、８カ所に建設され

運営されています。建設順に、所沢、西武沿線、

上尾伊奈、深谷広域、東部南、東上南、行田、

さいたま市の各共同墓です。（中略）申込者数

は 1,400 人となり、埋葬者は 380 体です。埼玉

県の共同墓は、遺族や友人・知人が墓参りが容

易にできることを重視して建設をしています。

高齢者になると遠くの墓所に行くのが困難にな

りますが、近場であればこの願いが叶えられる

との考え方です。個人でお墓を作ることに比し

て経済的にも助かると好評です。霊園業者、お

寺、石材業者などの協力で、立派な墓所を各地

に建設できたことは、年金者組合の運動の賜物

です。墓碑には『共に歩む』『共に永遠に』『共

に生きて』『安らぎ』などの言葉が刻まれ、各

組合員の思いが凝縮されています。

第二次世界大戦後のイギリスにおける『揺り

籠から墓場まで』といわれる社会保障制度の基

礎となった言葉通りに、年金者組合は共同墓作

りまで活動の範囲を広げています。（中略）

年金者組合はトータルで人生の面倒をみる組

織として面目躍如と言える活動です。戦中、戦

後の激動の時代を生き、国民の苦しみを取り除

き、より良き社会をめざして力を尽くされた

方々が安らかに眠っています。春と秋の墓前祭

には多くの方が参列をして、埋葬や故人を偲ん

でいます」。14

（２）高齢者のいきがい～文化・レクリエーショ
ン・サークル活動
全日本年金者組合では、全国 900 余の支部がほ

とんど文化・レクリエーション・サークル活動、

前進座観劇会などに取り組んでいる。高齢者に

とって文化・レクリエーション・サークル活動は、

最大の喜び、生き甲斐となっている。老後を楽し

く、豊かに送りたいという要求がサークル活動に

参加することによって満たされている。

サークル活動、レクリエーションは、上手いも

下手もない、みんなフラットである。「共に楽しむ」

「共に喜ぶ」「共に助け合う」「仲間を実感する」「年

をとっても共に成長する（伸びる）ことが実感で

きる」。これが特徴となっている。

神奈川県では、県本部 49 支部 10,800 人が、支

部行事や 400 を超えるサークルで、支部事務所、

公民館、地区センター、コミュニティハウス、組

合員宅などを使い、毎日活動している。

サークルには、童謡を歌う会、民謡の会、シャ

ンソン、カラオケ、オカリナ、朗読、古典に親し

む会、ウォーキング、山の会、歴史散策、地域巡り、

青春 18 きっぷ、酒蔵巡り、ほろ酔い、男の料理

教室、囲碁、将棋、健康マージャン、太極拳、健

康体操、社交ダンス、フラダンス、南京玉すだれ、

古布の会、小物づくり、フラワーアレンジメント、

書道、茶道、絵画、水墨画、絵手紙、写真、折り

紙、ペーパークラフト、卓球、テニス、土恋畑の

会などなど多彩でユニークなサークルがあり、高
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齢期を謳歌している。また、誕生会、長寿を祝う

会、文化・芸術展、旅行、新春の集いなど支部行

事も開催している 15。

愛知県では 53 支部が 480 のサークルをもって

活動、神奈川にはないサークルで、パソコン教室

が多くのところで開催されている。また、短歌、

俳句、平安物語を読む会、古典鑑賞、古代史など

文化的素養の深まりをうかがわせるものもある。

愛知のスキーサークルは、「年金者しんぶん」に

掲載して募集し、他県からも参加したり、別のグ

ループから「私も参加させて」と声がかかったり

して好評だった 16。

また、広島県福山市では、年金者組合が助け合

い活動の一環として「出前講座」として「確定申

告相談」「今すぐの生活防衛紹介」「終活」「知ら

なきゃ学ぼう年金制度Ｑ＆Ａ」を長年にわたり続

け好評である 17。

（３）地域における要求実現の運動
地域の高齢者も全国的課題―「年金上げろ」運

動、９条改憲反対のたたかい、消費税引き下げの

運動なども旺盛に取り組んでいることはいうまで

もない。

ここで取り上げたのは、あくまでも「地域要求」

である。

いま全国で広がっているのは、①加齢性難聴者

の自治体での補聴器購入助成制度創設活動、②空

き店舗・空き家の活用による仲間の「たまり場」

づくり、③寒冷地での暖房用灯油購入助成、④地

域公共交通充実による移動手段の確保、⑤払える

国民健康保険料（税）の実現などである。

①加齢性難聴者の補聴器購入助成制度

身体障害者手帳が交付される「聞こえ」の障害

の程度は１級から６級と定められており、たとえ

ば６級は「１．両耳の聴力レベルが 70 デシベル

以上のもの（40㎝以上の距離で発声された会話が

理解し得ないもの）２．側
そく

耳
じ

の聴力レベルが 90

デシベル以上、他側耳の聴力レベルが 50 デシベ

ル以上のもの」である。

これとは異なり、自然の摂理で高齢になればな

るほど耳の聞こえが悪くなる。これが加齢性難聴

である。

加齢性難聴の補聴器助成は、2022 年 11 月現在

125 自治体に広がっている（表参照）。

多くの自治体が 65 歳以上の軽・中等程度の難

聴者を対象。所得制限のない自治体も少なくない

が、大半は住民税非課税世帯や本人非課税などを

要件としている。

特筆すべきは新潟県。30 市町村中９割近い 26

市町村で実施されている。耳鼻咽喉科の学会の自

治体への要請が大きな力となった。

東京都区部では、23 区中６割強の 15 区で助成

制度を実施。助成額の上限の最高は、４月に発足

した東京都港区。13 万 7,000 円で、住民税課税の

人はその額の２分の１の６万 8,500 円。スタート

から半年で、10 月 13 日現在の受給者は 336 人で

ある。予想以上に申し込みがあり、６月には補正

予算を組んだという。

全国的に珍しい、耳掛け型と箱型の２種類の補

聴器から選べる、現物支給の江東区。昨年４月か

ら購入費助成もあわせて実施している。

全年齢を対象にしているのが、北海道厚岸町、

同弟子屈町、新潟県上越市、福岡県田川市である。

国への意見書は６県議会、232 市区町村議会で

採択され国に意見書が提出されている。

意見書採択を求める請願・陳情では、請願陳情

内容を△特定健診の健診項目に聴力検査を加える

こと、△加齢性難聴者の補聴器装着を医療保険で

扱うことを求める内容の請願・陳情運動も各地で

起きている。全日本年金者組合大阪府本部、共産

党東京都都議団、高知医療生協などでは、資料集

などを作成、運動を促進している 18。
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表　加齢性難聴者（難聴者）の補聴器購入助成制度実施自治体

資料：全日本年金者組合調べ
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②空き店舗・空き家の活用で「たまり場」をつ
くる
地方自治体の中心市街地でも空き店舗が増加す

る中で、市街地活性化を目指して空き店舗活用に

補助金等を交付する自治体の政策が進められてい

る。居住している自治体を調査し、空き店舗を借

り受け「たまり場」をつくる運動が広がっている。

「集まりたい、誰かと話したい」という要求の実

現である。

茨城県つくば市では、年金者組合と保健生協つ

くば支部共同で「たまり場」を運営し活動し始め

て３年、18 のサークルが生まれ、輪を広げている。

新たな場所での開所式にはつくば市長も参加して

サークル活動を称賛、「このような小規模のたま

り場を市内に多く設置し、高齢者の健康の増進を

図っていきたい」とあいさつしている 19。

日常的に「たまり場」として利用できれば、い

つでも仲間と顔を合わせ「ひとりぼっち」の状況

を改善することができる。

「中心市街地建物リノベーション支援（宇部市）」

「空き店舗活用促進事業補助金（栃木市）」「空き

店舗有効活用事業補助金（流山市）」など各自治

体の制度を生かした運動も取り組まれている。

山口県宇部市では、市に対し認知症発生頻度を

減少させるために高齢者が自主的に動くことを奨

励して欲しいと交渉、「ご近所福祉サロン」につ

いて検討され、2021 年度中につくる認可が出た。

サロンは、社会福祉協議会が管轄。ここで「健康

づくり型」の活動をすると月 8,000 円の支援を得

られる。医療生協に一緒に場を維持し講師派遣な

どの協力依頼をし「協働団体」として講師派遣な

どが保障された 20。

③原油価格の高騰による暖房用灯油等に対する
補助拡充を
原油価格の高騰が続く可能性が大きい中、寒冷

地における暖房用灯油の補助制度（かつての福祉

灯油）を大きく拡充させる必要がある。通常「福

祉灯油制度」は１万円程度１回となっていること

から、円安・原油価格高騰の折から従来と同じで

あれば購入量が少なくなる。

灯油の店頭価格は、全国平均で 2020 年 12 月で

は 1,441 円だったものが、23 年１月では 2,003 円

と 39％も高騰した。コロナ関連交付金等を活用

しての拡充も必要となっている。

④払える国民健康保険料（税）のために
国民健康保険は低所得者の被保険者が多く、重

い負担に苦しんでいる。コロナ禍が追い討ちをか

けている。全国知事会、全国市長会など地方６団

体、国民健康保険団体連合会も、被用者保険との

保険料負担の格差を縮小するために財政基盤強化

のための公費の投入を国に求めている。

静岡市では、２年連続の国保値上げにストップ

をかけた。浜松市では政令市に移行した 05 年以

降初めて国保料引き下げを実現した。年金者組合

など 13 団体が参加する「静岡市医療と福祉をよ

くする会」や「浜松・国民健康保険を良くする会」

の運動の成果である 21。

⑤地域公共交通充実による移動手段の確保
高齢者の交通事故があとを絶たない。判断力の

弱まり、認知機能の低下は高齢になると避けられ

ない。否応なしに「運転免許証の返納」が当面の

課題になる。「返納するのはいい。だがその後の

足はどうする」ということになる。交通機関の発

達している都会はともかく、地方に行けば行くほ

ど切実な課題になっている。各地でバス路線が廃

線や減便となり、免許証を持たない、返納した高

齢者の買物や通院等に困っている実態がある。

敬老パスなどが各地で廃止や一部負担増などが

行われている中で、様々に検討工夫した取り組み

を進めている自治体もある。

例として、地方病院が患者送迎のために通院バ
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スを運行している場合、この通院バスに患者以外

の買い物などの住民も乗車できるようにし、運行

にあたる費用の一部を自治体が助成するシステム

をつくる可能性も検討され始めている。

通学のために「通学バス」を運行している状況

を調査し、通学時間帯以外の昼間に高齢者等の通

院・買物のために活用する自治体も生まれている。

公共交通機関（バス等）の定期代の 50％を補

助し高齢者の移動手段の確保を図る自治体もあ

る。定期であれば何回も乗り降りすることが可能

である。バス路線を運行する企業にとっても利用

者数の増加は路線維持にとっても必要なことであ

る。割引率の拡大も検討されている。

「公共の再生」に反する動きも生まれている。

京都市の敬老乗車制度が 2021 年 11 月の条例で改

悪された。利用者の年齢が 70 歳以上から 75 歳

以上に引き上げられた。利用者の負担金は、こ

れまでは非課税世帯で年間 3,000 円だったが、22

年 10 月からは２倍になり、さらに 23 年は３倍の

9,000 円になる。「敬老乗車証制度・守ろう連絡会」

は６万 5,000 以上の反対署名を積み上げている 22。

「すべての高齢者が社会にとっての図書館」で

ある。政府が繰り返し高齢者に対する苛政を行お

うとも屈することはない。長年蓄積してきた知恵

と力で、それをはねかえそう。

（よしだ　つとむ・全日本年金者組合副委員長・
社会保険労務士）

１　第 34 回日本高齢者大会「日本高齢者権利宣言」2022.11.24
２　総務省「統計トピックス№ 132」2022 年９月、内閣府「2022 年版高齢社会白書」、厚労省「2021 年発表資料」
３　厚労省「2019 年国民生活基礎調査」
４　金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」2020 年
５　総務省統計局「労働力調査」（基本統計）
６　内閣府「2021 年版高齢社会白書」
７　厚労省「2021 年高年齢労働者の労働災害発生状況」
８　内閣府「2022 年版高齢社会白書」、厚労省「被保護調査」2022 年８月概数
９　内閣府「2022 年版高齢社会白書」
10　同上
11　内閣府「2021 年度高年齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査結果」
12　同上 
13　同上
14　全日本年金者組合「30 年史」2019 年６月に加筆
15　全日本年金者組合神奈川県本部ＨＰ
16　全日本年金者組合愛知県本部ＨＰ
17　全日本年金者組合広島県福山市発行資料
18　「しんぶん赤旗」2022 年 11 月１日付、全日本年金者組合大阪府本部資料に加筆
19　「年金者しんぶん」2020 年２月 15 日付
20　全日本年金者組合「要求活動交流集会」資料 2022 年 11 月
21　「しんぶん赤旗」2022 年 10 月 19 日付
22　全日本年金者組合京都府本部ＨＰ
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新型コロナウイルス感染症は高齢者の
健康にどのような影響をもたらしたか

林　 泰則

はじめに

新型コロナウイルス感染症のパンデミックが生

じてからほぼ 3 年が経過した。これまで大きな感

染の波が襲来するたびに、外出・社会活動の自粛、

介護サービスの利用控えや高齢者施設での面会制

限などが続き、高齢者・世帯の生活、健康に大き

な影響をもたらしてきた。特に、オミクロン株が

主流となった感染「第６波」「第７波」の時期は、

医療体制がかつてなく逼迫する中、重症化しても

入院できずに自宅もしくは施設内で亡くなるケー

スが多発し、まさに命に関わる事態が広がった。

本稿を執筆しているのは 2022 年 12 月初旬であ

り、日常生活に関わる様々な領域で行動制限の緩

和が図られる一方、政府が新たに示した「感染レ

ベル」評価の目安に照らすと 18 府県で「病床使

用率 50％以上」の状態にあるとも報じられてい

る（12 月１日現在）。感染「第８波」のフェイズ

に入り、医療機関、高齢者施設ではクラスター（集

団感染）が再び広がりを見せ始めており、季節性

インフルエンザの流行期と重なる時期でもあるこ

とから、医療・介護の現場は日々緊張の度合いを

高めている。

本稿では、新型コロナウイルス感染症の広がり

が高齢者の健康にどのような影響をもたらしてき

たか、介護現場の実情などもふまえながら報告し

たい。

1　各種調査の結果から

コロナ感染下において、高齢者に健康・生活に

様々な影響が生じていることは、種々の調査結果

でも示されている。比較的早いものでは、感染「第

２波」のピークをやや過ぎた 2020 年８月、ケア

マネージャーなどを対象に実施された淑徳大学・

結城康博教授による調査がある（図１）。回答（628

件）の６割強にあたる 62.8％が「機能低下のケー

スがある」と回答しており、「自由記述欄」には

以下のような報告が寄せられた。

・１カ月間デイサービスを休んだことで、認知

症の進行、歩行能力の低下がみられ、総合事業の

対象から要介護に変更になった方がいた。

・デイサービスに行かなくなり、外出や人の関

わりが面倒になってきている利用者がいる。外出

頻度が減り、身体機能が低下している人が多い。

・デイサービス控えの期間に転倒して骨折入院。

外出の機会がなく歩行困難となり、認知症が進

み、言葉が出ない。食事が進まずに低栄養になっ

たケースがある。

また、感染「第１波」の時期には、52 の県庁

所在地・政令市を対象にした要介護認定の申請状

況に関する調査が行われている（図２）。感染リ

スクが高まる中で、認定システムが機能しない

事態（訪問調査、認定審査会を十分実施できな

かった）が生じ、2020 年５月は、７割弱にあた

る 35 市区で要介護認定の申請件数が前年同月比
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で 20％以上減少したと報告されている。介護保

険の利用・支援が必要になっても制度にアクセス

できなくなり、そのことが状態悪化・健康悪化が

進んだ一因になったこと

が推察される。

最近では、22 年６月

に発表された広島大学の

研究グループの調査結果

が注目された（図３）。

調査は「第５波」収束後

の 21 年 10 月～ 12 月に

実施され、全国の入所系

医 療・ 介 護 施 設 686 カ

所とケアマネジャー 241

人が回答した。施設の

52.6％、ケアマネジャー

の 56.8％が「認知症の人

に影響が生じた」と答え

ており、2020 年６月～

７月に実施した前回調査

から 10 ポイント以上高

い結果を示した。影響の

具体的な内容では、「認

知機能の低下」が 80.3％

と最も多く、前回調査よりも 18.9 ポイント増加

した。以下「身体活動量の低下」「興味・関心、

意欲の低下」「歩行機能の低下、転倒」が続き、

図２　要介護認定申請数（前年同月比）

図１　要介護（要支援）者の心身の機能低下について

資料：淑徳大学・結城康博教授
の調査（2020 年８月）から

資料：広島大学などの調査による

図３　医療・介護施設での活動制限による認知症入所者への影響
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いずれも前回調査時よりも高い結果となってお

り、感染が長期化する中で、高齢者の状態が悪化

傾向にあることが示された。また、72.6％のケマ

アネジャーが、介護サービスを受けられなくなっ

た場合、家族が介護を行うことがあったと答えて

おり、そのため家族が仕事を休んだり、介護負担

のため精神的・身体的負担が増したと報告してい

る。

2　行動自粛、利用控え、面会制限がも
たらす影響

感染拡大に伴う外出・社会活動の制限、会話・

コミュニケーションの機会の減少、感染リスクを

回避するための介護サービスの利用控え、施設で

の面会制限などが、高齢者の健康状態、さらに世

帯の生活全般に様々な影響をもたらしていること

は､私たち民医連に加盟する各地の介護保険施設・

在宅事業所からも相次いで報告されている。

具体的には、歩行や立ち上がりが困難になるな

ど ADL（日常生活動作）・筋力の低下、病状・病

態の悪化、ストレスの増大、うつ症状の出現、も

の忘れ・認知機能の低下、認知症の進行、生活全

般に対する意欲の減退が生じているケースや、外

出の機会、外部との交流の場が減ったことによる

近隣・地域社会から孤立化する事例などが多数報

告されている。「転倒骨折が例年より増加してい

る」「以前出来ていたインスリンの自己注射や血

糖測定ができなくなった利用者が少なくない」な

どの指摘のほか、「サービスの利用が減り、同居

している家族の介護負担、精神的負担が増大して

いる」事例が多数寄せられた。加えて、施設での

面会が制限・中止されたことによる影響も大きい。

特養に入所している認知症の夫が、施設が面会を

禁じている期間に症状が進行し、再会時に家族を

認識できなくなっていたケースなどもあった。会

えないことによる心労、ストレスから、長期間入

所していた施設を敢えて退所し、在宅介護や在宅

での看取りを選択した家族も少なくなかった。以

下、事例を紹介する。

・要介護３。ショートステイ利用中にコロナに

感染して入院。退院後は在宅で過ごせなくなり、

ショートステイの長期利用となっている。

・要介護５の女性。末期がんにて救急搬送。ホ

スピスへの転院なども検討したが、面会が出来な

いため、急きょ在宅看取りの方針となる。

・要介護１の妻、要支援２の夫。２世帯住宅で

長男家族と同居しているが、感染予防のため家庭

内で別居状態。夫は感染することを恐れてデイ

サービスの利用を中断。夫との２人だけの生活に

よるストレスで精神不安定な状態に。

・80 代男性。もともと対人恐怖や不安が強かっ

たが、コロナで息子のイベント関係の仕事が激減、

この先の生活不安により本人の精神状態がさらに

悪化。

・90 代の母親を息子が介護していたが、食事摂

取量が落ちて衰弱してきたと診療所に相談。初回

往診時には衰弱が進んでおり、訪問看護も入った

が数日で死亡。介護力がないことから死期が早

まったと思われる。

中には痛ましいケースの報告もあった。感染リ

スクのため市の生活保護課、地域包括支援セン

ターの訪問回数が減少する中で生じたひとり暮ら

しの男性の孤独死事例（元妻が本人宅訪問時に遺

体を発見）、自身の体調悪化で介護することが困

難になったことを悲観し、介護者が自死に至った

老々世帯の事例などである。

3　収入減・経済困難による生活・健康
への影響

以上に加え、コロナ感染下での失職等によって
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収入が激減して受診困難な状態に陥り、健康面で

重大な影響が生じているケースも報告されてい

る。全日本民医連「コロナ禍における困窮事例調

査」から紹介する。

・70 代男性、独居。老齢基礎年金はわずか。タ

クシー運転手の仕事をしていたが、以前の 10 万

円ほどの収入はコロナで３割程度減少。脳血管疾

患の後遺症と職業がら足腰に痛みあり、歩行も

20 ～ 30 メートルがやっと。これ以上仕事を続け

られず、今後の生活に対する不安が強い。

・60 代男性。夫婦ともにパート、年金も受給。

2021 年６月に感染。ADL の低下がみられ、労作

時は酸素吸入が必要な状態に。リハビリで ADL

は回復したが、在宅での酸素療法が必要になった。

港湾関係の仕事をしていたが、酸素吸入をしなが

らでは就業できず退職。

4　クラスターの甚大な影響─医療体制
の逼迫の中で

感染拡大期には、特養ホーム、老健施設などの

介護保険施設を中心にクラスター（集団感染）が

頻発し、入所者の健康、さらには命の継続そのも

のを左右する極めて深刻な事態が生じた。その背

景には、重症化して治療が必要になっても入院す

ることができない、「医療崩壊」とも称された医

療体制の逼迫があった。

感染「第３波」の時期には、入院の受け入れ体

制の確保が困難な自治体で「85 歳以上の救急搬

送はしない」「延命措置を希望しないという意思

表示を前提に入院を認める」などの通知が保健所

から事業所に発出されるなど、高齢を理由とする

「いのちの選別」が現実化した。

一方、介護保険施設では、施設内での感染者の

対応を求められても医療機関と同等の感染対策を

講じることはできない現状がある。医療スタッフ

の配置数が少なく、感染を専門とするスタッフが

配されているわけではないからだ。回廊式など自

由な往来を前提とした施設の構造では「隔離」も

難しい。入所者の中にはマスクの着用など感染予

防策をとれない方もいる。厚労省は、感染者の個

室での受け入れやゾーニングの徹底、陽性者を担

当するスタッフの固定化などを要請したが、施設

の構造や慢性的な人手不足の中で 100％実施する

ことは難しい。そのため高齢者施設では、ひとた

び陽性者が出ると一気にクラスター化するリスク

を常に抱えることになった。

感染拡大期に医療が大きく逼迫した地域では、

高齢や認知症という理由で本来必要な医療を受け

られないケースが施設や在宅で多発するなど、前

述した「いのちの選別」の事態が広がった。施設

内療養（留め置き）を要請され、必要な治療を受

けられず目の前でなじみの入所者が亡くなってい

く光景に、職員も深い精神的ダメージを受けた。

施設内療養中に生じた死亡者数の全国的な統計

は現時点では見当たらないが、22 年 11 月に公表

された「21 世紀老人福祉の向上をめざす施設連

絡会（21・老福連）」の「全国ホーム施設長アンケー

ト」では 103 施設で死亡例がみられたと報告され

ており、以下のような施設長の声が寄せられてい

る。

・重篤になってから医師と連絡をとり、病院に

交渉し入院できるようケアマネジャー、看護師、

家族も巻き込んで取り組んだが、結局保健所の許

可がないと入院できないと言われ、翌日施設で亡

くなった。

・認知症重度の方で、点滴や服薬等治療が出来

なかった。基礎疾患に肺の病気があり、重症化した。

・保健所から施設で看取るようにと救急搬送を

断られた。

・高熱と酸素飽和度の低下がみられ、施設内で

の対応は困難なため入院を希望。２回通院したが
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断られた。しかしあまりにも日増しに状態が落ち

ていくため、保健所を通じてようやく入院の許可

が出た。その入院予定日の前日に容体が急変し、

救急車で搬送。搬送先でもなかなか病院内に入れ

てもらえず、時間が経過していく中でそのまま死

亡に至ってしまった。

5　第６波、第７波下での過酷な状況

特に、オミクロン株が主流化した 2022 年の「第

６波」、「第７波」において大規模なクラスターが

続発し、介護現場は困難を極めた（図４）。感染

力が強く、感染が広がるスピードが速いため、１

人目の陽性者が確認されてから数日のうちに、入

所者・職員合わせて陽性者が一気に 100 人近い規

模に達したケースも珍しくなかった。感染や濃厚

接触を理由に多数の職員が出勤できなくなり、施

設によっては、例えば食事を 1 日２回に変更した

り、入浴の回数を減らすなど、ケアの質を落とし

て対応することを余儀なくされた。人手不足から

無症状感染の職員が陽性者をケアする、いわゆる

「陽陽介護」といわれる事態も広範に生じた。こ

うした状況の中で、必要な医療を受けられずに施

設内療養中に命を落としたケースが多発した。

療養中の死亡は在宅においても発生した。厚労

省は 12 月７日、感染「第７波」の７月～８月に

自宅で死亡した感染者が少なくても 776 人いるこ

とを公表した（図５）。22 年１月～３月の「第６波」

の 555 人を大きく上回っており、約８割が 70 歳

以上の高齢者で、７割が基礎疾患を有していたと

されている。前年との比較でみると、「第７波」

の感染爆発で、重症化しても入院できず、在宅で

命を落とす高齢者が急増したことが分かる。状態

が急変しても 119 番がつながらず、担当ケアマネ

ジャーが消防署に駆け込んで対処したなど､ 通常

では起こりえない事態に直面したとの報告もあっ

た。

6　介護事業所側の困難─深刻な経営難
と人手不足

コロナ感染下においても必要な介護サービスが

継続して受けられるかどうかは、高齢者の健康状

態を左右し、家族の介護負担の増大など世帯の生

活にも影響をもたらす。感染が拡大する中で、利

用者が自主的にサービス利用を控えるケースの一

方、事業所側が必要なサービスを十分提供できな

い事態も生じた。その主な原因は、介護事業所の

資料：全日本民医連調べ

図４　クラスターが生じた高齢者施設数（2022 年 1 月～）
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深刻な経営難と慢性的な人手不足である。

３年に一度実施される介護報酬改定

は、2009 年の実質プラス３％改定をのぞ

き、マイナス改定もしくは実質マイナス

改定で推移してきた。特に、公称改定率

▲ 2.27％、基本報酬で▲ 4.48％もの引き下

げが断行された 2015 年改定が介護事業所

に与えたダメージは大きく、それが解消

されていないところを新型コロナウイル

ス感染症が直撃した。老人福祉・介護事

業所の倒産件数（東京商工リサーチ調査）

は 2015 年改定後の 2016 年以降 100 件を超えて推

移しており、コロナ下の 2020 年で 110 件とそれ

までの最多を記録した。2021 年は政府のコロナ

支援策などもあって減少したが、22 年は１～ 11

月で 135 件と大幅に増加している。倒産した事業

者の多くは小規模事業所であり、在宅の基本サー

ビスとされる訪問介護、通所介護が多くを占めて

いる。

現場の人手不足も深刻化の一途をたどってき

た。募集しても応募がまったくない事態が常態化

しており、有効求人倍率は 2020 年度が 3.9 倍（全

産業 1.1 倍）、ヘルパーについては 14.9 倍と異次

元の域に入っている。ヘルパーは数の不足ととも

に高齢化が進んでおり（70 代のヘルパーが 80 代

の利用者をケアするなど日常的な光景になってい

る）、コロナ下で感染リスクを恐れた高年齢のヘ

ルパーの退職が相次ぎ、不足状況にいっそう拍車

をかけた。そのため、政府が通所介護の利用控え

に対して訪問介護による代替が可能との通知を発

出したものの、ヘルパー不足のため支援が途絶え

たケースが続出した。政府は介護職員の需給につ

いて 2025 年に 32 万人、2040 年に 69 万人の不足

が生じると推計しているが、それに見合った手立

ては講じられておらず、肝心の処遇改善について

もいまだ全産業平均と月８万円の給与差は埋まっ

ていない。

特に、「第７波」下で発生した大規模クラスター

の影響は甚大であり、介護事業所はかつてない減

収 ･ 損失に見舞われている。国の財政支援はある

ものの、損失額全体を補填する水準とは到底いえ

ず、必要額の僅か４分の１しかカバーされていな

いとの報告もある。こうした経営困難に直面する

中、クラスターが収束しても従来通りに事業を継

続することを不安視する声が多数寄せられてお

り、事態を放置しておけば地域の介護サービス基

盤を毀損させることになりかねない。高齢者の健

康保持や生活維持に直結する問題ともなる。

おわりに─医療・介護基盤の立て直しが
急務

コロナウイルスに感染し、ウイルス由来の肺炎

などを発症するのは文字通り「コロナ禍」といえ

るが、必要な介護サービスを受けられずに体調を

悪化させたり、重症化しても必要な医療を受けら

れず命が断たれてしまうなどの事態は、成り行き

任せの政府の施策による「コロナ対策禍」（人災）

といって良いだろう。新型コロナウイルス感染症

は、政府がこれまで推進してきた新自由主義を土

台とする医療費・介護給付費抑制政策が、いかに

資料：厚生労働省発表資料

図５　自宅で死亡した新型コロナ患者数
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地域の医療・介護基盤を劣化させ、高齢者の健康

権を侵害してきたかを浮き彫りにした。

しかし、政府は高齢者や医療・介護現場の実態

を等閑視したまま、社会保障費の徹底的な削り込

みを図る全世代型社会保障改革をさらに加速させ

ようとしている。政府によるこれまでのコロナ対

策の全面的な検証と、医療・介護体制の抜本的な

立て直し、新自由主義政治の転換が求められてい

る。

（はやし　やすのり・全日本民主医療機関連合会
事務局次長）
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最低保障年金創設は女性の「人権宣言」
～国民年金・厚生年金『老齢年金』受給権者の実態からみた年金改革の方向について～

寺越 博之

はじめに

岸田内閣は、2022 年度の年金も毎月 0.4％削減

した。老齢基礎年金のみの人も、障害基礎年金の

みの人も一律引き下げた。働く者の賃金がコロナ

禍で下がっているからだという。働く者の賃金が

下がっているのは、コロナ禍で非正規労働者や女

性労働者を中心にした働く者の雇用と賃金が悪化

しているからだった。西欧ではコロナでも賃金が

下がっていない。国が働く者の雇用と賃金を支え

ているからである。ところが日本は、働く者に対

する手当てが全くなされていない。だから賃金が

低下している。この国はコロナ禍の中でも働く者

に対する手当てをしないばかりか、働く者の賃金

低下をこれチャンスとばかりに、高齢者や障害者

の年金を引き下げたのである。

異常な物価高の中での年金引き下げについて

は、全国津々浦々で怒りが広がり、年金の将来に

ついての不安が筆者のところに数々寄せられた。

その不安の相談に応えるためにも、老齢年金の実

態・全体像を明らかにして、年金改革の方向を明

らかにする必要性を感じた。

本稿では「2018 年度厚生年金保険・国民年金

事業の概況」に基づいて、老齢年金、とりわけ女

性の老齢年金の実態・全体像を明らかにして、低

年金を打開する方向を明確にしたい。

1　各老齢年金受給権者数の男女別実態
について

（１）　基礎のみ（共済なし）受給権者数の男女
別実態について

１）「基礎のみ（共済なし）受給権者数」とは

「2018 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」

（p30 ～ 31）の「基礎のみ（共済なし）受給権者

数と男女別年金月額階級別」表の注には「『基礎

のみ共済なし』とは『基礎のみ』の受給権者のう

ち、共済組合等の組合員等たる厚生年金保険の被

保険者期間（平成 27 年９月以前の共済組合等の

組合員等の期間を含む）を有しない受給権者の数

である」と注記されている。つまり、「基礎のみ（共

済なし）受給権者数」とは、共済年金も、厚生年

金も受給資格がない、純粋に基礎年金のみの受給

権者の数である。

２）「基礎のみ（共済なし」受給権者の男女別実

態と特徴

「基礎のみ（共済なし）受給権者数」とは、20

歳～ 59 歳までに、2017 年８月までには、国民年

金被保険者期間が 25 年以上ある人で 5,947 千人

いる。2017 年８月以降は年金受給資格期間が 10

年と短縮されたので、新たに 500 千人が増えた。

「基礎のみ（共済なし）受給権者 25 年以上の者」

の平均年金月額は男性で「月53,740円」、女性で「月

49,650 円」であり、「基礎のみ（共済なし）受給

権者 25 年未満の者」の平均年金月額は男性で「月

最低保障年金創設は女性の「人権宣言」～国民年金・厚生年金『老齢年金』受給権者の実態からみた年金改革の方向について～https://rodosoken.com/
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19,008 円」、女性で「月 18,944 円」であり、低年

金が多い。しかも、「基礎のみ（共済なし）受給

権者 25 年以上の者」で月額４万円未満（減免期間、

カラ期間がなければ 25 年で月の年金額は 40,625

円）の人数と全人数に対する割合は、男性で 238

千人（21.3％）で、女性は 1,525 千人（31.6％）

であり、さらに低額な受給権者が多数いる。

「国民年金・厚生年金保険『老齢年金』全ての

受給権者数」（以下「老齢年金受給権者数」とい

う）人数は男性で 15,924 千人、女性で 21,321 千

人である。「基礎のみ（共済なし）受給権者」が「老

齢年金受給権者数」に占める割合は男性が 7.5％

であり、女性は 24.6％である。つまり、女性の年

金受給権者数の約 25％が低年金の「基礎のみ（共

済なし）受給権者」なのである。

「基礎のみ（共済なし）受給権者数」の男女比

は女性が男性の 437％で男性の４倍以上多い（図

１）。これは、この国の女性が置かれている状況

を深く反映している。戦後の日本は、片働き（男

性が働き、女性が家事、あるいはパートで働く）

就労構造であった。1985 年年金「改正」で基礎

年金が創設されるまでは、国民年金への被扶養配

偶者の加入は任意とされてきた。被扶養配偶者で、

国民年金に加入してこなかった人は、被扶養配偶

者の期間は受給資格において、「カラ期間」とし

て認められるが、このカラ期間は年金額には反映

しない。したがって 25 年以上の受給資格を充た

しているが、前述したように、４万円未満の年金

額しか受給できない受給権者が生まれる。しかも

それは女性に多いのである。

さて、国民年金被保険者は低所得者、無所得者

が多い。そのために国民年金は、保険料免除制

度を設けている。厚労省「平成 26 年国民年金被

保険者実態調査結果」１によると申請全額免除者

が 15.7％、一部減免者 10.4％となっている。合計

26.1％である。それらの減免者の年金給付額は、

減免期間の給付については、国庫負担の１／３（現

在では１／２）相当に減らされるのである２。

以上の通り、基礎年金は、「カラ期間」「減免期

間」が給付減につながり、低年金である基礎年金

がさらに引き下げられるのである。

（２）「通算老齢年金・25 年未満受給権者数」
と男女別実態と特徴について

１）「通算老齢年金・25 年未満受給権者数」とは？

「2018 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」

（p31）の「通算老齢年金・25 年未満受給権者数

と男女別年金月額階級別」表の注 1 では「（この

表は）通算老齢年金・25

年未満の受給権者数を計上

しており、新法老齢厚生年

金については、旧法の老齢

年金に相当するもの以外を

『通算老齢年金・25 年未満』

としている。新法退職共済

年金についても同様」と注

記されている。

しかし、「通算老齢年金」

制度３は 1985 年「改正」で

なくなった制度であり、昭
資料：厚生労働省「平成 30 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」p30 より作成

図１　基礎のみ（共済なし）男女別年金月額階級別老齢年金受給権者数
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和 26 年生まれまでは厚生年金受給資格は 20 年４

（昭和 30 年生は 24 年）あれば良かったので、25

年未満とすると老齢厚生年金受給者と区別がつか

なくなる。したがって、「通算老齢年金・25 年未

満受給権者数」という表現は、誤解を与える表現

である。適切なのは「老齢年金受給者以外の厚生

年金受給権者数」と言える。そこで、以下では「通

算老齢年金・25 年未満受給権者数」を「老齢年

金受給者以外の厚生年金受給権者数」とし、以下、

「老齢年金受給者以外受給権者」と表示する。

２）「老齢年金受給者以外受給権者数」の男女別

実態と特徴

「2018 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」

では、20 年～ 25 年の厚生年金受給資格がある受

給権者数は、別表の「厚生年金保険老齢年金受給

権者数」として計上されている。したがって、20

年～ 25 年の厚生年金受給資格はないが厚生年金

受給権がある人は「老齢年金受給者以外受給権者

数」として計上されている。この「厚生年金保険

老齢年金受給権者数」と「老齢年金受給者以外受

給権者数」は重複することがないとされている。

「老齢年金受給者以外の厚生年金受給権者」と

は、20 年～ 25 年の厚生年金受給資格がないが、

2017 年７月末までは、厚生年金と国民年金被保

険者期間が 25 年ある人々であ

る。つまり、厚生年金被保険者

である期間が短く、国民年金被

保険者期間が長い人々である。

例えば、女性は卒後正規職員と

して就職し、結婚または産後退

職して、その後、非正規職員と

して再就職するなど正規労働者

の期間は短く、非正規労働者の

期間が長い。また自営業の場合

も、被用者の期間が短く、自営

業などで国民年金の被保険者期

間が長くなっている。

それ故、「老齢年金受給者以外の受給権者」

の平均年金月額は男性で月 69,615 円、女性で月

56,514 円であり、月 10 万円以下の受給権者の

全体に占める割合は、男性で 88.5％、女性では

98.0％であり、多くの受給権者は低年金である。

「老齢年金受給権者」人数は男性で 15,924 千人、

女性で 21,321 千人である。「老齢年金受給者以外

の受給権者」が「老齢年金受給権者数」に占める

割合は男性は 24.6％、女性は 50.7％である。つま

り、女性の年金受給権者数の 50％以上が低年金

の「老齢年金受給者以外の受給権者」なのである。

「老齢年金受給者以外の受給権者数」の男女比

は女性が男性の 2.76 倍であり、圧倒的に女性が

多い（図２）。これは、この国の女性が置かれて

いる状況を深く反映している。つまり、現在日本

において、女性は結婚・出産・子育てという中で、

長期間に正規労働者として就労することが困難な

状況におかれていることが反映しているのである。

後述する「女性の 10 万円以内の年金受給者は

女性の年金受給者全体の 86％である」という実

態の根源は女性の 50％以上が平均月額が低い「老

齢年金受給者以外の受給権者」であることが大き

く影響している。

資料：厚生労働省「平成 30 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」p31 より作成

図２　老齢年金受給者以外の厚生年金受給権者数と男女別年金月額階級

最低保障年金創設は女性の「人権宣言」～国民年金・厚生年金『老齢年金』受給権者の実態からみた年金改革の方向について～https://rodosoken.com/



《特集》高齢期の生活保障

52

（３）厚生年金保険老齢年金受給権者数と男女
別実態と特徴

１）「厚生年金保険老齢年金受給権者数」とは？

「2018 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」

（p29）の「厚生年金保険・男女別年金月額・階

級別老齢年金受給権者数」表の注１では「新法老

齢厚生年金については、旧法の老齢年金に相当す

るものを『老齢年金』としている。新法退職共済

年金についても同様」とされている。

２）「厚生年金保険老齢年金受給権者数」の男女

別実態と特徴

「2018 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」

では、20 年～ 25 年の厚生年金受給資格がある受

給権者数を「厚生年金保険老齢年金受給権者数」

として計上している。

「厚生年金保険老齢年金受給権者」とは、20 年

～ 25 年以上、被用者として長期にわたり厚生年

金被保険者であった人たち、日本型雇用の特徴で

ある終身雇用、定期昇給などの恩恵を受けてきた

人である。

「厚生年金保険老齢年金受給権者」の平均年金

月額は男性で月 163,840 円、女性で月 102,558 円

である。月 10 万円以下の受給権者が全体に占め

る割合は、男性で 11.5％、女性で 50.7％で、女性

の 50％以上が月 10 万円未満の年金額となってい

る。厚生年金被保険者加入期間が 20 年から 25 年

以上あるのにもかかわらず、女性の年金月額があ

まりにも低い。男女間の平均年金月額の格差は、

現役時代の男女間の賃金格差が反映している５。

「老齢年金受給権者」人数は男性で 15,924 千人、

女性で 21,321 千人である。「厚生年金保険老齢年

金受給権者数」が「老齢年金受給権者数」に占め

る割合は男性が 67.9％で、女性は 24.7％である。

「厚生年金保険老齢年金受給権者数」の男女比

は女性が男性の 0.49 倍であり（図３）、圧倒的に

女性が少ない。これも、前述のよう女性が置かれ

ている状況の反映である。

（４）「国民年金・厚生年金保険『老齢年金』全
ての受給権者数」と男女別実態と特徴

１）「国民年金・厚生年金保険『老齢年金』全て

の受給権者数」とは？

「老齢年金受給権者数」とは、「2018 年度厚生

年金保険・国民年金事業の概況」p29 の「厚生年

金保険老齢年金受給権者数」と p31 の「通算老

齢年金・25 年未満受給権者数」および p30 ～ 31

の「基礎のみ（共済なし）受給権者数」の合計数、

すなわち共済以外の老齢年金受給権者総数である。

２）老齢年金受給権者数の男女別実態と特徴

老齢年金受給権者数は男性で 15,924 千人、女

性で 21,321 千人である。老齢年金受給権者数の

男女比は女性が男性の 1.34 倍であり、女性が多

い。これは男女の平均寿命率の差の結果である。

現在の受給権者が被保険者だった時代は片働き世

帯が多いという特徴があり、日本の年金制度は片

働き世帯、つまり男性重視構造となっていて、賃

金の男女間格差が著しい。その結果、年金月額の

男女間格差が非常に大きくなっている。そのた

め、女性は高齢世帯で２人ならばなんとか生活で

きるが、１人になるとたちまち生活困難となる。

低年金の影響は男性より長寿の女性が受けるので

ある。女性は、現役時代から亡くなるまでジェン

ダーギャップの状況におかれているのである。

「老齢年金受給権者の受給月額別人数表」を

みると平均月額が５万円未満の割合は、男性で

9.8％、女性で 31.6％、平均月額が 10 万円未満の

割合は男性 37.1％、女性で 86.8％、平均月額が実

質的生活扶助相当生活費額の 13 万円６未満の割

合は、男性で 48.6％、女性で 95.6％である（図４）。

平均月額が 13 万円以上の割合は、男性 51.4％、

女性 4.4％で、女性の多くは低年金者である。

https://rodosoken.com/
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2　低年金の実態とその要因

（１）低年金は基礎年金の老齢年金額が低いこ
とが共通要因
上記「各種別の老齢年金の男女別実態と特徴」

から言えることは、①基礎年金のみの受給権者、

②老齢年金受給者以外受給権者、そして、③現役

時代に標準報酬が低かった受給権者、これらの３

パターンの受給権者の老齢年金が低いことであ

る。この３つに共通するのは、基礎年金の老齢年

金額が低いことである。老齢年金受給権者数の

22.3％もの 830 万人が「５万円未満」の老齢年金

である。830 万人のうち、被保険者期間が 10 年

～ 25 年未満の人は、基礎年金のみの人で 500 千

人、老齢年金受給者以外で 68 千人、合計 568 千

人（6.8％）である。7,732 千人（8,300 千人－ 568

千人）は被保険者期間が 25 年以上あるのに、「５万

資料：厚生労働省「平成 30 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」p29 より作成

資料：厚生労働省「平成 30 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」p29 ～ p31 より作成

図４　国民年金・厚生年金保険「老齢年金」受給月額別人数

図３　厚生年金保険男女別年金月額階級別老齢年金受給権者数

最低保障年金創設は女性の「人権宣言」～国民年金・厚生年金『老齢年金』受給権者の実態からみた年金改革の方向について～https://rodosoken.com/



《特集》高齢期の生活保障

54

円未満」という極めて低い老齢年金である。

（２）基礎年金の老齢年金額が低いことの要因
国は 1985 年年金「改正」で基礎年金を創設し、

満額の基礎年金額の水準を「最低生活保障」から、

「基礎的消費支出を賄える額」へと変更し、1986

年４月時点で１カ月単価を 2,000 円から 1,250 円

に引き下げた。さらに国は 1985 年年金「改正」

以来、年金財政再計算の度ごとに、際限がない給

付引き下げを繰り返してきた。

１）1985 年年金「改正」で「最低生活保障」の

考え方の変更

1985 年年金「改正」で国民年金は全国民を対

象とする「基礎年金制度」に改め、厚生年金や共

済年金などの被用者年金は、基礎年金に上乗せす

る二階部分の報酬比例年金として再編成した。さ

らに国民年金創設時の国民年金給付額水準の考え

方「最低生活保障」を、基礎年金給付水準の考え

方「基礎的消費支出を賄える額」へと後退させた。

① 1985 年年金「改正」時の基礎年金額の考え方

1985 年年金「改正」時の基礎年金額の考え方

については、「月額５万円という基礎年金の額は、

20 歳から 59 歳までの 40 年間保険料（以下「満額」

という）を納付した場合、国民の老後生活の基礎

的部分を保障するものとして高齢者の生計費等を

総合的に勘案（1984 年度の 65 歳以上の単身・無

職の基礎的消費支出にその後の消費水準の伸びを

加味）して決められたものである。保険料納付

期間が 40 年に満たないときは、その分減額され

る。」７というものである。

②「基礎的消費支出を賄う額」とは

「基礎的消費支出を賄う額」とは、高齢者の消

費支出の「食費・住居・水道光熱費・家具、家事

用品、被服及び履き物費」を賄う額とされ、「教

養娯楽費、交通通信費、保健医療費、交際費」が

雑費とされて、除外されたものである８。教養娯

楽費、交通通信費、保健医療費、交際費は人々が

生きていくために不可欠な費用である。

③ 基礎年金額の推移

国民年金は 1985 年年金「改正」で、給付額が

1986 年から 2004 年まで 20 年かけて 30％引き下

げられた。満額の基礎年金額（月額）は 1995 年

には 65,458 円であったが、27 年後の 2022 年は

64,817 円となり、641 円も低くなっている。この

資料：厚生労働省「国民年金・厚生年金現況」から筆者作成

図５　基礎年金（満額）の推移と物価指数（1995 年＝ 1）の推移
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間に物価指数は図５の通り推移し、消費税は 5％、

8％、10％と増税され、2001 年 10 月から介護保

険料の徴収が始まり、同じく 2001 年より 70 歳以

上の高齢者医療の窓口負担が定額負担から定率負

担に改定されていることなどを考えると、基礎年

金額の実質的な価値は大幅に目減りしているので

ある。

２）マクロ経済スライド導入で「年金の実質的

価値の維持」を放棄

2004 年国民年金「改正」では、保険料水準固

定方式が導入され、厚生年金および国民年金の将

来の保険料水準を固定した上で、その収入の範囲

内で給付水準を自動的に調整する仕組み＝マクロ

経済スライドの仕組みが導入された。マクロ経済

スライドは「収入の範囲内に支出を抑える」とい

う考え方である。この考え方からは、財源は固定

され、給付だけが変動し続け、その結果、公的年

金の設立趣旨に反して、年金給付が引き下げられ、

被保険者の生存が困難になろうとも自動調整は続

けられることとなった。

2004 年国民年金「改正」までは 、「国民の生

活水準その他の諸事情に著しい変動が生じた場

合」（2004 年改正以前の国民年金法第４条２項）

でなければ調整しないものとされ 、財政規律を

理由とする年金額の減額は予定されておらず、年

金の実質的価値の維持は制度的に保障されていた。

ところが、マクロ経済スライドの導入によって

「年金制度の本質は実質的価値の維持」としてき

た我が国の年金行政は後退し、それ以降、際限の

ない年金削減を国民に強いてきている。

３）基礎年金の老齢年金額が低いことの要因の

まとめ

基礎年金の老齢年金額が低いことの要因をま

とめると、① 1985 年年金「改正」で、給付額は

1986 年から 2004 年まで 20 年かけて 30％引き下

げられたこと、② 1985 年改正で、国民年金給付

額水準の考え方「最低生活保障」を「基礎的消費

支出を賄える額」と後退させたこと、③年金給付

額改定ルールを改悪し、賃金マイナス・物価マイ

ナスでも、年金が引き下げられるようにしたこと、

④マクロ経済スライドの実施で生活扶助額にも満

たない基礎年金額にも一律的に年金引き下げが実

施されてきたこと、⑤無職単身高齢者の基礎的消

費支出額と基礎年金額（満額）との差額が拡大９

してきているのに、国はその重大な事実に何ら対

策をとることなく放置してきたこと等である。

社会保障は「労働者ならびにその被扶養者の

健康と尊厳に対する危険に対して与える保障で

あり、社会保障の促進は国家の固有の機能であ

る」10 が、高齢者のいのちや生活を守ることこそ、

国の固有の役割である。ところが、我が国は、「国

家の固有の機能」を放棄して、老後の生活と健康

を守る国の責任を、国民一人ひとりの自助努力や

家族の責任に転嫁し、低年金の原因、公的年金で

暮らせないことの原因を国民一人ひとりの自己責

任化してきたのである。だから、国民が「今後充

実させる必要があると考える社会保障の分野（３

つまで回答）では、すべての年齢階級で「老後の

所得保障（年金）」が最も多くなっているのであ

る 11。

3　女性の老齢年金の実態と低年金の原因

（１）女性の低年金の実態とその構造について
女性の「老齢年金受給権者」の 31.6％が平均月

額５万円未満の老齢年金額であり、86.8％が平均

月額 10 万円未満である。このように、女性の多

くは人権が否定されるような低年金となってい

る。これでは、女性は自立した生活を営めない。

女性は人生の最終盤に、現役時代にも増して厳し

い生活を余儀なくされている。

現在、老齢遺族基礎年金の支給対象者は、子の

最低保障年金創設は女性の「人権宣言」～国民年金・厚生年金『老齢年金』受給権者の実態からみた年金改革の方向について～https://rodosoken.com/
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ある配偶者または子となっているので、老齢基礎

年金受給者の遺族年金はない。遺族厚生年金の支

給対象者は、妻または子、55 歳以上の夫・父母・

祖父母および孫となっていて、遺族厚生年金を受

給している妻のうち、65 歳以上の者が全体の８

割以上を占めている 12。65 歳～ 74 歳が 1,064 千人、

24.9％、75 歳以上が 2,610 千人、61.0％となって

いる。したがって、遺族厚生年金を受給している

妻の場合は、低年金が若干補完されるので、一人

になったからといってたちまち生活困窮になるわ

けではないが、生活の困難は相当なものである。

基礎のみの人の場合、あるいは、厚生年金加入

期間が短く、国民年金被保険者期間が長い人の場

合には、遺族年金はゼロか、支給されてもわずか

な額でしかないことを考えると、それらの遺族の

老後の生活は非常に厳しく、想像を絶するものと

なる。老齢年金の男女間格差は著しく、女性は老

齢年金においても差別的な状況に置かれ続けてい

る。

女性の低年金構造は以下の３点から構成され

ている。①「女性の老齢年金受給権者総数」の

24.6％が低年金の「基礎のみ（共済なし）受給権者」

であること。②「女性の老齢年金受給権者総数」

の 50.7％が同じく低年金（平均月 56,514 円）の「老

齢年金受給者以外の受給権者」であること。③「女

性の老齢年金受給権者総数」の 24.7％が一般的な

「厚生年金保険年金受給権者」であるが、25 年以

上厚生年金被保険者であっても、その平均年金月

額は 102,558 円であり、50.7％が月 10 万円以内の

老齢年金であること－の３点である。

（２）女性差別の根深い日本
女性の低年金という厳しい現実は、この国の女

性の状況を深く反映しており、現役時代に女性が

置かれていた労働条件、社会構造が反映している。

女性の低年金は①男女の賃金格差が大変大きい、

②正規であっても労働条件（賃金・昇級・昇任・

仕事内容など）が悪い、③雇用の中断、出産・育

児にかかわる不利な扱いなどによる男女差別が存

在する、④パートなど非正規雇用が多く、賃金が

低い－などを原因にしている。これらこそ、ジェ

ンダーギャップの現れであり、政治の責任で本来

解消されるべき事項である。ところが、そのジェ

ンダーギャップの解消が図られてこない上に、そ

れがそのまま、女性の老齢年金に反映している。

女性は現役時代においても高齢期においても人権

がないがしろにされている。

（３）国は、国連社会権規約委員会などの勧告
を無視してきた
国連社会権規約委員会は 2001 年と 2013 年に日

本政府にいくつかの勧告をし、年金制度において

は男女間不平等、男女間格差、女性の低年金、高

齢女性の貧困の実態を告発し、それらの問題を解

決するために、「最低保障年金制度」の創設を勧

告してきた。しかし、いずれにおいても政府はこ

の勧告を無視してきた。

１）2001 年社会権規約委員会・日本政府への勧告

2001 年国連社会権規約委員会は日本政府に以

下のことを勧告したが、政府はこの勧告に耳を傾

けることはしなかった。

・「最低年金制度が存在しないこと及び男女間

の収入格差を永続化させる年金制度における事実

上の男女不平等が存続していること等の懸念が示

され、年金制度に最低年金額を組み入れること」

・「年金制度において根強く残っている事実上

の男女格差を可能な限り最大限に是正すること」

２）2013 年社会権規約委員会・日本政府への勧告

2013 年国連社会権規約委員会は日本政府に以

下のことを勧告したが、政府はこの勧告も同じく

耳を傾けることはしなかった。

・「社会保障への予算分配の大幅な削減が、特
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57

に不利な状況にあり社会の周縁に追いやられてい

る人々の集団の経済的・社会的権利の享受に悪影

響を与えていることに、懸念を持って留意する」

・「高齢者、無年金者に貧困が広がり、高齢の

女性に影響が強い。最低保障年金の創設について

再度勧告する」

３）「2016 年女性差別撤廃委員会の総括所見」

2016 年３月７日、国連女性差別撤廃委員会は、

女性差別撤廃条約の日本の実施状況に関する審査

の結果をまとめ、年金については以下のような総

括所見を発表した。しかし、これについても国は

同じく耳を傾けることはしなかった。

・「女性の貧困、特に高齢女性の貧困、年金給

付に関するジェンダーギャップがもたらす生活水

準格差を懸念する。」

・「貧困解消のための努力及び持続的な発展を

強化すること」

・「高齢女性のニーズに対して日本政府が特別

な関心を向け、年金スキームを女性たちの最低生

活水準を保障するものへと改革するよう要請する」

（４）女性の低年金の原因のまとめと打開の方向
2021 年３月、世界経済フォーラム（WEF）が

「ジェンダーギャップ指数 2021」を公表し、日本

は 156 カ国中 120 位という結果だった。女性の低

年金は、この国の女性が置かれている状況（ジェ

ンダーギャップ）が深く反映している。つまり、

女性の低年金は日本の年金制度が日本国憲法や国

連人権規約、国連女性差別撤廃委員会の総括所見

等が生かされていないことの結果であることが明

白である。

「高齢女性の貧困」「年金給付に関するジェン

ダーギャップがもたらす生活水準格差」などは人

権問題である。老齢年金で言えば、高齢女性の人

権はないがしろにされている。この人権侵害を解

消するには、国連社会権規約委員会の提案する最

低保障年金の創設こそが求められる。そしてこの

最低保障年金の創設こそ、高齢女性の人権侵害を

是正する「女性の人権宣言」と言えるのである。

4　安心して暮らせるための年金制度の
改革について

（１）全額国庫負担による最低保障年金制度の
創設
社会保障の原則は「社会保障は給付は必要に応

じて、負担は負担能力に応じてが原則」（旧社会

保険庁社会保障テキスト）である。老後の暮らし

を維持する必要性に格差はない。男女差もない。

医療はそれぞれの疾病に応じての医療給付とな

る。男性には男性の医療、女性には女性の医療が

あるということではない。社会保障は「労働者な

らびにその被扶養者の健康と尊厳に対する危険に

対して与える保障であり、社会保障の促進は国家

の固有の機能である」13 が、すべての年齢階級の

願い「老後の所得保障（年金）を充実させてほし

い」を実現するのは、憲法の要請であり、国の固

有な役割である。

老後の所得保障（年金）を充実させるには、死

亡、障がい、老齢という事故に対して、全ての人

が、それぞれの尊厳を失うことなしに安心して暮

らせる公的年金制度の再構築が不可欠である。そ

のためには、加入している公的年金の種類、男女

の違い、被保険者期間の長さ、標準報酬の額、保

険料減免期間の有無などなどに関係がなく、死亡、

障がい、老齢という事故そのものの事実に基づい

て、その人が人間の尊厳を失うことのないように

することができる最低保障年金制度の創設こそ、

求められている。

現役時代のジェンダーギャップの解消も求めら

れるが、それには残念ながら、一定の年数が必要

である。しかし、女性の老齢年金のジェンダー

最低保障年金創設は女性の「人権宣言」～国民年金・厚生年金『老齢年金』受給権者の実態からみた年金改革の方向について～https://rodosoken.com/
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ギャップは、女性の尊厳といのちを脅かしている

ことを考えるならば、ただちに解消することが必

要である。

年金制度改革の土台は、国連社会権規約委員会

が日本政府に勧告しているように、国の制度とし

て全額国庫負担による最低保障年金制度を創設す

ることである。その最低保障年金を土台に、その

上に国民年金給付、厚生年金給付を上乗せていく

仕組みを再構築していくことが今求められている。

（２）最低保障年金制度について
最低保障年金制度の内容については、その構造、

給付水準、財源、財源の調達方法に政党や諸団体

ごとの違いがある。しかし、ここで言う最低保障

年金制度は、1977 年社会保障制度審議会建議の

「基本年金」構想と同じく、各拠出制公的年金の

土台に、全額国庫負担による、拠出を前提にしな

い公的年金制度のことを言う。その給付水準は、

全労連が月７万円、全日本年金者組合が月８万円、

日本共産党が「月５万円からスタートし、徐々に

引き上げていく」としているが、月８万円の給付

水準が最低保障年金という名に値する給付水準で

あると考える。

最低保障年金制度を「全額国庫負担による基礎

年金」というならば、1999 年年金財政再計算時

において、「基礎年金を税方式に転換する」こと

については、その財源調達の方法に大きな違いが

あるものの、当時、「世論としては多数派となっ

ている」「日本共産党、民主党、社民党、そして

与党の自由党が一致」「労働界では連合と全労連

が一致」「基礎年金の全額国庫負担方式への転換

を支持する自治体決議は 1,200 をこえている」14

という状況であったのである。

したがって、国が憲法の立場から、障がい者、

遺族、高齢者の最低生活保障に責任をもつという

姿勢に転換するならば、また国が、女性の老齢年

金のジェンダーギャップをただちに解消するとい

う姿勢に転換するならば、最低保障年金実現の展

望は目の前に開けてくるのである。

（３）最低保障年金制度創設後の基礎年金給付
額の抜本的改善
最低保障年金創設後、国民・厚生年金制度はど

のようになるか。新しい国民・厚生年金制度は、

最低保障年金制度の一階部分の上に、二階部分の

拠出比例年金として再構築されることになる。

最低保障年金制度創設（最初は月５万円からス

タート）で基礎年金給付額がどのように改善させ

るのかを明らかにする。

2017 年８月より、保険料納付期間 10 年以上で

国民年金給付となる資格期間短縮が実施された。

その結果、納付期間 10 年の人でも月 16,250 円が

支給されることになった。基礎年金には国庫負担

が 50％拠出されている。つまり、16,250 円のう

ち 8,125 円が国庫負担（国は認めてはいないが）

となる。しかし、現在の基礎年金額における国庫

負担は、被保険者の保険料納付期間ごとに違う金

額となっている。基礎年金への国庫負担が一人ひ

とり違うというのは、憲法 13 条・

14条からみて改善が必要である。

したがって、最低保障年金制

度を月５万円からスタートし、

全額国庫負担とする。こうすれ

ば、国庫負担は一律５万円とな

る。しかし、最低保障年金額を資料：厚生労働省「国民年金・厚生年金現況」から筆者作成

表　最低保障年金月５万円で給付額はどうなる

https://rodosoken.com/



59

徐々に引き上げていくとしても、追加的な年金額

も必要であるため、国民年金保険料納付は続け、

自分の納めた保険料に相当する年金額を上乗せす

る（現行の年金額計算で算出した額の２分の１）。

したがって、それぞれの年金受給額は最低保障年

金＋自分が納めた保険料に相当する年金額とな

る。それは表の通り、10 年納付の人は月 58,125 円、

20 年納付の人は月 66,250 円、30 年納付の人は月

74,375 円、40 年納付の人は月 82,500 円となり、

現在の年金水準が抜本的に改善されることになる。

この最低保障年金の保障水準を月８万円にする

ならば、それぞれ、さらに３万円の底上げが実施

されることになり、ほとんどの人が生活扶助基準

を超えた年金給付額となる。そのことこそ、国民

年金制度創設以来、一般市民が、国民年金制度に

期待したことである。

なお、保険料の賦課のあり方、徴収のあり方な

どの問題についての改善は、国民的議論を重ねて

改定することが必要である。

（てらこし　ひろゆき・石川県社会保障推進協議会）

最低保障年金創設は女性の「人権宣言」～国民年金・厚生年金『老齢年金』受給権者の実態からみた年金改革の方向について～

１　厚生労働省「平成 26 年国民年金被保険者実態調査結果」
２　減免期間の給付減額は、この国の国民年金政策が社会保障の理念と原則をふまえないので給付減額という事態がうま

れていると私は考える。国民健康保険にも減免制度があるが、保険料の減免を受けた人も、医療給付は必要に応じて給
付される。本来、年金も減免申請をせざるをえない人々の年金給付こそ、国の責任で減額しないで保障されるべきである。

３　「通算老齢年金」：大正 15（1926）年４月１日以前生まれの人で、複数の年金制度に加入しており、それぞれの加入期
間が１年以上あるが、その制度から老齢年金を受けられるだけの受給資格期間を満たさない等の場合に、各制度の加入
期間を通算することにより受給資格期間を満たしたときに、それぞれの加入期間に応じて支給される。1986 年４月から
は基礎年金が導入され、どの年金制度に加入してもすべて老齢基礎年金の受給資格期間になるため、通算老齢年金の制
度はなくなった。

４　厚生年金期間特例　昭和 26 年生まれ＝ 20 年、昭和 27 年生まれ＝ 21 年、昭和 31 年生まれ＝ 25 年
５　厚生労働省雇用均等・児童家庭局「男女間の賃金格差解消のためのガイドライン」（2010 年８月）には「一般労働者

の男性の平均賃金水準を 100 とした時に、一般労働者の女性の平均賃金水準は平成 25 年で 71.3％と約７割でした」と記
述されている。

６　唐鎌直義「年金引き下げ違憲訴訟意見書」（2018 年１月 25 日）「貧困高齢者の増大一高齢人口の急増下の公的年金抑
制政策の矛盾」

７　日本公的年金制度史、中央法規、2016 年２月、103 ページ
８　田中明彦「皆年金と高齢者の年金受給権保障」賃金と社会保障 No1783・1784 号 .2021 年８月、68 ページ
９　拙稿：国民医療誌（2022 年冬号・2022 年春号）「1981 年以降の年金『改正』の変遷と変遷に通底するもの」
10　社会保障への接近 : ILO 研究報告書（厚生大臣官房総務課）1951 年 12 月、８ページ
11　「2019 年社会保障に関する意識調査」の結果
12　出所：厚生労働省「遺族年金受給者実態調査」（平成 22 年）
13　社会保障への接近（前掲）、８ページ
14　公文昭夫・庄司博一『年金をどうする、基礎知識と改革方向』（新日本出版社、2000 年）99 ページ
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「雇用類似の働き方」に対する
各国の裁判・法規制と日本への示唆

脇田 　滋

はじめに

日本では、「雇用類似の働き方」、「雇用によら

ない働き方」、「フリーランス」などと呼ばれる請

負または委託契約による働き方が注目されてい

る。しかし、これらは、実態は雇用契約による労

働と変わらないが、労働法などの保護がないため

不安定で劣悪な労働条件（低賃金、長時間労働な

ど）である一方、改善の道が閉ざされている。欧

米では近年、この問題を、法適用回避を目的とし

て「自営業者」とする「誤分類（misclassification）」

や「偽装自営業（false self-employed）」と呼び、

労働法・社会保障法違反の問題としてその規制が

活発に議論されている。

世界では ILO が 2016 年に、従来の「非標準的

雇用」( パート・有期雇用、派遣労働）とは異な

る、労働の変化を背景に増大してきた新たな非標

準的雇用をめぐる報告書を公表した。その中で従

来以上に無権利な労働として「オンコール労働」

などと並んで「名目的自営業」の広がりが指摘さ

れた。とくに、2000 年代以降、Web を利用する

「プラットフォーム」（以下、「PF」と略称）を通

じて働く PF 労働者の大部分が自営業者として労

働法などの保護を受けずに働いている問題の深刻

さが強調されている。これは、ILO が 2006 年の「雇

用関係」勧告（第 198 号）で取り上げた「偽装自

営業」による違法慣行が新たな装いで登場したも

のであり、労働法、労働行政、労働組合は、この

新たな問題に取り組むことになった。まず、当事

者自身が声を上げて「使用者責任」を問う取り組

みが始まり、その後、労働組合が問題を取り上げ

て運動が広がり、近年になって行政、司法、さら

に立法を通じての規制や改善が大きく進展してい

る１。

しかし、日本政府は、「業務委託」契約によっ

て高齢者を働かせようとする「高年法」改正（2020

年３月）に続いて、内容の乏しい「フリーランス・

ガイドライン」（2021 年３月）、「フリーランス新

法」（案）など、無権利な自営業形式による労働

力拡大政策を進めている２。

その一方、名ばかり個人事業主の団結活動が進

み、最近ではウーバー・イーツ・ユニオンの求め

に応えて会社に団交応諾を命じた東京都労委救済

命令（2022 年 11 月）や、アマゾン宅配運転手た

ちによる労組結成が注目されている。

本稿では、先行する諸外国や国際機関（ILO、

EU など）の注目すべき関連動向を紹介し、それ

らが日本に与える示唆を考えることにしたい３。

1　雇用分類をめぐる争いと法規制

（１）従属労働者（従業員）と自営業者の「２分論」
1944 年に ILO（国際労働機関）は、「労働は商

品ではない」という原則を宣言し、国際労働規範

の確立に向けて再出発した。第２次大戦の反省を

踏まえて、ILO の条約・勧告を踏まえて労働者の

基本的諸権利を定める労働法体系が世界各国で整
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備されることになった。この労働法の適用対象に

ついても、労働人権尊重の流れの中で契約の形式

ではなく、就労の実態に基づいて広く捉える考え

方が各国で共通した支配的な考え方として受け入

れられた。

独仏など大陸欧州諸国は、「従属労働者」概念

に基づいて労働法の適用対象を画定する一方、「契

約の自由」を重視する英米系の諸国でも「支配

（control）」などの法概念を通して実態に基づいて

労働者の概念を広く捉える考え方が広がった。と

くに、アメリカでは労働者を、労働法・社会保障

法の適用を受ける「従業員（employee）」ではなく、

「独立請負契約者（independent contractor）」と

して働かせる脱法的慣行が広がっていたが、連邦

最高裁判所が、1947 年のシルク事件判決で実態

に基づいて使用者責任回避を許さないという画期

的判断を示した４。この判決は、脱法的な「誤分

類（misclassification）」を許さない先例となる法

理を明確にしたとして、その後の行政や司法に大

きな影響を与え、関連事案での判断根拠の一つと

して現在まで維持されている。

このように雇用分類において「従属労働者」ま

たは「従業員」と、「自営業者」を二分して、前

者＝労働法適用対象者を広く捉える考え方は、

1970 年代まで各国で受け入れられてきたが、日

本もその例外ではなかった。

（２）二分類の混迷と「中間カテゴリー」の登場
この「二分論」を支えていたのは、労働組合、

労働行政、労働立法であったが、各国で新自由主

義政策が進み、いずれもが後退する中で「二分論」

の混迷が広がった。一方では、労働法・労働行政

の対象を「標準的雇用」を典型に限定する「狭い

労働者概念」が登場した。他方では、「誤分類」

への厳しい対応が後退して、従属労働と変わりが

ないのに労働法の適用がない「偽装自営業（false 

self-employed）」と言える「中間カテゴリー」が

各国で登場し、1970 年代後半から大きく拡大し、

法適用が不明確な「灰色地帯」になった。

欧米諸国、とくに英米法諸国では、「独立請負

契約者」以外に、「随時労働（casual work）」や「ゼ

ロ時間契約（zero-hour contract）」などと呼ばれ

る「オンコール労働」の不安定で劣悪条件の多様

な働き方が、「契約自由」の考え方に基づいて広

がった。これらは、労働法・社会保障法の適用が

ある「従業員（employee）」と区別された、保護

の乏しい「自営業者（self-employed）」形式によ

る就労者の「中間カテゴリー」となっている。

日本では、「家内労働者」や「シルバー人材セ

ンター就労者」など、労働法適用のない労働が制

度的に容認される一方、1985 年には「内勤正社員」

を典型とする「狭い労働者概念」が労働行政の有

権解釈として設定されて（1985 年「労働基準研

究会報告」）、事業場外で働く「トラック運転手」

や「大工」などの労働者性を否定する判断など、

裁判所にも悪影響を与えて、法適用不明確な「灰

色地帯」が生まれることになった。

韓国では、1997-78 年の為替危機以降、「正規職」

に代わって多様な「非正規職」が登場したが、持

ち込みトラック運転手などの多くの職種を自営業

化する企業の雇用対策が広がった。その後、労働

側の抵抗の結果、労災補償など、ごく一部に法的

保護が導入されて「特殊雇用」と呼ばれることに

なったが、団結権を含め労働法適用が不明確・不

十分な「中間カテゴリー」として現在まで韓国の

未解決労働課題の一つとなって争われている。

欧州の中でも二分論的雇用分類が支配的であっ

たイタリアで、2003 年委任立法 276 号（通称「ビ

アジ法」）で多様な契約類型が導入された。そ

の中で「連携継続協働労働契約（co.co.co.）」と

呼ばれる、全面的な労働法適用を受けない契約

類型（「準従属労働者」）と言える「中間カテゴ
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リー」が法制度化されることになった。スペイ

ンでも、2007 年の「自営労働憲章法（Estatuto 

del trabajo autónomo）」で「経済的に依存する

自 営 労 働 者 」（TRADE - trabajador autónomo 

económicamente dependiente）という「中間カ

テゴリー」が制度化された。

イギリスでは、1996 年の雇用権法で、従業員

とは区別され、労働法・社会保障法のごく一部（最

低賃金、年休、出産休暇、企業年金）が適用され

る「中間カテゴリー」として「労働者（worker）」

の概念が導入された。「ゼロ時間契約」によるオ

ンコール労働が社会問題化する中で、2015 年の

同法改正でゼロ時間契約の定義を導入し、同契約

による就労者は「労働者」と位置付けられた。

（３）「灰色地帯」縮小のための「誤分類」規制へ
これら「特殊雇用」（韓国）、「worker」（イギ

リス）、「co.co.co.」（イタリア）、「TRADE」（ス

ペイン）は、いずれも従属労働者と自営業者の中

間に位置する「中間カテゴリー」を制度化するも

のであった。

これら「中間カテゴリー」は、労働者類似の自

営業について一定の労働法や社会保障法の保護を

拡張するが、その保護の範囲がきわめて限定的で

ある点でも共通している。そのため、現実には、

労働者保護、公正競争、社会的不公正に反する「誤

分類」の弊害を是正することができず、逆に、経

営者による新たな偽装や濫用を誘発して「灰色地

帯」を拡大するという、憂慮されていた弊害が現

実化することになった。

例えば、イタリアでは、実際には、従属労働者

と変わりなく働かせるのに「連携継続協働契約」

として使用者責任を回避する企業の脱法的利用が

大きな社会問題となった。そして、2015 年立法

令第 81 号（いわゆる「Jobs Act」）第２条で、実

質的に自律性を欠く場合には、契約形式にかかわ

らず、従属労働関係があるとする法規制が新たに

導入された。

OECD は、2019 年、「従属労働者」と「自営業」

の両者の間にある「中間カテゴリー」を、問題の

ある「灰色地帯」と捉え、その縮小の必要性を強

調した。とくに PF 労働による「自営業」の偽装

による大きな弊害を指摘し、「誤分類」を許さな

い法規制の必要性を主張するとともに、PF 企業

による「買い手独占（monopsony）」の権力濫用

を非難し、使用者・顧客と労働者間の交渉力の再

均衡の重要性を強調している５。

2　雇用関係をめぐる ILO の動向

他方、ILO は、「二分論」が後退する中で、

2006 年「雇用関係」勧告（第 198 号）を採択し

た。同勧告は、「二分論」の意義を再確認し、自

営業を偽装して労働法適用を回避する雇用慣行の

弊害を除去し、曖昧な「中間カテゴリー」を拒否

する点で先導者の役割を果たすことになった。こ

の 2006 年勧告は、前述の OECD や EU によって、

近年、改めて注目を浴びているので、その内容と

意義を要約的に振り返ってみる。

（１）ILO 勧告第 198 号
ILO は、1997 年の第 85 回総会で「契約労働

（Contract Labour）」に関する制度の採択に向け

て検討することにした。しかし、「契約労働」の

概念定義をめぐって労使の意見が大きく分かれた

ため、使用者側が提示していた自営業形式を用い

た「偽装雇用」慣行の排除のために、「真の従業

員（genuine employee）」の特徴は何かというこ

とに焦点を移すことになった。そして、ILO は、

39 カ国の国内調査と専門家会議、さらに 2003 年

の総会を経て、2006 年総会で勧告第 198 号を採

択した６。
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勧告第 198 号は、前文で、特定の使用者との関

係で、誰が従業員であり、この従業員がどのよう

な権利を有するかを確立することが不可欠である

ことを強調する。そして、加盟国に、社会の変化

に対応して適切かつ定期的な間隔で雇用関係の範

囲を見直すことを求めている。また、雇用関係は、

労働者の効果的な保護とともに、使用者間の公平

な競争の促進や社会保障の基盤確保によって広く

社会を適切に統治するのにも不可欠であることを

強調する。そして、勧告は、(1) 雇用関係に関す

る国の政策、(2) 雇用と自営業を区別するための

適切な基準、(3) 規則施行の必要性という３部分

で構成され、加盟国は関連政策の策定と実施を、

労使の最も代表的な組織との協議を通じて進める

べきことを強調する。

勧告の第２部は、雇用分類の具体的な政策提言

を示し、その中で「事実優先の原則（principle of 

primacy of facts）」を提起している。これは、雇

用関係の存在の判断は、契約の形式ではなく、主

に「労働の遂行と報酬」に関連する「事実（facts）」

によることを優先するという点で、勧告第 198 号

の中で最も核心的な内容と言える。これは、雇用

分類について、契約の文言に依拠しがちな各国の

行政や司法の実務に大きな影響を与えるものであ

る。具体的には、雇用関係か否かの判断について、

「業務の遂行」に関する９つの指標、「報酬」に関

する６つの指標を示している。注目されるのは「労

務提供者が財政的危険（financial risk）を負わな

いこと」という拡張的な指標が示されていること

である。さらに、ILO は、「現在の指標は、将来

の雇用関係の存在を決定する上でもはや有用では

ない可能性がある」ことを重視し、効果的な労働

者保護を保証するために、関連する法律の範囲を

定期的に見直し、明確にし、適応させる必要性を

指摘している７。

（２）法的推定－疑わしきは労働者の利益に－
ILO は、2020 年の第 109 回総会で「変化する

状況下での雇用とディーセント・ワークの促進」

を議題に論議し、その報告書の「雇用関係の有無

の判断」という章の中で勧告第 198 号の内容を詳

細に再確認し、仕事の世界における変化の中で、

勧告の意義を強調している８。

同報告書は、各国の行政・司法を概観し、雇用

関係が意図的に偽装されている状況の広がりの中

で、「事実の優位性の原則」は有用であることを

強調する。さらに、法律で定められた指標の一つ

以上が存在する場合、「雇用関係存在の法的推定

（legal presumption）」を定める勧告のパラグラ

フ 13 に焦点を当てている。この「法的推定」に

よって立証責任が労働者から使用者に転換するこ

とは、当事者の不平等な交渉力に対抗するために、

また労働法の基本としての「疑わしきは労働者の

利益に（in dubio pro operario）」の原則の帰結

であるとまで指摘している９。

さらに、PF 労働やサプライチェーンにおける

労働組織の新しい形態など、新たに出現した労働

形態に照らし合わせて、検討すべき指標として労

働者の「企業組織への統合」を挙げている（111

頁）。また、使用者の概念についても、経済組織

の変容によって、伝統的二者間雇用関係ではな

い、複数の主体として想定されていることを指摘

する。そして、派遣や下請労働での「最終利用者

（end user）」や、グループ企業や企業ネットワー

クでの「共同使用者（associated employer or co-

employer）」が「真の使用者」であることを認め

る立法・司法の動きに注目している 10。

（３）勧告第 198 号を超える新たな動き
以上のように、ILO の勧告第 198 号は、多くの

点で先進的な文書であり、「条約」ではないが、

新たな濫用的労働慣行の広がりの中で、その意義
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が改めて再確認されている。その一方、同勧告の

「限界」も明らかになってきた。それは 2006 年以

降、勧告の趣旨に反する濫用的雇用慣行が広がっ

てきたからである。すでに、EU では、オンコー

ル労働や PF 労働などの新たな問題への規制の動

きが登場している。

勧告第 198 号は、契約労働の規制構想にあった

「人的対象範囲」を定めて、対象者の権利を確立

するという目標を大きく限定するものであった。

つまり、勧告は、雇用関係の有無に対象を限り、

例えば「結社の自由」保障については触れていな

い。しかし、「契約労働」の背景となっていた状

況は、15 年間に PF 労働など、より問題が拡大・

深化した。「契約労働」規制にあった、一定の従

属的自営業者にまで雇用保護を拡大するという課

題が新たに浮上してきたのである 11。

3　PF 労働をめぐる各国の裁判例

（１）PF 労働者の「誤分類」問題顕在化
世界各国で 2010 年代に入って PF が急速に広

がった。しかし、PF を通じて働く場合、雇用に

よる労働ではなく、請負・委託などによる自営業

者として就労する場合が大部分であるため、PF

労働の「雇用上の地位（employment status）」

の「誤分類」是正をめぐる問題が世界各国で発生

することになった。

PF の共通した特徴は、オンライン（Web）の

アプリを通じて PF と労働者間に関係が生まれ、

利用者（顧客）にサービスを提供する点である。

PF には多様な種類があるが、PF 労働には、最

終利用者にオフラインでサービスを提供する「現

場型（in situ）」（配達員、運転手、ケアサービス

など）と、すべてがオンラインによる「オンライ

ン型」（翻訳など、いわゆるクラウドワーク）の

２種類が区別されている。

早く問題が顕在化したのは「現場型」PF 労働

である。まず、当事者を中心に「草の根（grass 

root）組合」が生まれ、さらに既存の（産別・地

域別の）労働組合が支援を強める中で徐々に問題

が可視化され、全国化した。ようやく 2010 年代

後半になって欧米諸国で PF 労働が新たな「誤分

類」問題として大きく浮上し、訴訟も数多く現れ

ることになった。

（２）PF 労働者の雇用上の地位をめぐる主要国
の裁判例
PF 労働者を自営業者とする「誤分類」をめぐっ

て各国で多くの裁判所の判決や行政決定が行われ

てきた。以下、ILO の専門家会議の文書 12 と、

欧州 16 カ国で出された 320 件以上の判決・決定

を分析した論文 13 を手がかりに、現場型 PF 労働

者の訴えを容認した、2018 年以降の各国最高裁

判所の判決を取り上げ、以下の通り、要約的に整

理してみた。

（a）2018 年４月 30 日、米国・カリフォルニア

州最高裁判決 14

（被告）ダイナメックス社、（原告）配送運転手

（の集団）

（事件の概要）米国全土で事業展開していた、

当日配送サービス会社（被告）が、当初は、従業

員としていた運転手全員を、2004 年、独立請負

契約者に一方的に転換した。これに対して、原告

たちが、従業員に対して課せられた責任・義務を

回避する会社が「誤分類」をしているとして、

2005 年、集団訴訟を提起した。

【判決要旨】 多くの指標に基づいて実態判断を

する従来の基準（ボレロ・テスト）に代わって、

独立請負契約者であるとするには、a) 契約書に

記載され、かつ事実上、仕事の遂行に関して使用

者の支配および指示から自由であること、b) 企

業の通常の業務過程から外れた仕事を行っている
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こと、c) 独立して、企業のために行うのと同じ

性質の仕事、職業、事業に慣習的に従事している

こと、という３つのテスト（ABC テスト）を満

たすことが必要である。この ABC テストの一つ

でも満たさない場合は、従業員である。本件では、

事業は会社に属し、運転手は事業の一部であり、

顧客を見つけ、広告を行い、価格を決定し、小包

をどこで集配すべきかを告げるのは会社であると

判断した。

（b）2018 年 11 月 28 日、フランス・破毀院（最

高裁）判決 15

（被告）Take Eat Easy（原告）配送配達員（二

輪車ライダー）

（事件の概要）被告の PF 企業は、地元レスト

ランから食事を受け取り、顧客に配達する食事配

達事業を運営していたが、自転車による配達員を

従業員として扱わず、自営業者として労働法によ

る保護をしなかった。配達員は、従業員であると

主張し、労働裁判所に労働法で保障される手当を

請求する訴えを起こした。下級審は、原告の主張

をすべて退け、雇用関係の存在を認めなかったが、

破毀院は、これを覆して従業員としての地位を明

確に認めた。

【判決要旨】 判決は、雇用関係の存在は、契約

上の記述ではなく、労働者がその活動を行う事実

上の状況による。決定的要因は、指示、統制、制

裁の権限による従属関係であり、PF が支配、指

揮、制裁の権限を行使しているかによる。本件で

は、「アプリには地理的追跡システムがあり、配

達員の位置を逐次に監視し、総走行キロ数を記録

するなど、PF による指示・統制があった。また、

契約上の義務を果たさない配達員には、登録抹消

を含む制裁が科され、解雇と同様に PF が一方的

に契約終了することができ、従属関係の存在が明

らかであり、配達員は従業員である。また、下級

審が挙げた、労働日や時間帯の自由選択、専属条

項・競業禁止条項がないことは、雇用関係存在の

判断には全く無関係である、とした。

（c）2020 年１月 24 日、イタリア・破毀院（最高裁）

判決 16

（被告）Foodora （原告）配達員（ライダー）

（事件の概要） 北部イタリアのトリノで食事宅

配業をしていた被告は、「連携継続協働契約（co.

co.co.）」で配達員を働かせていた。2016 年、低

賃金の改善を求めてストライキに参加した原告ら

数名が契約更新を拒否された。そのうち５名が、

PF との間に実質的従属関係があるとし、解雇不

当を主張して裁判を提起した。当時、イタリアの

裁判所は、民法第 2094 条が定める従属概念を狭

く解する判断をしていた。その立場から一審トリ

ノ地裁は、原告らが自由意思で契約したとして請

求をすべて棄却した。しかし、二審トリノ控訴裁

判所は、配達員は、従属労働者でも自営業者でも

ない第三カテゴリーに属するという判断を示した

（2019 年２月４日）。つまり、2015 年立法令第 81

号第２条を憲法に基づいて解釈し、配達員に自律

性がない場合、従属労働者保護の一部（健康、安

全、休日関連）を認めるべきであるとした。ただ、

解雇に関する規制は除外されるという独自の判断

を示した。

【判決要旨】 破毀院は、配達員が 30 分以内の配

達、地理的追跡、配達終了の通知義務など、PF

の指示に服していたことを認定し、控訴裁判所の

判断枠組みを支持して、労務提供の他律性（＝自

律性の欠如）がある（etero-organizzati）として

従属労働者と同様の保護の必要を認めた。ただ、

部分的適用でなく解雇規制を含めて完全な適用に

よる救済が必要である、と判断した。

（d）2020 年３月４日、フランス・破毀院（最高裁）

判決 17

（被告）Uber （原告）運転手

（事件の概要） 被告は、運転手と顧客をデジタ
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ル PF を介して結びつける事業を行い、運転手を

自営業者として使用している。運転手の１人が、

2017 年、労働裁判所に契約関係が雇用契約であ

るとして裁判を提起した。一審では訴えは退けら

れたが、控訴審は原告の主張を支持し、雇用契約

があると判断した。

【判決要旨】 雇用契約とは、①命令・指示権、

②履行監督権、③命令不遵守に対する制裁権を有

する使用者の権限の下で職務を遂行することを特

徴とする。従属関係の有無は、当事者の意思や契

約書だけによるのではなく、労働遂行の事実によ

る。本件では、運転手は PF が設定した条件・組

織に参加し、顧客、運賃、レートを自由に設定せず、

輸送サービス条件を決定しない。運転手は、デジ

タル PF への接続義務がなく、労働日や労働時間

の選択はできるが、これらは雇用・従属関係を排

除しない。逆に、PF はアクセスの一時的・恒久

的制限など運転手に制裁を科すことができる。こ

れらの事実から、運転手は契約上の自営業とは異

なり、従属関係があるので、被告と原告の関係は

雇用契約に再分類されるべきである。

（e）2020 年９月 25 日、スペイン・最高裁判決 18

（被告）Glovo （原告）配達員（ライダー）

（事件の概要） 家庭への食事配達を行う PF

（Glovo）で働いていた配達員が体調を崩した後、

業務指示が中止された。これを配達員が不当な解

雇であるとして裁判を提起した。既にスペインで

は、PF 労働者の雇用分類をめぐって数十件の下

級審判決があったが、判断が分かれていた。本判

決で最高裁（社会部）が裁判官全一致で解釈を統

一する重要な判決を下すことになった。

【判決要旨】 判決は、まず、雇用の指標は「依存・

従属」であり、「依存（dependencia）」は絶対的

な従属でなく、会社の管理、組織、懲戒の輪に組

み入れられるに過ぎず、この「依存」は、時代の

新たな現実に適応させる必要があると判示した。

本件では、配達員が「他人の商標の下で働くこと」

を雇用の指標として注目し、不可欠な生産手段は、

配達員の携帯電話やバイクでなく、企業に属する

デジタル PF であることを強調し、アプリがなけ

ればサービス提供ができないことに注目する。そ

して「デジタル評価」は、会社による監視・管理

であり、PF は単なる仲介者でないと認定した。

また、事業としての意思、価格、支払方法、報酬

をすべて PF が決定しているとし、配達員が従業

員であることを明確に認める判断を示した 19。

（f）2021 年２月 19 日、英国・最高裁判決 20 

（被告）Uber （原告）運転手

（事件の概要） Uber は、運転手を自営業者とし

て、両者の間に雇用関係がないとしていた。運転

手たちは、これは見せかけの自営業者であって、

実際には「労働者（worker）」として、1996 年雇

用権法（第 230 条）などによって最低賃金や有給

休暇を受ける権利があると主張して裁判を提起し

た。本来は、労働法や社会保障法上の保護を完全

に受ける「従業員（employee）」との主張が考え

られたが、原告らはあえて主張しなかった。下級

審は、Uber 運転手は「労働者」であることを認め、

最高裁は裁判官全員一致で下級審判決を支持して

Uber の主張を退けた。

【判決要旨】 最高裁判決は、Uber、運転手、顧

客の関係を検討し、① Uber が交渉なく報酬や価

格を決めていること、② Uber がすべての契約上

の条件を決めていること、③運転手は労働時間を

決めることができるが、アプリに入ってからは乗

客情報や乗車承諾率を Uber が管理すること、④

Uber が機器、乗客の案内、走行ルート、運転手

評価を行っていること、⑤ Uber は乗客と運転手

が賃走（trip）以外の関係を制御していることな

ど、Uber が運転手の仕事内容を強く管理してい
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ること、交渉力の不平等を考慮すると、雇用権法

上の基準は満たされており、運転手は「労働者」

であることを認めた。

4　雇用分類をめぐる立法の動向

以上の通り、PF を通じて働く労働者の中で、

現場型の配達員や運転手については、従業員また

は労働者としての地位を認める方向で各国での裁

判所の判断が収斂してきた。この司法の動向と並

行して、2016 年以降、判決の内容を一般化する

ための立法が登場してきた。主な動向は次の通り

である。

（１）フランス
2016 年８月８日の「労働と社会的対話の現代

化、職業的経路の保障に関する法」（法律 1088 号）

で、「電子的方式の PF を利用して作業活動を行

う非賃金労働者」を対象に、①労災保険と職業教

育、②労働組合を結成する権利、加入する権利、

労働組合を通じて自らの利害を代弁させる権利、

集団行動ができる権利を保障し、③ PF で働いた

経歴確認書を PF に要請できることなど、PF 企

業の責任を明示した。

さらに、2019 年 12 月 24 日の法律第 1428 号で、

PF 労働者の中で、輸送・配送 PF で働く労働者

については、「社会的責任」の概念に基づいて、

PF が「追加の社会保護保証」を提供し、労働条

件に関連する「憲章（chapitre）」を持つべきと

規定した（L.7342-9 条）。

以上の法規制は、「労働法典」に組み込まれて

いる（L.7341-1 条～ L.7345-12 条）21。

（２）米国（カリフォルニア州）
2019 年９月 18 日のカリフォルニア州法（AB5

法）は、前述の州最高裁ダイナメックス事件判決

が示した、「ABC テスト」を立法化したものであ

る。使用者（PF）が ABC の３要件を満たさない

ときには、「独立自営業者」ではなく、従業員と

しての地位があることにした（雇用の推定による

立証責任転換）。

AB5 法は、2020 年１月に施行されたが、PF 企

業（Uber、Lyft）などが提起した PF 労働者を同

法の適用対象から除外する「提案 22 号」が 2020

年 11 月３日の住民投票で 58.3％の賛成で可決さ

れた。

しかし、「提案 22 号」には、住民投票の範囲外

事項が含まれていて違憲であるとする訴訟が労組

（SEIU）関係者から提起された。そして、2021

年８月 20 日、下級審で違憲であるとする判決が

出され 22、さらに上級審での審理が行われている。

なお、他の州では、行政・司法機関が「ABC テ

スト」を使用する例が少なくない 23。

（３）イタリア
2016 年、既に PF 配達労働者の闘いが労働組

合の支援も受けて始まっており、賃金改善を求め

るストライキに参加した配達員の解雇をめぐる裁

判で出された、2018 年、トリノ控訴裁判所判決（前

述）は、従来の司法判断と大きく異なり、従属労

働者保護を配達員に認める初めての判断として大

きな注目を集めた。

同判決にたいする世論の支持を受けて成立した

のが、2019 年の法律第 128 号である。同法は、

多くの緊急労働政策関連の法的措置を定めるが、

その中で、デジタル PF を利用して都市環境で労

働する、自営業として二輪車および自動車による

配達員と宅配業者に関する多くの新たな規定を導

入した（この部分が、いわゆるイタリアの「ライ

ダー法」である）24。

〔1〕雇用の推定　政令 2015 年第 81 号第２条を

一部修正し、従業員であると推定される範囲を拡
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大した。この規定は、仕事の履行方法が本人によっ

て組織化される、主に継続的に行われるすべての

契約に適用されることになった。これはトリノ高

裁判決が示した枠組みを拡大したものである。

〔2〕その他の保護措置　①書面による契約の義

務づけ。違反の場合、賠償額は、過去 12 カ月間

に受けた報酬額を上限に、裁判所が衡平に決定す

る。②報酬は、配達回数による出来高払いは禁止

され、当該事業と類似の産業部門の最も代表的な

労働組合と使用者団体との間の全国協約で定めら

れた最低額によって決定しなければならない。③

割増賃金として、PF は、時間外労働、夜間、銀

行休業日、悪天候時の労働に対して 10％以上を

支払わなければならない。④労働災害・職業病に

関して、PFは強制保険に加入しなければならない。

同法に基づいて、2021 年、イタリアの労働

監督局とミラノ検察庁は、食事配達 PF ４企業

（UberEats、Deliveroo、Glovo、Just Eat） に 対

して 733 万ユーロの罰金の支払いと配達員の雇用

を命じた。その後、３企業は、極右労組（UGL）

と劣悪な条件で協約を結ぶ、脱法的な対応をした

が、３大労組（CGIL, UIL, CISL）はこれに反発し、

政府は UGL との協約を公認しないという事態が

生じた。そして、PF 企業の中で Just Eat は他企

業とは異なる方針を採用し、2021 年３月以降、

配達員を従業員として正式に採用し、３大労組と

の協約を締結した 25。

（４）スペイン
スペインは、欧州の中でも PF 労働者、とくに

配達員が多く働いており、法適用回避を目的とし

た偽装自営業として労働組合だけでなく、行政（労

働監督局）がその摘発を積極的に行った。これに

対して、PF 企業側が自営業または TRADE（経

済的従属自営業）として争ったため、数多くの裁

判が提起された。下級審では結論が大きく分かれ

ていたが、前述の最高裁判決（2020 年９月 25 日）

の雇用上の地位を明確に認める統一的な判断に

よって決着がついた。

その直後から政府の熱心な仲介で 2020 年 10

月末に対話テーブルが設置され、ライダー自

身の団体を含め、政労使の社会当事者（partes 

sociales） 間 で 交 渉 が 始 ま っ た。 そ し て、 労

働 組 合 CCOO と UGT、 使 用 者 団 体 CEOE-

CEPYME、労働社会経済省の間で、５カ月に及ぶ

長く複雑な議論を経て、2021 年３月 10 日に、雇

用推定とアルゴリズム情報開示を主要内容とする

社会的合意に至った。

この社会的合意を立法化するために、労働者憲

章法に２つの条文を追加する形で提案された短い

政府案を、2021 年７月 21 日、スペイン議会は１

カ月に満たない議論の末、修正無く立法政令（Real 

Decreto-ley）2021 年第９号として可決した。PF

企業には、同法に適応するため３カ月の猶予が与

えられ、８月 12 日に正式に発効することになっ

た。同立法政令は、その後、９月 28 日、法律（2021

年第 12 号）＝「ライダー法（Ley de riders）」

に転換された。

同法の内容は、まず、雇用推定である。つまり、

労働関係の基本法である憲章法第８条第１項に、

「デジタル PF を通じて、サービス又は労働条件

のアルゴリズム管理により、直接、間接又は暗黙

に、組織、管理及び支配の事業権を行使する使用

者による、あらゆる消費者製品又は商品の配送若

しくは配布からなる有料サービスを提供する者の

活動は、本法の範囲内に含まれると推定される。

この推定は、本憲章第１条第３項の規定に影響を

及ぼすものではない」という条文を追加した。こ

れは、PF を通じた配達員についての「雇用推定」

を明確にしたものである 26。

「ライダー法」は、第２に、企業単位の労働者

代表（企業委員会）への情報提供義務を定める労
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働者憲章法第 64 条第４項に、次の d）号を追加し、

労働者代表が、アルゴリズムや AI による労働条

件や雇用維持に影響を与える情報を企業から得る

権利を定めた。

「d） 企業（empresa）からプロファイリングを

含む、労働条件、雇用へのアクセス、雇用の維持

に関する意思決定に影響を及ぼすアルゴリズムま

たは人工知能システムが基づくパラメータ、ルー

ル、指示を知らされること」

以上の法改正は、労働監督行政や裁判所判決と

も合わせて、PF による配達サービス分野の労働

者が苦しめられた「労働詐欺」に終止符を打つも

のであると歓迎された。その一方、「ライダー法」

に対して、法遵守の立場をとる Just Eat 以外では、

スペインから撤退した Deliveroo、強く反発して

配達員を「自営業」のまま使用する Glovo、態度

表明を留保する Uber Eats に分かれている 27。

このようにスペイン国内では多様な反応が現れ

たが、この「ライダー法」が欧州諸国から注目を

集めることになり、後述する PF 労働者の労働条

件に関する EU 指令案（2021 年 12 月）に大きな

影響を与えることになった。

（５）その他
チリは、2022 年３月８日の法律第 21431 号で、

労働法典の中に従属および独立のデジタル PF 労

働者と企業の契約を規制する規定を導入し、雇用

分類をすることなく、従属労働と独立労働の両方

を対象に、団体交渉を含む労働法と社会保障法上

の権利を保障する改正を導入した 28。

（６）EU
EU は、中心的な政策課題の一つとして、最近

数年にわたって PF 労働規制の議論を進めてき

た。EU は、2021 年２月に PF 労働関連の指令に

ついて労使団体との協議を始めたが、その前に、

すべての労働者のための新しい権利を確立し、特

により不安定な仕事に従事する労働者の不十分な

保護に対処する関連して重要な次の３文書を採択

した。つまり、①オンデマンド労働者の労働条件

改善のための「透明で予測可能な労働条件指令」

（指令 2019/1152）、②非標準労働者と自営業者が

社会保障制度に加入できるように加盟諸国に促す

理事会勧告（2019/C387/01）、③個人データの収

集、使用、移転を規制し、従業員監視の処理業務

に関する「一般データ保護規則（GDPR）」（規則

2016/679）であり、これらが 2021 年 12 月に出さ

れた PF 労働指針案と労働協約ガイドライン案の

前提になった。

この 2021 年 12 月の「PF 労働における労働条

件改善に関する指令案」（以下、「指令案」）と、「単

独自営業者の労働協約に対する EU 競争法の適用

に関するガイドライン案」（以下、「ガイドライン

案」）については、本誌前々号（№ 124）の伍賀

一道論文で詳細に紹介されているので本稿では省

略する 29。

ただ、「指令案」が定める「雇用推定」につい

ては、前述した ILO 勧告第 198 号、カリフォル

ニア州法の ABC テスト、さらにスペイン「ライ

ダー法」の影響を受けていることを指摘すること

ができる。また、「雇用推定」を受けるために５

つの基準（①報酬の決定、②拘束力ある規則の尊

重、③労働遂行の監督、④労働を組織する自由、

⑤他の業務の遂行に関する制限）のうち２以上を

必要とする（第４条）ことは、多くの論議を呼ぶ

ことになった。「３以上」を求める経営側に近い

論者の主張がある一方、「２以上」の基準は負担

が大きく、条文ではなく、「前文」に移してより

緩和して、すべてを「推定」対象とすることを求

める労働側の意見などに議論が大きく分かれ、政

治問題化していることが憂慮されている。労働法

研究者の Annika Rosin 博士は、５基準の中で、

「雇用類似の働き方」に対する各国の裁判・法規制と日本への示唆https://rodosoken.com/
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労働者にとって主張が容易な①、②、⑤に比較し

て、明確な情報が得にくい③と④の違いを挙げて

いる。この③と④は、PF が使用するアプリのア

ルゴリズムと深く関連しているので、労働者側の

主張を容易にするためにも指令案のもう一つの規

制内容である「アルゴリズム情報開示」の徹底が

重要であると論じている 30。

また、「指令案」は、Uber による EU レベルで

のロビー活動を暴露した「Uber Files」スキャン

ダルなど、2022 年 12 月の EU 議会まで議論が紛

糾して政治問題化していたが、ようやく各派の間

で合意に達し、12 月 12 日の雇用・社会問題会で

の確認を経て、最終的には 2023 年初めの本会議

で採択することになった。報道によれば、「欧州

議会は、労働者、労働組合、国家当局が公正と判

断すれば、無条件で推定を発動させることに合意

した。一方、デジタル PF には、推定を覆し、従

業員と推定される労働者が『純粋に自営業』であ

ることを証明する責任があると、文章には記され

ている」と報じられている 31。

なお、前述の「ガイドライン案」は、EU 委員

会で 2022 年９月 29 日、「単独自営業者の労働条

件に関する団体協約への欧州連合の競争法の適用

に関する指針」として確定し、加盟諸国と関係機

関・団体などに通知された。この「ガイドライン」

の 対 象 は、「 単 独 自 営 業 者（solo self-employed 

people）」（完全に自分だけで仕事をし、他人を雇

用しない自営業者）に限られるが、その中で、①

独占的または主に一つの事業に対してサービスを

提供する者、②労働者と肩を並べて（side-by-side）

働く者、③デジタル労働 PF に対して、または、

それを通じてサービスを提供する者について、EU

の競争規則に違反せずに団体交渉を行い労働協約

を締結することができることが明確にされた 32。

（７）ILO
以上のように、いくつかの国や EU での PF 労

働者について、その雇用上の地位を明確化する司

法や立法における新たな進展が見られるが、ILO

でも、勧告第 198 号を超えて、新たに条約などを

採択することが期待されることになった。そして、

2020年総会の後、ILOは、「PF経済におけるディー

セントワーク専門家委員会」などで調査や議論を

開始していたが、ILO は、2022 年 11 月、第 113

回総会（2025 年）の議題の一つとして PF 労働

者問題を取り上げることを決定した 33。

5　結論 日本への示唆

以上、各国の動向を検討してみると、日本の状

況はあまりに後れている。PF 労働など従来とは

異なる労働の変化に対応して、司法、行政、立法

各分野での積極的な対策を講ずることが求められ

ている。以下、結論として以下の５点を指摘したい。

（１）「誤分類」規制を徹底すること
欧米諸国の最近の特徴は、「誤分類」や「偽装

自営業」に対する厳しい認識に基づく対策の広が

りである。労働法・社会保障法の違反は、単なる

取締法規違反の軽罪ではなく、「賃金窃盗 (wage 

theft)」や「労働詐欺 (fraude laboral)」などの悪

質犯罪であるとする考え方が強い。米国労働省や

OECD が強調するのは、「誤分類」が①労働法違

反の使用者責任回避と労働者の権利侵害、②遵法

する善良企業が不利になる市場経済競争における

不公正、③企業の税・社会保険料負担逃れによる

国や自治体の財政悪化と、社会保障の財源基盤弱

体化が指摘されている。欧米では、とくに②、③

の視点が重要視され、「誤分類」は政治問題化し

ている。

これに対して日本では、①について労働行政の
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姿勢や人員体制は貧弱であり、行政・司法機関に

は②、③についての問題意識があまりにも欠如し

ている。当面、労働行政は、古臭い労働者概念（1985

年）を改め、国際動向を踏まえて「誤分類」規制

に大きく方向転換しなければならない。

（２）「雇用の推定」による立証責任転換の導入
従来、労働法適用を受ける労働者であるか否か

は、労働者側が立証責任を負うことが当然とされ

てきた。しかし、ILO は「疑わしきは労働者の利

益に」が労働法の基本原則であることを強調して

いる（2020 年総会文書）。既に一定の職種や部門

で「雇用推定」を定める立法や協約がフランスな

どに見られるが、さらに、スペイン、ベルギー、

米国（カリフォルニア州）では雇用推定を原則と

して雇用契約の定義を定める立法が見られる。

PF 労働など、労働者性や使用者性の証明が困

難な就労形態が増えている日本でも、立証責任を

転換することがきわめて重要である。労働側の過

大な負担を軽減する「雇用推定」を導入して「誤

分類」蔓延に終止符を打たなければならない。

（３）労組法改正による団交権強化
自営業形式の労働者の組合が団交を求めた事件

で、会社側が拒否の態度を貫き、労委と裁判での

争いを続け、2011 年、最高裁判決が出たイナッ

クス・メンテナンス事件では、団交が実現するの

に５年以上の時間がかかった。Uber Eats 事件で

は、前述の通り、都労委の救済命令が出たが、会

社側は争いを継続する姿勢を示している。

労組が勝利した最高裁判決から 10 年以上を経

過したが、労組法改正は何ら行われていない。

世界では、PF 労働者など自営業者を含めて、結

社の自由や団体交渉を広く認める方向に進んでい

る。ILO の基本条約である 87 号（結社の自由）

と 98 号（団結権）条約に基づき、雇用上の地位

を口実に団交拒否を続ける悪質使用者に対して

は、制裁や罰則を含む有効な措置を導入する労組

法改正が至急求められている。

（４）AI による監視・アルゴリズムの規制
EU の PF 労働指令案は、アプリのアルゴリズ

ムの透明性を労働側に情報提供することを求める

規制を導入した。PF 労働では、雇用へのアクセ

スや維持、プロファイリングなどに影響を与える

点でアルゴリズムや AI（人工知能）が大きな役

割を果たしている。スペインのライダー法も、ラ

イダー以外を含む PF 労働者すべてに、アルゴリ

ズム情報開示の権利を認めている。

日本では、まだアルゴリズムの問題はほとんと

議論されていないが、AI を通じた秒単位の非人

間的労務管理が現れている。宅配の配達員や運転

手の労働では、休憩や休息ができず、長時間に及

び、過労死につながる過密労働が知られている。

また、正当な理由が不明で、差別またはパワハラ

が疑われるアカウント切断（＝解雇）も横行して

いる。これらの背景には、アルゴリズムによる管

理と評価があると思われる。

現実にアルゴリズムを通じて、企業と労働者の

力関係が大きく変わり、労働の質が劣悪化してい

る。日本でも実情調査を手がかりに、アルゴリズ

ム問題の議論を始めることが喫緊の課題となって

いる。

（５）労働・社会保険加入拡大、社会保護の改善
EU は、自営業者を含めて社会的保護（社会保

障）の拡張を各国に求める勧告を出している。日

本政府のフリーランス対策では、芸能人などへの

労災保険の「特別加入」の範囲拡大があるが、こ

れは使用者が PF 労働者について全額負担する欧

州諸国の新たな措置とは大きく異なり、保険料を

すべて労働側が負担するものである。

「雇用類似の働き方」に対する各国の裁判・法規制と日本への示唆https://rodosoken.com/



72

コロナ禍で、雇用保険法による雇用調整助成金

などの適用がないフリーランスには、臨時的給付

金などの支援があったが、恒常的な制度化はな

かった。これに対して、韓国では労働者以外への

雇用保険法の必要が議論され、「全国民雇用保険制

度」を目指す法改正が行われた（2020 年 12 月）34。 

「誤分類」をする企業の動機には、社会保険料

の使用者負担回避の比重が大きいというのが、国

際的な常識になっている。「誤分類」規制の徹底

によって、企業（使用者）に適正な負担を求める

とともに、当面、自営業者への労災保険法・雇用

保険法の拡張適用、また、国民健康保険制度での

「傷病手当金」義務給付化の立法改正が必要となっ

ている。

（わきた　しげる・龍谷大学名誉教授）
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〔追記〕

EU 議会は、EU 委員会が 2021 年 12 月に提案

したプラットフォーム労働指令案をめぐって激し

く議論してきた。ようやく 2022 年 12 月に議会雇

用委員会で「合意」が成立し、2023 年１月 19 日

に、この委員会報告書を議会として認めるか、

投票することになった。ところが、委員会報告

に反対して 71 人の欧州議会議員が修正案を挿入

する時間を求めたため、本会議での採決が２週

間（２月２日まで）延期され、そこで否決される

可能性が出てきた（EUobserver,2023 年１月 19

日、Improving conditions for gig workers splits 

MEPs）。

欧州労連（ETUC）や協同組合連合（CECOP）

などは、委員会での合意を覆そうとする異例の議

事進行に抗議しているが、議会右派、使用者団体

（Business Europe）などの反対は強く、EU 議会

で指令案が可決されるか予断を許さない情勢と

なっている。（2023 年１月 24 日）
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労働組合についての意識に関するアン
ケート調査 ─ネット調査と労働総研調査との比較─

村上 英吾

はじめに

本稿では、ネット調査により実施した労働者

の仕事と暮らしに関するアンケート調査の結

果について、労働運動総合研究所（労働総研）

が実施した調査と比較しつつ概要を報告する。

労働総研では、若者の仕事と暮らしの実態を

把握し、労働組合への結集の条件を探るため、

「若者の仕事と暮らしに関する実態調査」を実

施した（以下「労働総研調査」という）。調査

結果は『労働総研クォータリー』No.121（2021

年秋季号）に掲載されている。この調査は、全

労連加盟の単産や地方組織、国民春闘共闘委員

会に参加する単産に調査票の配布を依頼し、組

合員およびその周辺の非組合員や非正規雇用

の方々から回答を得たもので、関係する組合の

活動に参考となる情報が提供できていると思

われる。とはいえ、いくつかの限界もあった。

第１に、回答者が 20 ～ 30 歳台に集中している

こと、第２に正規社員・職員が約９割を占め、

非正規雇用労働者が少ないこと、第３に組合

加入者が８割強であり、組合加入者と未加入

者の意識の違いについては十分に検討できな

かった。そこで筆者は、中澤秀一氏（静岡県立

大学）、小澤薫氏（新潟県立大学）とともに、

これらの点を改善する形で Web ベースの調査

（以下「本調査」という）を実施した１。

本調査では、マイボイスコム株式会社を通じ

て、同社に登録した「マイボイスパネル」を対

象に回答依頼メールを送信し、スクリーニング

質問により組合加入者 2,500 件、未加入者 2,500

件とし、性別および年齢階層別の分布を労働力

調査の「役員を除く雇用者」の分布に近づくよ

うに調査サンプルを抽出して回答を得た。調査

実施期間は 2021 年２月である。

回答者の分布が労働力調査の分布に近づくと

はいえ、母集団から無作為抽出しているわけで

はないので、統計学的な意味での代表性を確保

できているわけではない。ネット調査の利活用

が進むにつれて、そのサンプリングの偏りに関

する調査も行われるようになってきており２、

本調査の結果もこうした諸研究の成果も踏まえ

つつ評価する必要があるだろう。

調査では日頃の働き方や仕事に対する意識、

労働組合に対する意識、生活状況、社会意識に

ついて質問している。本稿では、このうち仕事

に対する意識と労働組合に対する意識について

報告する。

1　アンケート回答者の概要

本調査の回答数は 5,000 件、うち組合加入者

と未加入者が 2,500 件ずつとなるようサンプ

ルを抽出している。性別は、男性が 2,658 件

（53.2％）、女性が 2,342 件（46.8％）であった

https://rodosoken.com/



75

が、これは 2021 年の労働力調査の「役員を除

く雇用者」における男性 53.2％、女性 46.8％と

同じになるよう抽出した結果である。一方、

労働総研調査の回答数は 1,515 件、うち男性は

975 件（64.4％）、女性は 509 件（33.6％）、そ

の他・無回答が 31 件（2.0％）であり、男性が

11.2 ポイント多い。

年齢階層別には、労働総研調査は 20 ～ 39 歳

が９割を占めているのに対して、本調査は労働

力調査と比べると「20 ～ 29 歳」

が 6.5 ポイント、「35 ～ 39 歳」

2.8 ポイント、「45 ～ 49 歳」が

2.6 ポイント多く、「20 ～ 24 歳」

が 4.4 ポイント、「60 歳以上」が

8.3 ポイント少ないものの、労

働総研調査と比べると労働力調

査に近い分布となっている（図

１）。なお、図には示していない

が、本調査の組合加入者と未加

入者の年齢階層別分布の差は大

きくても 2.0% ポイント以下で、

ほぼ同じ分布である。

本調査の学歴別分布は労働総研調査とは比較

的類似しているが、労働力調査に比べて「高校

卒業まで」が約 20 ～ 25 ポイント少なく、「短

大・高専卒業」が 10 ポイントほど多く、「大学

卒業」が 12 ～ 20 ポイント多くなっている（図

２）。この理由は、「労働力調査」には「専門学

校卒業」がないため、「高校卒業まで」が多く

なっているほか、60 歳以上が少ないこと、ネッ

ト調査への登録者には比較的高学歴が多いこと

（注１）「労働力調査」は 2021 年の「役員を除く雇用者」
（注２）図中の「労働総研調査」の「40 ～ 44 歳」は 40 歳台、「50 ～ 54 歳」は 50 歳台

を示している。

（注）「労働力調査」には「専門学校卒業」がないため、「高校卒業まで」に含まれていると考えられる。「高校卒業まで」
は「小学・中学・高校・旧中」および在学中の学生を含む。（在学中は「小学・中学・高校」「短大・高専」「大学・
大学院」に分かれている。厳密にいえば「大学・大学院」の一部は「大学卒業」となるが、大学在学中と大学院
在学中を分離できないため、大学院在学中の学生は相対的に少ないと考えて「大学卒業」に含めた）。

図１　回答者の年齢階層別分布

図２　回答者の学歴別分布
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を反映していることが考えられる。

本調査の組合加入者と未加入者では、組合加

入者の方がやや学歴が高い層が多く、「高校卒

業」が 3.7 ポイント、「専門学校卒業」が 4.4 ポ

イント少なく、「短大・高専卒業」が 1.6 ポイ

ント、「大学卒業」が 5.0 ポイント、「大学院修

了」が 2.6 ポイント多い。とはいえ、組合未加

入者でも労働力調査と比べると「大学卒業」が

16.5 ポイント多くなっている。

雇用形態別分布（図３）は、労働総研調査は

「正規社員・職員」が 86.9％を占めるのに対し

て、本調査は 70.0％で、労働力調査の 63.3％よ

り 6.7 ポイント多く、「パート・アルバイト」

が 6.6 ポイント少ない。これは、ネット調査の

組合加入者は「正規社員・職員」が多く 80.2％

を占めているためで、組合未加入者は「正規社

員・職員」が 59.8％で 3.5 ポイントの差、他の

雇用形態も労働力調査より数ポイント違いがあ

る程度であった。

以上のように、本調査は労働総研調査と共通

の問題意識のもと実施しているが、労働総研

調査では回答者が 20 ～ 30 歳台中心で、ほと

んどが正規社員・職員であり、組合加入者で

あるという分布の偏りを

修正し、労働力調査に近

い分布のサンプルから回

答を得ている。さらに、

組合加入者と未加入者は

同数のサンプルから回答

を得ている。そのため、

世代間の比較や正規・非

正規間の比較、組合加入

者・未加入者間の比較が

可能なデータが得られて

いる。ただし、本調査の

組合加入者は、労働力調査に比べて高学歴者が

多く、正規社員・職員がやや多くなっている。

組合未加入者は、年齢分布、雇用形態別分布は

労働力調査に近いが、学歴は大卒者の割合が高

い。

2　現在の仕事に対する考え方

アンケートでは日頃の働き方に関する項目が

あり、労働時間や残業の有無、有給休暇の取得

状況、仕事の負担や満足度、仕事上の相談相

手、仕事に対する考え方、生活状況や社会意識

などについて質問しているが、ここではこの

うち仕事の負担や満足度、仕事上の相談相手、

仕事や労働組合に対する考え方について見てい

く。

（１）現在の仕事の負担
現在の仕事について、仕事の量やノルマ、知

識・技能の獲得困難、セクハラやパワハラ、ス

トレスなどの負担について、「そう思う」「どち

らかといえばそう思う」「どちらかといえばそ

う思わない」「そう思わない」の４段階で質問

図３　回答者の雇用形態別分布
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している。この項目については、本調査では労

働総研調査から質問形式を変更しているので、

本調査の結果を組合加入・未加入別と年齢別に

見ていこう（図４）。

「仕事の量やノルマが多くて大変」につい

て、組合加入者のうち負担に感じている人（「そ

う思う」「どちらかといえばそう思う」の合

計）は 51.8％、感じていない人（「どちらかと

いえばそう思わない」と「そう思わない」の合

計）48.2％で、ほぼ半々であった。未加入者は

負担に感じている人が 38.3％、感じていない人

が 61.7％で、加入者の方が負担に感じている人

の割合が高かった。

「知識・技能を身につけるのが大変」につ

いては、組合加入者は負担に感じているのが

57.2％、感じていないのが 42.8％なのに対し

て、未加入者は負担に感

じているのが 44.7％、感

じていないのが 55.3％で

あった。

「多忙で身体的・精神

的にきつい」は、組合加

入者は負担に感じてい

るのが 47.9％、感じてい

ないのが 52.1％、未加入

者は負担に感じている

のが 37.0％、感じていな

いのが 63.0％であった。

「セクハラ、パワハラ

などの嫌がらせを受け

ている」は、組合加入者

は負担に感じているの

が 19.8％、感じていない

のが 80.2％、未加入者は

感じているのが 13.1％、

感じていないのが 86.9％であった。

「職場の人間関係が良くない」は、組合加入

者は負担に感じているのが 31.7％、感じてい

ないのは 68.3％、未加入者は感じているのが

24.2％、感じていないのが 75.8％であった。

「仕事のストレスが原因でうつや不眠、焦燥

感などを感じている」は、組合加入者は負担

に感じているのが 31.1％、感じていないのが

68.9％、未加入者は感じているのが 22.9％、感

じていないのが 77.1％であった。

「仕事に見合った賃金が支払われていない」

は、組合加入者は感じているのが 44.6％、感じ

ていないのが 55.4％、未加入者は感じているの

が 41.6％、感じていないのが 58.4％であった。

「家事・育児・介護と仕事を両立させるのが

大変」は、組合加入者は負担に感じているの

図４　組合加入・未加入別の現在の仕事の負担
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が 41.4％、感じていないのが 58.6％、未加入者

は感じているのが 28.7％、感じていないのが

71.3％であった。

以上のように、全体として負担を感じている

人は半数ほどで、セクハラ・パワハラや職場の

人間関係を負担に感じている人は、仕事の量や

技能習得、ストレスなどの仕事そのものの負担

よりは少なかった。また、組合加入者の方が未

加入者より負担を感じている人の割合は高かっ

た。

図５は、仕事の負担について「そう思う」

と「どちらかといえばそう思う」の合計（以下

「負担感」という）を年齢階層別に示したもの

である。ほとんどの項目で 20 ～ 40 歳台で負担

感が高く、50 歳台、60 歳以上と年齢が高まる

につれて負担感が低下している。ただし、「仕

事に見合った賃金が支払われていない」だけ

は、年齢階層別の違いがほとんど見られない。

なお、図には示していないが、「そう思う」だ

けを見てもこの傾向は変わらない。

（２）仕事に対する満足度
働きがいや労働条件など、仕事に対する満足

度について、「非常に満足」「どちらかといえば

満足」「どちらかといえば不満足」「非常に不満

足」の４段階で質問している。この問いも、労

働総研調査から質問形式を変更しているため、

本調査の結果を見ていく。この問いの回答は加

図５　年齢階層別の現在の仕事の負担

図６　年齢階層別の現在の仕事に対する満足度
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入・未加入別にほとんど差はなかったため、年

齢階層別の集計結果を見ていこう。

「仕事のやりがい」について、満足している

人（「非常に満足」「どちらかといえば満足」の

合計）は全体で約６割（62.9％）、20 ～ 50 歳台

はほぼ同水準であるが、60 歳以上だけ 72.2％

と 10 ポイント多い（図６）。

「仕事の権限や裁量の範囲」は、満足して

いる人が全体で約６割（63.3％）、20 歳台は

65.9％、30 歳台 63.9％、40 歳台 59.6 と低下し

ていき、50 歳台から反転して 62.9％、60 歳台

は 69.2％と緩やかな V 字型になっている。

「働きぶりに対する上司や会社の評価」は、

全体では半数強（56.9％）であるが、20 歳台

はやや高く 65.0％、年齢が高まるにつれて

低下していき、30 歳台は 58.4％、40 歳台で

は 54.9 ％、50 歳 台 で は 51.6 ％、60 歳 以 上 は

56. ４％であった。

「賃金水準」は満足している人が半数弱

（44.8％）、20 歳台は 46.1％、30 歳台は 47.9％、

40 歳 台 は 43.7 ％、50 歳 台 44.0 ％、60 歳 以 上

40.2％と年齢が高まるにつれてこの割合は低下

していく。

「労働時間の長さ」について満足しているの

は６割強（64.5％）、20 ～ 50 歳台はほぼ同水準

で、60 歳以上は 10 ポイントほど多く 73.8％で

あった。

「休日・休暇日数」は満足しているのが約７

割（71.7％）で、労働時間の長さと同様に 20

～ 50 歳台はほぼ同水準で、60 歳以上は 78.7％

であった。

以上のように、働きがいや労働条件に関する

満足度は、賃金水準については４割程度と低い

ほかは６～７割となっており、組合加入・未加

入別に大きな差はなく、年齢別には「上司や会

社の評価」が年齢とともに満足度が低下する

が、その他は 60 歳以上の満足度が高くなると

はいえ、年齢による差はほとんど見られなかっ

た。

（３）困った時の相談相手
仕事について困ったことがあったときの相談

相手について、「労働時間、賃金、休暇、解雇

など労働条件に関する悩み」と「セクハラ、パ

ワハラなど職場の嫌がらせに関する悩み」と

「職場の人間関係に関する悩み」に関して複数

回答で質問している。

労働条件に関する悩みについて、組合加入・

図７a ① 組合加入・未加入別労働条件に関する悩みの相談相手（MA）
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図７a ②　年齢階層別労働条件に関する悩みの相談相手（MA）

図７b ②　年齢階層別職場の嫌がらせに関する悩みの相談相手（MA）

図７c ①　組合加入・未加入別職場の人間関係に関する悩みの相談相手（MA）

図７b ①　組合加入・未加入別職場の嫌がらせに関する悩みの相談相手（MA）
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未加入別および労働総研調査の組合加入者の回

答を比較すると、組合加入者は「相談しない」

が 36.8％に対して未加入者は 51.3％であり、組

合加入者の方が悩みを相談できる相手が存在し

ていることがうかがえる（図７a ①）。

労働総研調査は「相談しない」が 11.7％とさ

らに低く、何らかの相談相手がいると回答した

割合がさらに高い。

相談相手の傾向としては加入・未加入別にほ

ぼ同様で、「職場の上司」が最も多く（組合加

入者 26.9％、未加入者 20.2％）、次いで「家族」

（22.3％、19.1％）と「職場の同僚」（21.8％、

16.0％）、「友人」（15.5％、12.8％）と続く。「労

働組合」は組合加入者が 13.8％、未加入者はわ

ずか 0.9％であった。「職場の相談窓口」（8.7％、

4.2％）や「公的相談機関」（4.4％、4.1％）は

ほとんど相談対象と認知されていないことがわ

かる。これに対して労働総研調査では、「職場

の相談窓口」や「公的相談機関」は本調査よ

り少ないが、他の相談相手に相談すると回答し

た割合が高く、「労働組合」は３人に１人以上

（36.2％）が相談相手と考えている。

本調査の回答（組合加入・未加入計）を年齢

階層別に見ると、家族、友人への相談は年齢が

高まるとともに低下する一方、それを補うほど

ではないが、労働組合は年齢とともに増加して

いる（図７a ②）。

職場の嫌がらせに関する悩みの相談相手につ

いても概ね傾向は同じであり、組合加入者は未

加入者に比べていずれの相手にも相談すると回

答している割合が高く、「相談しない」の割合

が低い。労働総研調査は、同僚、労働組合、家

族、友人の割合が高く、職場の相談窓口は本調

査の組合未加入者と同程度に低い（図７b ①）。

年齢階層別も全体としては同じような傾向

で、家族、友人の割合が低下していき、労働組

合は微増し、相談しないとする割合が高まる。

40 歳以上で同僚に相談するという回答がやや

増えている点が労働条件と異なる（図７b ②）。

職場の人間関係に関する悩みの相談相手は、

組合加入・未加入別も年齢階層別も職場の嫌が

らせと同様であるが、労働組合を相談相手と認

識している割合は低下し、年齢階層別の差はな

くなっている（図７c ①、②）。

3　働き方に対する考え方

仕事に対する考え方として、雇用の安定性に

関する意識、賃金制度に関する意識、ワーク

ライフバランスに関する意識について質問し

ている。雇用の安定性に関しては、日本的雇

用慣行とされている「終身雇用」に対する意

図７c ②　年齢階層別職場の人間関係に関する悩みの相談相手（MA）
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識を想定して「定年まで

同じ会社・勤務先で働き

たい」と「自分に合う会

社があれば転職したい」

という質問をしている。

「定年まで同じ会社・勤

務先で働きたい」という

問いに対して「そう思

う」と「どちらかといえ

ばそう思う」を合わせた

安定重視は組合加入者が

66.4％、未加入者は 11.1

ポイント少ない 55.2％で

あった。一方、「自分に

合う会社があれば転職

したい」という転職意

向は加入者が 62.3％、未

加入者は 2.8 ポイント多

く 65.1％であった。組合

加入者の方がやや安定志

向が強いとはいえ、転職

意向にはあまり差はな

く、安定志向と転職志向

が必ずしも対立しない

ということが示唆され

る（ 図 ８a）。年齢階層

別には、安定志向は 20

歳台の 47.1％から 60 歳台の 82.1％まで年齢と

ともに高まる傾向にあり、転職志向は 77.1％か

ら 41.4％まで年齢とともに低下する傾向にある

（図８b）。

賃金制度に関する意識は、労働のどのよう

な点を評価してほしいかについて質問してい

る。「年齢や勤続年数を評価してほしい」とい

う年功型の評価を希望する割合は、組合加入者

は 70.9％、未加入者は 64.4％で 6.4 ポイント低

く、「経験や能力を評価してほしい」という職

能給的な評価を希望する割合は、組合加入者

が 86.0％、未加入者は 81.9％で 4.0 ポイント低

い。日本企業において広く普及してきた賃金制

度を希望する割合は組合加入者の方が多いとは

いえ、その差はそれほど大きくはない。

「実績や成果を評価してほしい」という成果

図８a　組合加入・未加入別仕事に対する考え方

図８b　年齢階層別仕事に対する考え方
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主義的な評価を希望する割合は、組合加入者が

83.2％、未加入者が 80.1％で 3.1 ポイント多い。

「仕事の難易度や負担の大きさを反映させてほ

しい」という職務給的な評価を希望する割合

は、組合加入者が 85.3％、未加入者が 81.9％で

3.4 ポイント多い。年齢階層別の差は大きくは

ないが、いずれも年齢とともに割合が高くなっ

ており、中高年ほど伝統的な賃金制度を志向し

ているわけではない。

成果主義や職務給的な賃金制度は、年功賃金

や職能給のような従来型の賃金制度に代わる新

しい賃金制度として導入が検討されてきた（あ

るいはそのように喧伝されてきた）。しかし本

調査の結果からは、多くの労働者は仕事の多様

な側面が評価されるよう望んでいることが示唆

される。

労働時間に関しては「残業は極力減らしてプ

ライベートの時間を確保したい」かどうかにつ

いて質問しているが、組合加入・未加入者別に

も年齢階層別にもほとんど差はなく、８割以上

がプライベートの時間を確保することを望んで

いる。

仕事に対する考え方のうち、雇用の安定性や

転職志向については年齢による差が大きかった

が、これは年齢が高まり転職可能性が低下する

につれて転職意向が低下し、安定志向が高まる

ことを反映していると考えられる。賃金制度に

ついては、年齢による差はそれほど大きくない

が、年齢や勤続年数、実績や成果を評価する割

合が若干高まっているのは、自分がこれまで積

み重ねてきたものを評価してほしいという意向

の表れと考えられる。とはいえ、全体として賃

金の様々な側面を公正に評価することを望んで

いることをうかがわせる結果といえるだろう。

労働時間に関しては、年齢に関わらず残業は減

らしてプライベートの時間を確保したいと回答

している。

4　労働組合に対するイメージ

アンケートでは、労働組合への加入の経緯や

未加入の理由、労働組合に対するイメージの変

化について質問している。労働総研調査から一

部選択肢を見直したところもあるが、概ね比較

可能な設問となっているため、可能な限りで労

働総研調査と比較しながら結果を見ていこう。

（１）労働組合加入者の加入の経緯
労働組合加入者が組合に加入した経緯につ

いて複数回答で質問している。「ユニオン・

ショップ制だから（全員加入することになって

いる）」が半数強（56.1％）で最も多く、次い

で「ユニオン・ショップ制ではないが、ほとん

どの人が加入しているから」が 20.1％、「同僚・

先輩に勧められたから」が 14.4％で、どちらか

といえば受動的な理由で組合に加入している。

一方、「労働条件や職場を良くしたいから」は

13.5％、「経営者に対して発言する機会を得た

いから」は 4.4％、「職場の仲間が欲しいから」

は 4.3％で、積極的な理由で組合に加入してい

る人はごく僅かであった。「（賃下げ・解雇な

ど）たたかう必要に迫られて」は 4.0％であっ

た（図９）。

労働総研調査では、ユニオンショップ制だか

ら加入した人は 21.5 ポイント低く、先輩・同

僚からの勧誘による加入が24.3ポイント多かっ

た。また、職場を良くしたい、経営者に対する

発言機会を得たい、職場の仲間を得たいといっ

た積極的な理由で加入した人も、割合が低いと

労働組合についての意識に関するアンケート調査―ネット調査と労働総研調査との比較―https://rodosoken.com/



84

はいえ、本調査の 1.5 ～２倍であった。労働総

研調査の対象となった労働組合の多くはユニオ

ンショップ制が採用されておらず、組合員の勧

誘により組合員が加入しているという点は、調

査結果を評価する上でも注目すべき点であると

思われる。

（２）労働組合未加入者の未加入の理由と加入
意向
労働組合未加入者に加入意向について質問し

たところ、最も多かったのが「労働組合につい

てよく知らないので決められない」で３分の

１（33.3％）、次いで「加

入するつもりはない」が

30.5％を占めている。加

入意向がある残りの３分

の１（32.5％）のうち、

「必要に迫られたら加入

したい」が 19.5％、「加

入してもよい」が 9.2％、

「加入したい（加入する

予定）」が 3.8％であった

（図 10a）。

労働総研調査の回答者

のうち組合未加入者は

198 人と少なく、組合員

の身近にいる人がほとん

どであるから、組合員が

勧誘しやすい人の意識と

いう点で意味があるとは

いえ、一般化することは

難しいが、決められない

は２割（20.7％）と 12.6

ポイント少なく、加入す

るつもりはないは 6.7 ポ

イント多いが、加入意向がある人もやや多く

４割弱（38.6％）であった。加入してもよいは

15.8％で 6.5 ポイント多く、加入したい（加入

予定）は 5.4％で 1.7 ポイント多かった。

加入意向について年齢階層別に見ると、加入

意向のある人の割合は大きな差はないが、年齢

が高まるにつれて決められないが減り、加入す

るつもりはないが増えていることから、組合に

関する一定の知識を得て加入しないと決める人

が増えていることが示唆される（図 10b）。

組合に加入していない理由（複数回答）で最

も多かったのが「加入を勧められたことがない

図９　労働組合に加入した理由（MA）

図 10a　労働組合への加入意向
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図 10b　年齢階層別労働組合への加入意向

図 11a　労働組合に加入していない理由（MA）

から」が３割弱（27.7％）

を占めていた。これは労

働総研調査とほぼ同水準

であった（図 11a）。次い

で「現在の職場にいつま

で勤めるかわからない」

が 22.0％であった。「正規

社員・職員でないと加入

できないから」が 10.6％い

ることから、この半数は

雇用形態が非正規だとい

うことが影響していると

いえそうである。

「役立つとは思えないか

ら」は 16.9％で、労働総

研調査の 13.7％よりやや

多かったとはいえ、いず

れも１割強であり、組合

の役割を認めてない人は

それほど多くはなさそう

である。「組合活動に時間

を取られたくないから」

（9.5％）や「組合費を払い

たくないから」（14.6％）

は労働総研調査の方が 10

ポイント前後多かった（そ

れぞれ 23.4％、24.0％）。

年齢階層別に見ると、

若年層ほど薦められたこ

とがない、加入の仕方が

わからないという回答の

割合が高いことから、徐々

に 加 入 の 働 き か け が 弱

まっていることが懸念さ

れる（図 11b）。「正規でな

図 11b　年齢階層別労働組合に加入していない理由（MA）
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い」は年齢とともに高まっている一方、いつま

で勤めるかわからないは若年層の方が多い。若

年層ほど転職意向を有する割合が高かったこと

から、このことも若者が組合に加入しない要因

になっているかもしれない。

（３）労働組合に対するイメージの変化
労働組合に対して否定的なイメージと肯定的

なイメージ、またはイメージがないという設問

について、就職前と就職後に関して「当てはま

る」または「当てはまらない」の二者択一で質

問をしている。なお、一部質問を入れ替えてい

るため、労働総研調査の回答がない設問もあ

る。

就職前に労働組合に関する知識がなく、

イメージがなかった割合は、組合加入者は

38.7％、未加入者は 45.1％、労働総研調査は

53.8％であった（図 12a）。

否定的イメージとして「組合員はあまり働か

ず権利ばかり主張しているというイメージ」

「経営者に対して敵対的な集団というイメー

ジ」「雑務が多くて大変そうというイメージ」

について質問している。就職前は、権利ばかり

主張は約３割（組合

加入者 30.8％、未加

入者 33.4％）、経営

者に敵対的は約４割

（38.0％、43.9％）で、

いずれも加入者の方

がやや少なかった。

雑務が多くて大変そ

うも約４割（41.3％、

37.4％）であったが、

こちらは加入者の方

が多かった。

肯定的イメージとして「労働者の不満・苦情

を会社に伝えてくれるというイメージ」「職場

をよくするための集団というイメージ」「会社

側とトラブルになった際に助けてくれるという

イメージ」「いろいろな人や集団とつながるこ

とができる組織というイメージ」について質問

しているが、いずれも５割強で、組合加入者

の方が肯定的イメージを持っている割合が高

かった。不満・苦情を会社に伝えてくれるとい

うイメージは、組合加入者が 54.0％で、未加入

者 52.0％を 2.1 ポイント上回っている。職場を

よくするというイメージは組合加入者が 55.4％

で、未加入者 46.4％を 9.0 ポイント上回ってい

る。トラブルの際に助けてくれるというイメー

ジは、組合加入者が 51.2％で未加入者 47. ７％

を 3.4 ポイント上回っている。いろいろな人や

集団とつながれるというイメージは、組合加

入者 39.7％が未加入者 32.4％を 7.2 ポイント上

回っている。

労働総研調査と比較すると、経営者と敵対的

や雑務が多くて大変そうといった否定的イメー

ジが本調査より高かったが、職場をよくすると

いうイメージやいろいろな人や組織と繋がれる

図 12a　労働組合に対するイメージ（就職前）
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おわりに

本稿では、筆者らがネット調査により実施し

た労働者の仕事と暮らしに関するアンケート調

査の結果のうち、特に仕事の負担や満足度に対

する評価、仕事に対する考え方、労働組合イ

メージの変化について、労働総研調査と比較

しつつ概観した。労働総研調査では、回答者

が 20 歳～ 30 歳に集中し、正規社員・職員が約

９割を占め、非正規雇用労働者が少なく、組合

加入者が８割強であったため、年齢別や組合加

図 12b　労働組合に対するイメージ（就職後）

図 12c　労働組合に対するイメージ（就職前後の変化）

という肯定的なイメージ

も高かった。

就職後は、いずれも組

合イメージなしが減って

いるが、労働総研調査は

大幅に減少している（図

12b）（図 12c）。否定的

評価のうち権利ばかり主

張や経営者に敵対的とい

うイメージは減少してい

る。減少幅は労働総研調

査の方が大きい。雑務が

多くて大変というイメー

ジは、職場の組合や組合

員の様子を見ているか

らか、割合が高まってお

り、労働総研調査で大き

く増加している。

肯定的評価については

本調査と労働総研調査と

で異なる結果となった。

労働総研調査では、職場

をよくする組織とか仲間

と繋がれるという肯定的イメージを持つ人が増

える一方、否定的なイメージを持つ人が減少

し、組合に対するイメージは全体として改善し

ていたが、本調査の結果からは、否定的イメー

ジはやや低下するものの、肯定的なイメージは

僅かに悪化しており、全体として組合イメージ

は改善していない。労働総研調査以前に筆者ら

が主として全労連系組合の組合員を対象に行っ

てきた調査でも、労働組合イメージは改善して

いたので、この結果はやや意外で、残念なもの

であった。このような差が生じる原因について

は、今後の検討課題としたい。

労働組合についての意識に関するアンケート調査―ネット調査と労働総研調査との比較―https://rodosoken.com/
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１　本調査は、日本大学経済学部産業経営研究所による助成を受けた研究プロジェクト「働き方改革の影響と職場のルー
ルづくりにおける労働者のコミットメントに関する研究」（研究代表者：村上英吾・日本大学教授）の一環として実施し
た。本調査の詳細な分析は、2023 年度中に日本大学経済学部産業経営研究所『産業経営プロジェクト報告書』で報告す
る予定である。

２　例えば、本多則惠（2006）「インターネット調査・モニター調査の特質」『日本労働研究雑誌』No.551（労働政策研究・
研修機構）、石田浩ほか（2009）「信頼できるインターネット調査法の確立に向けて」、日本学術会議・社会学委員会・
Web 調査の課題に関する検討分科会（2020）『提言　Web 調査の有効な学術的活用を目指して』、大森翔子（2021）「インター
ネット調査のサンプル特性：国勢調査・面接調査との比較」NIRA ワーキングペーパー No.1（NIRA 総合研究開発機構）
などがある。

入・未加入別の意識の違いについては十分に検

討できないという問題があった。本調査では、

組合加入・未加入者を同数とし、労働力調査に

もとづき年齢別分布を設定することで、この点

を改善することを試みた。本調査の結果は全体

として労働総研調査と同様の傾向が見られるこ

とから、労働総研調査はサンプリングの偏りが

懸念されたが、集計結果は概ね妥当なものと捉

えて良さそうである。

本調査の特徴である組合加入者・未加入者間

の違いや年齢階層別の違いについては、いくつ

か興味深い点も見受けられた。働きがいや労働

条件に対する満足度については、組合加入・未

加入別に大きな差はなく、年齢による差もほと

んど見られなかったが、労働の負担感に関して

は、組合未加入者より加入者、壮年層より若年

層の方が高い傾向が見られた。仕事の悩みにつ

いては、組合未加入者は相談しないという回答

が多かったが、加入者は職場の上司や同僚、家

族や友人に相談するという回答が多く、労働組

合を相談相手と認識している人も１割程度見ら

れた。労働総研調査では、職場の同僚、労働組

合、家族、友人に相談する割合がさらに高かっ

た。

労働組合イメージの変化については、労働総

研との違いが見られた。労働総研調査では、職

場をよくする組織とか仲間と繋がれるという肯

定的イメージを持つ人が増える一方、否定的

なイメージを持つ人が減少し、組合に対する

イメージは全体として改善していたが、本調査

の結果からは、否定的イメージはやや低下する

ものの、肯定的なイメージは僅かに悪化してお

り、全体として組合イメージは改善していな

い。労働総研調査で組合イメージが改善してい

るのは、調査の対象となっている全労連加盟の

単産や地方組織、国民春闘共闘委員会に参加す

る単産の活動が組合員から評価されていること

を反映しているのかもしれないが、一般的には

就職前後で組合イメージは改善されていない可

能性がある。

なお、本調査では本稿で取り上げた項目のほ

かに生活状況や社会意識についても調査してい

るが、これらを含めたより詳しい分析について

は稿を改めて報告したい。
（むらかみ　えいご・日本大学経済学部教授、

労働総研理事）

https://rodosoken.com/
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物価高の 23 春闘、賃上げ「ベクトル転換」へ
――先行回答問われる連合、全労連はスト軸にバージョンアッ

プ、49年目の「様変わり」経労委報告の問題、大軍拡・
増税阻止へ地方選も争点

歴史的な物価高騰下でたたかわれる 23 春闘で

連合は 29 年ぶりに賃上げ５％程度を掲げ、全労

連などは 24 年ぶりに３万円以上（10％以上）の

要求を掲げた。岸田政権もインフレ率を超える賃

上げとして、連合に５％満額実現の期待を表明し

た。経団連は 23 経労委報告でベアを容認しつつ

も抑制・分散を表明した。焦点は、世界でも異例

とされる日本の長期にわたる実質賃金の低下を是

正し向上へのベクトル転換である。

労働政策では裁量労働制が拡大改悪される一

方、全労連などは現行最賃法制定以来初めて最賃

の再改定を政府に要請した。岸田政権の大軍拡・

増税・暮らし破壊など国政審判に関わる４月から

の地方選も大きな争点となっている。

■岸田首相、連合に５％賃上げ（満額）期待

岸田首相はインフレ率を超える賃上げを連合や

経団連など財界に要請している。連合の新年交歓

会で、23 春闘に触れて、「連合は賃上げ５％程度

を掲げており、ぜひ実現できるように期待したい。

政府としても後押ししたい」と述べた。経団連な

ど財界３団体の新年祝賀会でも「インフレ率を超

える賃上げの実現を期待したい」と述べている。

岸田首相は先送りできない問題への挑戦を強

調。賃上げについては「この 30 年、企業収益が

伸びても、期待されたほどに賃金は伸びず、想定

されたトリクルダウンは起きなかった。この問題

に終止符を打ち、賃金が毎年伸びる構造をつくる」

青山　悠

と、「構造的な賃上げ」を強調した。

岸田首相はアベノミクスによるトリクルダウン

の失敗と、賃金改善を表明したものといえよう。

アベノミクス 10 年（2012 ～ 22 年）で株価は 2.5

倍以上になったが、実質賃金は 105.9 から 100.6

に低下し、長期にわたる実質賃金のマイナス転落

は世界でも異常とされている。逆に大企業の内部

留保はコロナ禍でも 22 年９月で 505.4 兆円と過去

最高に増大している。

岸田首相は賃金低迷などの問題に終止符を打

ち、賃上げを提起しているが、具体策には触れて

いない。提唱している「構造的な賃上げ」も転職

とリスキリング（学び直し）や職務給化などで、

雇用の流動化と不安定化の推進となり、賃金破壊

にも連動しよう。しかも「解雇無効の金銭解決制

度」など違法解雇の合法化まで提唱し、解雇自由

社会まで狙っているありさまだ。

■首相出席は「光栄」、連合と政権与党

連合と岸田政権との関係も新年交歓会で親密さ

を伺わせた。岸田首相・自民党総裁が２年連続で

連合新年交歓会に出席することを記者から問わ

れ、芳野友子会長は「光栄に思う」と語り、政労

使会談も呼びかけたいとの見解を表明した。

出席政党は、連合の支援する立憲、国民の代表

のほか、公明党、社民党、日本維新の会などだが、

紹介にとどまり、数年前とは逆転対応である。

岸田首相が連合に満額獲得を期待するのは結構

物価高の 23 春闘、賃上げ「ベクトル転換」へhttps://rodosoken.com/
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だが、政治では大軍拡・大増税・福祉削減・原発

開発を推進し、政治の大転換を強行している。

連合では 12 月１日、浦安で開かれた中央委員

会の討論で JR 総連が物価高の 23 春闘強化に触れ

つつ、岸田政権の原発増強、軍拡を批判。就任１

年間で芳野会長が野党共闘牽制の自民党麻生副総

裁との会食や「国葬」に出席したことなどについ

て疑問を呈した。清水秀行事務局長が「連合の中

央委員会、記者会見などで述べており、ここでは

言えない」と、会長に代わって答弁した。

JR 総連は、1995 年､ 97 年の連合事務局長、会

長選に立候補して争い、「現場の組合員の不満か

ら求心力を失っている連合の活性化」を訴えたこ

とがある。今回、中央委員会で会長名指しの疑問

提起は連合 32 年でも稀有なことである。

一方、全労連や全労協などは岸田政権の大軍拡・

増税などに反対して、政権交代や打倒を掲げてい

る。支持率が 26％台へと低下の続く岸田首相の新

年交歓会への出席とあいさつを「光栄」という連

合トップ。１月６日の TBS ラジオ・森本毅郎トー

ク番組でも、「連合の自民寄り対応は問題」との

リスナーからの声も放送されている。「連合はど

こへ行くのか」と産別からの声も聞かれ、政労使

協調体制への組み込まれも懸念されている。

■49年目の「様変わり」23経労委報告問題

23 春闘で経営側の指針となる経団連の経労委報

告は、物価高騰で近年とは大きく異なるとして、

「賃上げは企業の社会的責任」と強調している。

ところが、交渉では従来どおり総額人件費管理

のもとに、ベアは賃上げの一部として抑制・分散。

さらに「円滑な労働移動」としてリスキリング（学

び直し）による配転・転籍など雇用の流動化や労

働時間法の破壊、最賃抑制などの指南書となって

いる。

★財界が日本経済再生に「危機感」

報告は今年で 49 年目。ベアをめぐっては幾多

の変遷があるが、今年のように「賃上げは社会的

責務」であり、「構造的な賃上げ」と「分厚い中

間層」の形成は、「経済界・企業に対する社会的

期待であり、責務である」と大胆に踏み込んだの

は初めてである。

かつて 1996 年に「日本の賃金水準は世界トッ

プクラスで賃上げは不可能」と賃金を抑制し、

2002 年には「ベアは論外」「定昇凍結」など賃下

げも提唱。14 年から賃上げ容認に転じたものの、

この 20 数年間はベア０％台（21 年 0.12％）に抑

制。その結果、21 年の日本の賃金水準は OECD（経

済協力開発機構）加盟 34 カ国中 24 位に下落し、「下

位争い」をしている有様である。

しかも 23 交渉は「近年とは大きく異なる」と

指摘しているように、物価は 12 月で 4.0％と 41

年ぶりの上昇。一方、11 月の実質賃金は 3.8％減

と４年６カ月ぶりの大幅マイナス。逆に大企業の

内部留保はコロナ禍でも 22 年９月で 505.4 兆円と

過去最高に増大している。

経団連の十倉雅和会長は、物価上昇は働き手の

生活だけでなく、企業収益への影響も懸念され、

「賃金と物価の好循環」がなければ、「日本経済再

生は厳しくなるとの危機感を強くしている」と表

明。「企業行動の転換への正念場で絶好の機会」

と49年目の踏み込んだ様変わり報告を語っている。

★ベア容認も抑制・分散化

交渉では「物価動向を特に重視」して積極的な

対応を呼びかけている。ところが、具体的な賃金

決定となると、これまでどおり「総額人件費管理」

「支払能力」など「賃金決定の大原則」の方針に

変わりはないと断定。「多様な選択肢の中から自

社の実情に適した方法」を提起している。

その結果、賃上げは、定昇、ベア、諸手当、一

時金などに分散され、ベアを抑制。配分も「一律

https://rodosoken.com/
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配分」（定額・定率）、「若年社員」「子育て世代の

社員」「業績・成果の査定配分」などに分断し、

働く者の「競争力を持った処遇」を強調している。

「諸手当」を重視しているのも今年の特徴であ

る。「生活補助手当」「インフレ・物価手当」「別

居手当」など 12 項目を提起している。

人材育成も重視し、リスキリングを含むリカレ

ント教育に関する受講・自己啓発の費用補助など

もあげている。問題は、人材育成費などは「人へ

の投資」だが、「給与」とは性質が異なり、人件

費に合算させないことも重要となっている。

内部留保の活用については 18 年から提唱して

いる「人への投資」で今回、初めて「賃金引き上

げ」を明記した。全労連など労働組合や共産党、

世論の成果といえる。

★「ジョブ型」導入も、査定で差別・選別

「ジョブ型雇用」も重視課題として、導入・活

用の論点として５課題をあげている。

具体的な課題は①職務調査・分析＝職務分析に

よるジョブ型雇用に適した職務の洗い出し。②適

用範囲＝職務記述書の作成。職掌・職群別、職種別、

資格別、職務・役割等級別など区分ごとに対象検

討。③処遇制度＝職務給・仕事給、役割給の導入、

職務・役割等級制度による運用。成果や業績を処

遇に反映する人事評価の実施。④採用・人材育成

＝通年採用や経験者採用を拡大し、リスキリング

やリカレントの活用。⑤キャリアパス＝メンバー

シップ型雇用からジョブ型雇用への移行。上位の

職務やポスト就任に伴う昇進・昇格。管理職や経

営層の登用へのキャリアパスの形成などをあげて

いる。

特徴は、20 年に提起していた「欧米型」を削除

して、今年は自社型の「ジョブ型雇用」に変えて

いることだ。欧米のような企業を超えた職種別熟

練度別横断的賃金ではなく、自社で職務に対応で

きる社員の配転、転職、賃金など処遇の差別・選

別など働く者の格差拡大も懸念されている。

「ジョブ型」が導入されている日立では、１つ

の職務のスキルレベルだけで「責任」「職務知識」

「期待行動」「資格」など約 30 項目を設定。スキ

ル６段階の全体では 200 項目以上に細分してラン

ク付けされ、職場では「査定によるランク移動で、

降格・賃下げ」も懸念されている。その他、「職

位格下げで月１万 5,000 円の賃下げ」（富士通）、

「役割・責任など評価への不満も」（NEC）など深

刻な問題が出されている。

★労働移動で雇用流動、最賃・労働時間改悪

人事制度では、「円滑な労働移動」を掲げ、雇

用の流動化・不安定化を提起しているのも大きな

特徴だ。そのベースになっているのが「エンゲー

ジメント」である。生産性向上へ働き手の自律性

を高め、会社の目標達成と働く人の主体的な貢献

など労使一体化をめざすものである。

報告は「産業構造の変化と成長産業・分野」へ

の移動を提起。「働き手」には社内外の労働移動

に必要な能力習得へのリスキリングを含むリカレ

ントを重視している。

労働界では、労働移動とリスキリングがセット

とされたことについて、連合の芳野会長は「労働

移動そのものが主たる政策であってはならない」

と反発し、全労連の小畑雅子議長も「雇用の流動

化をすすめるものだ」と批判している。

労働移動と関わり、「解雇無効時の金銭解決制

度」など違法解雇の合法化も要求。労働時間法制

では裁量労働制の適用拡大を強く求めている。最

賃でも地域最賃の引き上げで影響率が 16.2％に高

まるなかで、目安制度と公労使構成の「審議会方

式」の決定方式自体の見直しに初めて踏み込んだ。

産別の特定最賃についても初めて「廃止のルール」

の検討を提起し、ナショナルミニマムに関わる法

定賃金の破壊まで狙っている。

★異例のストけん制に反撃を

物価高の 23 春闘、賃上げ「ベクトル転換」へhttps://rodosoken.com/
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報告は、春季交渉について「良好な労使関係を

基盤」とした「労使協調」の取り組みとして評価

している。

とりわけ 23 交渉は「わが国の労使関係の試金

石となる」と注視。労使は「闘争」関係でなく「経

営のパートナーシップ」として、組合を経営の一

組織とする変質も狙っている。

連合については、要求引き上げは「理解」でき

るとしながら、ベア３％程度・定昇込み５％程度、

中小１万 3,500 円以上の要求水準は「慎重に」と

実質否定。さらに集団的な労働争議のうち、「ス

トライキ」は大きく減少と、異例のけん制を行っ

ている。連合は「労働基本権の行使は否定される

べきではない」と反論。全労連などはストを軸に

３万円以上､ 10％以上を掲げ春闘のバージョン

アップに挑戦している。

ドイツ、フランス、アメリカなどはストを含む

闘争で、物価に見合う賃上げと組織を拡大させて

いる。日本も賃上げベクトル転換へ労働運動の「真

価」を発揮し、ストを背景にした労働界あげての

春闘強化が求められている。

■連合は実質賃金重視だが、金属大手で赤信号

連合は 29 年ぶりに賃上げ分（ベア）３％程度

と定期昇給分を含む５％程度とし、中小労組は

１万 3,500 円を掲げた。昨年より１ポイント高く、

５％程度は 29 年ぶり。ただし要求内容は過年度

物価分（予想 2.6％）が中心で、くらしの底上げ・

底支えの言葉が無くなっている。要求は物価ミニ

マムとなり、満額獲得が求められている。

芳野会長は、23 春闘について「実質賃金はマイ

ナス、世界で最下位争いをしている賃金低下打開

のベクトル転換、ターニングポイントになる」と

指摘し、とりわけ実質賃金の確保を重視している。

しかし実質賃金の確保には赤信号が点滅してい

る。組合員約 200 万人を擁し、連合春闘に影響を

当える自動車総連や電機連合などでつくる金属労

協は、共闘より「産別自決」を優先し、連合より

１ポイント低いベア 6,000 円以上（２％程度）を

設定。８年連続して連合要求を守らず、47 年間の

JC 春闘でも物価上昇以下の要求は初めてとみら

れる。

金属労協との会見では記者から、「要求の２％

程度の満額獲得でも実質賃金はマイナスとなり、

春闘への社会的期待にも添わないという問題もあ

るのではないか」などの質問も出された。金子晃

浩議長は、賃金という狭い課題だけでなく、「総

合的に勘案」したもので、懸念を払しょくする獲

得結果をめざしたいと語った。

芳野会長は２％要求の金属に、５％獲得を期待

したいと表明。連合の有力 OB 幹部は「要求しな

いもの（賃金水準）は取れない」と厳しく語った。

産別では、自動車総連は要求を決めず、単組自

決を決定。トヨタ労組は 21 年以降、ベアを要求

するかどうか公表してこなかったが、23 春闘では

物価高などを受けて、平均賃金の引き上げ額は明

らかにしないものの、ベアを要求することへ転換

した。日産、ホンダなどは要求額を示す方向だ。

電機連合は「妥結の柔軟性」を踏まえつつ、JC

要求を1,000円上回る賃上げ7,000円以上（約2.3％）

で、25 年ぶりの高さ。産別本部やパナソニック、

三菱、東芝など有力７単組は「要求にこだわり、

結果に結びつける」と語っている。基幹労連はベ

ア 3,500 円以上を基本とする方向である。

■欧米のように闘い「物分かりの悪い春闘」

中堅・中小金属の JAM は「物分かりの悪い、

ねばりの春闘」を強調している。物価高を踏まえ、

連合要求のベア 9,000 円（３％）と定期昇給相当

分込みで１万 3,500 円以上を要求した。安河内賢

弘会長は「日本の賃金が世界から取り残され、購

買力を失うことは避けなければならない」「これ

https://rodosoken.com/
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までと違った成果が必要だ」と強調している。

討論集会では「フランスなどはスト、デモを行っ

ている。日本も暴動などを起こさないと勝てない

のではないか」「価格取引の適正化、付加価値の

循環でトヨタ要請なども働きかけてほしい」など

の意見も出された。

トヨタは下請け・販売店について「22 年夏以降、

販売店の取り分（マージン）の引き下げに乗り出

した」（『選択』23 年１月）」と報じられている。

公正取引委員会も昨年末、コスト増にからむ適切

な価格交渉をしていないとしてトヨタ系列のデン

ソーなどの企業名を公表して、改善を求めている。

UA ゼンセンは、連合要求を超えるベア３％以

上４％程度で定昇込み６％程度を設定。「社会的

水準をつくり、長期停滞の賃金ベクトル転換の分

岐点、チャンスの春闘」として産別統一闘争を強

める方針だ。松浦昭彦会長は記者会見で「これま

でより少し上がればよいという視点を変えること

が重要だ」と強調した。社会的な賃上げ環境ヘ価

格転嫁の推進や税制、助成金制度の拡充など政策

制度の取り組みも強めている。またパートなど賃

上げに伴う就業調整の「年収 103 万円、130 万円

の壁」の課題にも取り組む方針だ。

私鉄総連は定期昇給相当分２％の上に、ベア分

として 9,900 円を求める方針だ。昨年の２％プラ

スベア分 1,500 円から要求を６倍に引き上げた。

「慢性的な要員不足で、人材の確保と定着が大きな

課題。人材流出も懸念されている。その解決のた

めには『人への投資』が極めて重要」と述べている。

連合準拠では運輸労連 5.5％、情報労連５％、

フード連合 9,000 円など。JEC 連合は連合方針の

ベア３％程度を踏まえ、9,000 円を要求。「労働組

合の社会的責任が問われる春闘」としている。

■学識者エール、連合にスト提唱も

23 春闘ではこれまでになく学識者から春闘エー

ルが目立ち、とりわけ連合には組合の役割発揮と

満額獲得、スト実施も強調されている。

連合シンクタンクの連合総研フォーラムで吉川

洋東京大学名誉教授は「企業利益の増加と労働分

配率の長期低下は世界でも異常」「組合は長期賃

金停滞の打開へ役割発揮を」と提起している。

日本総研の山田久副理事長は「もう少し（５％

程度の）要求が上がっても良い」と提起。仁田道

夫東京大学名誉教授は「ベア３％を獲得しないと

賃上げにならない。定昇込み５％獲得でトントン

となり、組合は信頼される」とエールを送った。

連合は春闘で賃上げの機運を高めるため「賃上

げ実現・くらし支援　あしたを変える連合緊急ア

クション」を展開。１月半ばから約１カ月間、賃

上げをアピールする６台のラッピングカーを全国

に走らせ、３月７日には東京・日比谷で中央集会

を開催。春闘期に多数の組合員が参加する中央行

動は 11 年３月以降、12 年ぶりである。

連合との会見でも記者から「先行回答で実質賃

金マイナス回答の妥結を遅らせるのか」「一発回

答でなく、上積み回答をめざすのか」「欧米では

スト攻勢で成果を獲得している。連合もストを含

む労働基本権を行使するのか」などの質問も出さ

れている。連合本部は「これまでの延長戦でなく、

回答の入口が重要。検討したい」と答えている。

全労協の渡辺洋議長は、23 春闘の強化に触れて、

「将来不安と貧困をかかえる労働者にとって、連

合の５％賃上げは絶対に譲れないラインであり、

下回ったときにはストを」とのメッセージを送っ

ている。連合の闘争力が社会的に問われている。

■全労連は物価高騰を上回るベア、スト春闘

全労連などは物価高騰を踏まえ、１月 26 日の

評議員会で当初案の「ベアなしでは終われない 23

春闘」から、「物価高騰を上回るベアなしでは終

われない 23 春闘！」に妥決目標を高めた。要求

物価高の 23 春闘、賃上げ「ベクトル転換」へhttps://rodosoken.com/
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労働戦線NOW

は３万円・10％以上の賃上げを設定。３万円以上

の要求は 99 年の３万 3,500 円以来 24 年ぶり。最

低規制は時給 1,500 円、月額 22 万 5,000 円を設定。

時短は１日７時間、週 35 時間を掲げている。

闘い方も、労組のバージョンアップへストライ

キを重視。初めて納得いかない回答には上積みを

求め、産別・地方・地域のスト支援を提起した。

集中回答は３月８日で連合大手より１週間先行

し、翌９日に全国的ストを計画し、10 日に、先行

回答を記者会見で発表し社会的波及をめざす方針

である。３月２日に東京・日比谷公園で 2,000 人

規模の決起集会も計画している。

全労連の小畑雅子議長は１月 30 日、厚労省で

記者会見を行い「世界の労働者は大幅な賃上げ、

年金改善などでストに立ち上がっている。この流

れを日本も国民春闘・全労連がリードしてつくり、

ストを背景に物価高を上回る賃上げを実現し、中

小含め全ての働く人に広げたい」と語った。全労

連春闘33年間で議長の厚労省記者会見は初めて。

春闘の柱の一つに「公共」を取り戻す運動を設

定。保育、教育、公共交通、郵便、食と農業、医療、

気候危機打開など関係産別運動も拡大させる方針

である。春闘で組織拡大も重視している。

産別では「要求を昨年より１万円上回る４万円

円以上とし、ストで闘う」（JMITU）、「大幅増員

とともに賃上げ４万円以上を要求。全医労では 19

年ぶり 140 組合がスト実施も」（医労連）、「４万

8,000 円以上を掲げストで闘う」（福祉保育労）、「ト

ヨタ総行動を展開し、大幅賃上げを打ち出す宣伝」

（愛知）「中立組合と連携」（埼玉）など大幅賃上

げとスト、共闘の広がりが報告されている。

また国民的な春闘を重視し、物価高による生活

の危機打開へ消費税５％への減税、社会保障の拡

充と教育の負担軽減など約 10 項目を設定。平和

フォーラムなど総がかり行動と連携し全国で集

会・デモを展開。大軍拡による生活・福祉破壊を

阻止し、政治転換へ本気の春闘を呼びかけている。

■44年ぶり、初の最賃再改定を要請

最賃闘争でも44年ぶりの新た動きがみられる。

全労連など国民春闘は物価高に対応して 12 月 21

日、最低賃金の再改定を中央最賃審議会に諮問す

るよう、羽生田俊厚生労働副大臣に緊急要請した。

現行の最賃法制定以来初めての動きである。ドイ

ツ、フランスでは昨年、３回も改定を行っている。

要請では、最低賃金法 12 条（地域別最賃の改

正等）の「必要があると認める時は…その改正又

は廃止の決定をしなければならない」との条文や、

中央最賃審の公益委員見解（22 年８月）が「今後、

（略）消費者物価等の経済情勢に関する状況認識

に大きな変化が生じたときは、必要に応じて対応

を検討することが適当」としたことを指摘し、再

改正を要請した。

下町ユニオンや生協労連、全国一般全国協議会、

郵政ユニオンなどでつくる「最低賃金大幅引き上

げキャンペーン委員会」や山口県労連などでも再

改定要請を行っている。

厚労省によると、最賃改定が年１回という定め

はなく、急激な物価高騰などの事態が生じれば、

再改正も制度上は否定されるものではないという。

全国一律最賃の実現へ向け、全労連などは国会

議員に最賃制度の政策を聞く会を衆議院会館で開

催。自民、立憲、国民、共産、社民などが、全国

一律と中小支援へ内部留保の活用で一致した。20

年にも最賃で院内議員集会を開いている。黒澤幸

一事務局長は、全国一律の必要性や大企業の内部

留保活用で、各党の参加者の意見がそろっている

ことが特徴だと述べた。

法制化では全労連・国民春闘は「全国最低賃金

への４つの法案改正案」の問題を提起。現行法の

「地域別最低賃金」を「全国最低賃金」として全

国一律額に改める、決定要素は科学的な最低生計

https://rodosoken.com/
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費調査に基づいた労働者とその家族の生計費、労

働者の賃金を検討。現行の「事業の支払能力」を

削除し、中小企業の取引の適正化、税制・金融上

の支援などをあげている。

■裁量労働制、なし崩し拡大阻止へ

労働時間の規制を緩和し、「定額働かせ放題」

といわれる裁量労働制の適用対象業務を拡大させ

る労働省令化の動きに懸念が広がっている。裁量

労働制は労働側反対の中で 1987 年の労基法改定

で導入。忙しくて残業しても、決められた「みな

し労働時間」の賃金しかもらえない制度である。

審議会報告では、企画業務型の対象業務は追加

されなかったが、使用者側の経団連委員は「課題

解決、PDCA（計画・実行・評価・改善）業務は

現行の対象業務になりうるものがあると明確に

なった」と述べ、厚労省に「指南書」の策定を要

望し、なし崩しの適用拡大を狙っている。

連合は報告について清水事務局長が 12 月 27 日

に談話を発表し、裁量労働制で「本人同意の義務

化」などを評価する一方、専門型での対象業務の

拡大は遺憾とし、今後、省令・告示などの審議で

適正な運用の観点から取り組むとしている。

全労連と全労協などの雇用共同は裁量労働制拡

大に反対する緊急集会を審議会開催日の 12 月 20

日に開催し、「問題の多い裁量労働制を国会審議

を経ずに、公労使と事務局だけで決めるという強

硬姿勢は許さない」と抗議した。日本労働弁護団

も 12 月 23 日に「STOP ！定額働かせ放題～裁量

労働制の適用拡大反対集会」を開き、運動の拡大

と世論喚起を訴えた。

かつて 1998 年の裁量労働制拡大では労基法改

革阻止を掲げて５月 15 日、連合が国会アピール

１万人行動を展開。全労連との大規模な国会デモ

となり、「花束共闘」を繰り広げた。今回は審議

当日の全労連などの緊急行動にとどまり、連合は

運動を展開していない。

裁量労働制の対象業務範囲の拡大は、長時間労

働是正の流れに逆行するものであり、なし崩し拡

大を阻止する取り組みが重要となっている。

■大軍拡・増税・改憲阻止へ地方選重視

全労連などは大軍拡、増税、改憲阻止へ向け、

共同の大運動を展開している。春闘期の統一地方

選についても要求実現が可能な地方議会の確立を

重視している。

全労連は、岸田政権が昨年 12 月に閣議決定し

た「国家安全保障戦略」など安保３文書の改定に

ついて「戦後の安全保障政策の大転換」と批判し、

文書の撤回と岸田政権の退陣を求めて闘うと提起

している。産別では、医労連などが政府の防衛費

大幅増の財源として国立病院機構と地域医療機能

推進機構（JCHO）の「積立金」の早期返納を検

討していることに強く反対。また復興特別所得税

の軍事費流用にも被災地からの怒り声が上がって

いる。市民連合や全労連、全労協などは共同して

抗議集会などを展開している。

４月からの統一地方選も重要な政治戦となって

いる。連合は方針で昨年７月の参院選挙と同じく

共産党などとの「野党共闘」排除の仕組みを踏襲

することを確認した。連合の組織内の地方議員は

19 年時で 735 人。15 年選挙から約 100 人減るな

ど減少傾向にあるという。

全労連などは大軍拡・大増税 NO ！や公共を取

り戻すなど職場・地域の切実な要求実現が可能な

地方議会の確立を重視して取り組む方針だ。

岸田政権の民意を無視して突き進もうとしてい

る大軍拡・大増税の「戦争する国づくり」「新し

い戦前」の危険な動きに地方から審判を下し、憲

法が生き政治転換につながる選挙として、地方選

がこれまでになく重視されている。

（あおやま　ゆう・ジャーナリスト）

物価高の 23 春闘、賃上げ「ベクトル転換」へhttps://rodosoken.com/
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 「読者の声」欄への投稿を募集
本誌についての率直な感想、ご意見な

どを、編集部までお寄せください。掲
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【特集】CO・SNS を活用した労働組合活動の可能性（仮題）

■今回の特集では、高齢期の生活保障について、社会保障政策、文化、貧困、地
域生活、健康、年金制度等、多方面から論じることで、その実相を明らかにしよ

うとしたものである。今回のテーマは、現役労働者にとっては、ややもすれば他人事として捉えられ
がちな課題である。しかし、高齢期の課題は、現役時代の課題がより目立つようになっただけで、若
年期から “ 地続き ” なのである。政府や財界などが意識的に世代間対立を煽っている中で、今回の特
集には労働運動にとっても重要な視点が含まれている。
■特集以外でも、「雇用類似の働き方」に対する諸外国や国際機関の動向、労働組合についての意識
に関するネット調査の結果、長期にわたる実質賃金の低下からの脱却をめざしベクトル転換をはかる
23春闘等の解説を掲載している。ご一読の上、是非感想をお寄せいただきたい。（S.N.）
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